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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要様式 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 
評価対象事業年

度 
年度評価 平成 30年度（第４期） 
中長期目標期間 平成 30年度～令和６年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 内閣総理大臣 
 法人所管部局 宇宙開発戦略推進事務局 担当課、責任者 宇宙開発戦略推進事務局、吉田健一郎 
 評価点検部局 大臣官房政策評価広報課 担当課、責任者 政策評価広報課、笹川敬 
主務大臣 総務大臣 
 法人所管部局 国際戦略局 担当課、責任者 宇宙通信政策課、森下信 
 評価点検部局 大臣官房政策評価広報課 担当課、責任者 政策評価広報課、明渡将 
主務大臣 文部科学大臣 
 法人所管部局 研究開発局 担当課、責任者 宇宙開発利用課、藤吉尚之 
 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、横井理夫 
主務大臣 経済産業大臣 
 法人所管部局 製造産業局 担当課、責任者 宇宙産業室、浅井洋介 
 評価点検部局 大臣官房政策評価広報課 担当課、責任者 政策評価広報課、横島直彦 

 
３．評価の実施に関する事項 
令和元年６月 25日 総務省宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）部会委員、文部科学省ＪＡＸＡ部会委員、経済産業省ＪＡＸＡ部会委員による現地視察（ＪＡＸＡ筑波宇宙センター）。 

令和元年６月 28日 文部科学省ＪＡＸＡ部会委員による現地視察（ＪＡＸＡ調布航空宇宙センター） 

令和元年７月３日  内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省による合同での平成 30年度ＪＡＸＡ業務実績ヒアリング（第１回）を実施。 

令和元年７月５日  内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省による合同での平成 30年度ＪＡＸＡ業務実績ヒアリング（第２回）を実施。 

令和元年７月 18日 総務省ＪＡＸＡ部会委員、文部科学省ＪＡＸＡ部会委員による現地視察（ＪＡＸＡ相模原キャンパス）。 

令和元年７月 24日 総務省宇宙航空研究開発機構部会における意見聴取。 

令和元年７月 26日 経済産業省宇宙航空研究開発機構部会における意見聴取。 

令和元年７月 29日 内閣府宇宙航空研究開発機構分科会における意見聴取。 

令和元年８月１日  文部科学省宇宙航空研究開発機構部会における意見聴取。 

令和元年８月５日  総務省国立研究開発法人審議会における意見聴取。 

令和元年８月６日  文部科学省国立研究開発法人審議会における意見聴取。 

 

〔内閣府宇宙政策委員会宇宙航空研究開発機構分科会構成員：青木節子委員（慶應義塾大学大学院法務研究科教授）、田辺国昭臨時委員（東京大学大学院法学政治研究科・公共政策大学院教授）遠藤紀

子臨時委員（慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科特任教授）、片岡晴彦臨時委員（元防衛省航空幕僚長）、白坂成功臨時委員（慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科教授）、

大矢和子臨時委員（元宇宙航空研究開発機構監事）、竝木則之臨時委員（国立天文台教授） 

 

〔総務省国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会構成員：梅比良正弘委員（茨城大学大学院理工学研究科教授）、知野恵子委員（読売新聞東京本社編集局記者）、水野秀樹委員（東海大学工

学部客員教授）、入澤雄太専門委員（監査法人アヴァンティアパートナー）、生越由美専門委員（東京理科大学経営学研究科教授）、小塚荘一郎専門委員（学習院大学法学部教授）、小紫公也専門委員

（東京大学大学院工学系研究科教授）、末松憲治専門委員（東北大学電気通信研究所教授）、藤野義之専門委員（東洋大学理工学部教授）、藤本正代専門委員（情報セキュリティ大学院大学教授）、矢入

郁子専門委員（上智大学理工学部准教授） 



 

〔文部科学省国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会構成員：髙橋德行委員（トヨフジ海運株式会社代表取締役社長）、古城佳子委員（東京大学大学院総合文化研究科・教養学部教授）、赤

松幸生臨時委員（国際航業株式会社取締役）、黒田有彩臨時委員（株式会社アンタレス代表取締役）、白坂成功臨時委員（慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科教授）、中村昭子臨

時委員（神戸大学大学院理学研究科准教授）、平野正雄臨時委員（早稲田大学大学院経営管理研究科（早稲田大学ビジネススクール）教授） 

 

〔経済産業省国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会構成員：芦邊洋司臨時委員（GCA株式会社顧問）、大貫美鈴臨時委員（スペースフロンティアファンデーション、宇宙ビジネスコンサル

タント）、後藤高志委員（株式会社西武ホールディングス代表取締役社長）、笹岡愛美臨時委員（横浜国立大学国際社会科学研究院准教授）、坂下哲也臨時委員（一般財団法人日本情報経済社会推進協会

電子情報利活用研究部部長）、多屋淑子臨時委員（日本女子大学教授）、吉村隆臨時委員（一般財団法人日本経済団体連合会産業技術本部長） 

 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
○平成 30 年 3 月１日付けで、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標（中長期目標）を制定した。 
○平成 30 年 3 月 31 日付けで、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構の中長期目標を達成するための計画（中長期計画）を認可した。 
○平成 31 年２月１日付けで、イプシロンロケットの H３ロケットとのシナジー対応開発における計画変更のための年度計画の変更認可を行った。 
○平成 31 年３月 26 日付けで、平成 30 年度補正予算の使途を特定するため年度計画の変更認可を行った。 
 

  



様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，

Ｄ） 

Ａ 平成 30 

(Ｈ30) 
年度 

令和元 

(Ｒ１) 
年度 

令和２

（Ｒ２）

年度 

令和３

（Ｒ３）

年度 

令和４

（Ｒ４）

年度 

令和５

（Ｒ５）

年度 

令和６

（Ｒ６）

年度 
Ａ       

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果

の創出の期待等が認められるため。 
 
２．法人全体に対する評価 
今般、内閣府の「国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構分科会」並びに総務省、文部科学省及び経済産業省の「国立研究開発法人審議会」において、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（Ｊ

ＡＸＡ）の第４期中長期目標期間の初年度目にあたる平成 30 年度の業務実績を対象として、ＪＡＸＡから提出された業務実績等報告書に基づき、社会的見識、科学的知見、国際的水準等に即して審議

を行い、助言を頂いた。 
平成 30 年度は、項目別評定において全般的に着実な業務の進捗が見られるとともに、その中でさらに多くの分野において顕著な成果が見受けられた。したがって、全体として中長期目標等に定めら

れた以上の業績の進捗が認められると総括する。 
法人全体への評価として、当該法人が第３期中期目標期間から第４期中長期目標期間に移行し、安全保障や防災、産業振興など新しい分野への貢献が求められるようになった中で、継続して顕著な

成果を創出していることは高く評価できる。引き続き顕著な研究開発成果の創出を期待するとともに、事業領域の多面化やオープン化に伴った法人ガバナンスの強靭化を強く求める。 
特筆すべき事項として、宇宙プロジェクト及び航空科学技術について、衛星リモートセンシングでは、安全保障分野や災害対応における衛星データ利用が社会定着したこと、宇宙科学・探査では、

小惑星探査機「はやぶさ２」のタッチダウンをはじめとした科学衛星・探査機による世界初の実績及び世界最高峰の多数の学術成果が創出されたこと、航空科学技術では、機体騒音低減分野など世界

最高性能の研究成果が創出されたこと などが、特に顕著な成果の創出であると認められた。また、宇宙輸送システム、有人宇宙活動において、イプシロンロケットによる複数機打上げの成功したこ

と、日本実験棟「きぼう」利用における商業化の取組や世界トップクラスの効率的な運用、科学的な成果が創出されたこと などが、顕著な成果の創出であると認められた。 
 横断的分野及び目標達成を支える取組についても、宇宙産業基盤・科学技術基盤の維持・強化では、革新的衛星技術実証１号機や小型回収カプセルの要素技術など、多数の分野において世界最高レ

ベルの優れた研究開発成果が創出されたこと が、特に顕著な成果であると認められた。また、宇宙利用拡大及び産業振興に資する取組として、「宇宙イノベーションパートナーシップ（J-SPARC）」プ

ログラムが開始され、今後の成果創出が強く期待されるとともに、国民の理解増進及び次世代を担う人材育成への貢献分野においては、科学的成果の精力的な広報活動により、国民の宇宙開発利用に

対する理解増進に貢献したことなど、その他の目標達成を支える取組等についても、宇宙プロジェクト等の着実な実施や研究開発成果の最大化に寄与するなど、顕著な成果の創出が認められた。 
 
３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
○産業振興の側面での成果が求められる事業においては、事業規模やコスト面など、より金額面でのアウトカム KPI を重視した評価が必要である。 
 
○科学技術の創出等の成果が求められる事業においては、科学的成果の普及啓発以外の面においても、我が国の社会・国民に対してどのようなアウトカムを創出できているのかを、納税者の視点で

KPI とした評価、資金計画も含めた中長期ロードマップの明確化とそれに基づく進捗評価が必要である。 
 
○当該項目が示す範囲が、「宇宙科学・探査」という「分野」を指しているのか、あるいは「宇宙科学研究所」という「場所」を指しているのかが不明確である。法人全体という視点で考えれば、所管

部門ごとの項目とするのではなく、部門間の横通しの連携や協力もあり得るはずである。宇宙科学研究所は、「宇宙科学・探査」という分野を超えて、多面的な役割を担っており、当該部門のガバナン

ス・評価についても、宇宙科学・探査のみならず、衛星リモートセンシングや宇宙輸送システムなど、関連する他領域についても明示的に役割を配分し、評価することが望まれる。 
 
○横断的項目においては、研究成果が他のプロジェクトへの貢献にもつながっており、ともすると成果をそれぞれ二重に評価しているように見受けられる。ダブルカウントとならないように、整理し

た記載を求めるとともに、横断的項目として評価されるべき点のより一層の明確化を求める。 
 
○研究開発については、国際水準との比較の中で、成果を示すことを求める。 
 



○研究開発については、多数の項目の中で成果があがっている項目を評価する都合上、すべての項目について成果が創出されているように見えてしまう。正当な評価のためには中長期計画との整合を

取った上で、特段の成果が創出されていないもの（計画通り実施しているもの）や計画通りに進んでいないものについても情報として提示をするべきである。 
 
○低コスト、短期間、小型など量的な目標を設定している項目については、中長期計画及び年度計画策定時に、ベンチマークとともに、策定時の実績値と目標数値を示した上で、評価時にそれと比較

して評価時の実績値がどうであったかを示すべきである。 
 
○Ⅳ～Ⅵ項のマネジメントに関する項については、うまくいかなかった点も含めて法人の率直な状況の提示があることが期待され、委員からの評価や提案につなげることができる。法人としてより強

いリーダーシップで法人を良い方向に導く取組が推進されることを望む。 
 
○女性の採用や託児施設の設置など、職員の働き方改革や女性の活躍促進につながる、国の政策・社会的課題認識に沿った努力も見受けられ、こうしたマネジメント面についても着実に取り組んでい

る。 
 
４．その他事項 
研究開発に関する審議

会の主な意見 
○安全保障や産業振興など新しい分野への貢献が求められるようになった中で、限られたリソースで顕著な成果を創出していることは、安定的かつ柔軟な法人運営の成果であ

り、かつ、従来より従事してきた事業領域における経験の蓄積を通じた現場力及び各部門の組織運営力の証左であり、高く評価できる。引き続き、研究開発組織として、徹底

したベンチマーキングを通した世界トップレベルの優れた研究開発成果の創出を期待する。一方、今後ますます多様化・高度化・複雑化する宇宙開発分野において、法人の事

業領域の多面化やオープン化が進む中、的確なプロジェクト選定と資源配分などの選択と集中、さらには外部機関との協調関係の深化などマネジメントがますます複雑かつ難

しくなっていくことが見込まれるため、継続的な法人ガバナンスの強靭化が求められる。 
 
○第４期中長期目標期間の最初の年度である平成 30 年度は、宇宙輸送システム、宇宙科学・探査、航空科学技術、宇宙産業基盤・科学技術基盤の研究開発において、顕著な成

果を達成したことは、国立研究開発法人としての枢要な使命を果たした、と高く評価できる。 
 
○産業振興分野においては、研究開発機関として民間に技術支援を行うことは極めて重要ではあるが、国立研究開発法人の事業としてどのようなアウトカムを成果とし、その

ための評価軸・指標をどのように設定するかについては、整理が必要である。民間企業の利益創出まで国立研究開発法人の事業成果として責任を負うことは困難であるもの

の、法人の支援した技術がどのように企業のアウトカムに寄与したかという点については、社会実装や事業化の観点からも積極的かつ主体的な関与が求められ、法人として適

切にフォローをするべきである。法人からの視点だけでなく、参入事業者やユーザーの視点も考慮しつつ各プロジェクトを進め、個々の成否のみならず、政府が目標として掲

げる宇宙産業全体の振興、ひいては SDGs 等への貢献を図っていくことを期待する。 
 
○世界の宇宙開発・利用が、急速に民間主導、商業利用中心の体制へと移行しつつある中で、J-SPARC の活動を立ち上げ、民間事業者との協業を推進する枠組を構築したこと

は、高く評価できる。今後、「協業」を真に有意義なものとしていくためには、民間事業者とＪＡＸＡの役割分担をよく見極めていく必要がある。 
 
○あらゆる事業領域において、戦略的な事業推進が必要であり、短・中・長期それぞれの期間で戦略を元に活動を実施し、ベンチマーキングを実施すべき。変化の激しい社会

情勢に応じて柔軟かつ継続的に戦略及びベンチマークをアップデートしていくことも重要である。 
 
○法人の自己評価方法並びにその情報の示し方については工夫が必要。具体的には、プロジェクト等における時間軸及び他法人や民間との比較や国際水準との照合などの空間

軸を意識した自己評価並びに業務実績等報告書への記載に留意するとともに、KPI の明確化やプロセス評価・アウトカム評価の区別の明確化など評価に資する観点を明らかに

するべきである、また、特に宇宙を含む変化の激しい科学技術分野においては、ベンチマークとなる指標を短いスパンで確認するためにも、各年度の評価においては、根拠と

なる指標や前提条件等の情報を漏れなく開示し、丁寧な説明を行うべきである。 
 
○業務実績等報告書の説明においては、どのようにすればより上位の自己評価となったか、という観点から、各項目の課題についても分析し、適切に説明することを求める。 
 



○サイトビジット（事業所視察及び意見交換）による評価項目への理解の深化は有効である。一方で、サイトビジットを行った委員でなければ、業務実績等報告書からのみで

は、実績がなかなか理解できないという点は望ましくない。経済的な指標やその他定量的な指標を活用して、アウトカムをどのように表現するかが重要であり、ヒアリング等

における説明の仕方について工夫することを望む。 
 
○民間事業者が持つ潜在能力を削いでしまうことにならないよう、各活動領域について、ＪＡＸＡの役割を再定義していくことが必要である。 
 
○質、量ともに人材確保は重要課題になっている。その点の説明があれば、人材育成の検討につながる議論ができるのではないか。 
 
○民間事業者との協業等の推進について、関係者の意識改革やマネジメント改革などの取組が成果につながっているようなので、工夫したことなどについて、さらに説明いた

だくと他法人の参考になるのではないか。 
 
〇研究開発を行った全ての技術において、その後の活用をフォローアップすることで、研究開発がどのように活用されるかをきちんと捉えることが可能となる。必ずしも短期

間で商用化に結びつける必要はないが、研究開始時の理想的な想定と、全く異なる結果となることが減ることを目指して欲しい。 
 
〇オープンイノベーションの取組を引き続き進めてほしい。イノベーションにつながる研究開発の成功率は低いかもしれないが、色々なチャレンジがイノベーションを生み出

す。失敗を恐れずに、新たな取組を継続して生み出して欲しい。平成 30 年度の取組も高く評価しているが、試行錯誤を繰り返すことが重要である。 
 
○ＪＡＸＡの事業戦略、我が国の宇宙技術開発に加え、民間企業を巻き込んでの宇宙ビジネス拡大に向けた戦略立案機能の強化が必要であり、J-SPARC のような取組みのさら

なる拡大を期待する。 
 
〇平成 30 年度のＪＡＸＡの活動は、国民に対して宇宙科学に対する興味プラス日本の技術に対する誇りを再確認させる意味で大きな活動年度となった。 
 
〇引き続き、「はやぶさ２」の活躍、目標の成果を上げることで、研究開発に拍車をかけてもらいたい。宇宙開発技術への国民への理解を深めるための科学技術への理解浸透の

コミュニケーションを促進して頂き、若年層の技術への興味促進を行い、将来の日本技術人材の育成に貢献してほしい。 
 

監事の主な意見 特になし 

 

※  評定区分は以下のとおりとする。 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

  



様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 
備考 

 
 中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 
備考 

 Ｈ30

年度 
Ｒ１

年度 
Ｒ２

年度 
Ｒ３

年度 
Ｒ４

年度 
Ｒ５

年度 
Ｒ６

年度 
  Ｈ30

年度 
Ｒ１

年度 
Ｒ２

年度 
Ｒ３

年度 
Ｒ４

年度 
Ｒ５

年度 
Ｒ６

年度 
Ⅲ．宇宙航空政策の目標達成に向けた具体的取組  Ⅲ．宇宙航空政策の目標達成に向けた具体的取組  
 ３．宇宙政策の目標達成に向

けた宇宙プロジェクトの実施 
Ａ       Ⅲ.3  

  ５．航空科学技術 
Ｓ       Ⅲ.5  

 ３．１．衛星測位 Ｂ       Ⅲ.3.1    ６．宇宙航空政策の目標達成

を支えるための取組 
Ａ       Ⅲ.6  

３．２．衛星リモートセ

ンシング 
Ｓ       Ⅲ.3.2  

  
   ６．１．国際協力・海外展

開の推進及び調査分析 
Ａ       Ⅲ.6.1  

３．３．衛星通信 Ｂ       Ⅲ.3.3    
 ３．４．宇宙輸送システ

ム 
Ａ       Ⅲ.3.4  

  ６．２．国民の理解増進と

次世代を担う人材育成への

貢献 
Ａ       Ⅲ.6.2    

３．５．宇宙状況把握 Ｂ       Ⅲ.3.5    
３．６．海洋状況把握・

早期警戒機能等 
Ａ       Ⅲ.3.6  

  ６．３．プロジェクトマネ

ジメント及び安全・信頼性

の確保 
Ａ       Ⅲ.6.3     

 ３．７．宇宙システム全

体の機能保証 
Ｂ       Ⅲ.3.7  

 
 

   ６．４．情報システムの活

用と情報セキュリティの確

保 
Ｂ       Ⅲ.6.4  ３．８．宇宙科学・探査 Ｓ       Ⅲ.3.8    

３．９．国際宇宙ステー

ション 
Ａ       Ⅲ.3.9  

  
  ６．５．施設及び設備に関

する事項 
Ａ       Ⅲ.6.5  

 ３．１０．国際有人宇宙

探査 
Ａ       Ⅲ.3.10  

  
  

 
７．情報収集衛星に係る政府

からの受託 
Ａ       Ⅲ.7  

 ３．１１．人工衛星等の

開発・運用を支える基盤

技術（追跡運用技術、環

境試験技術等） 

Ａ       Ⅲ.3.11  

  
  Ⅳ．業務運営の改善・効率化に関する事項  
    Ｂ       Ⅳ  
  Ⅴ．財務内容の改善に関する事項Ｂ  
 ４．宇宙政策の目標達成に向

けた分野横断的な研究開発等

の取組 
Ｓ       Ⅲ.4  

   Ｂ       Ⅴ  
  Ⅵ．その他業務運営に関する重要事項  
   １．内部統制 Ｂ       Ⅵ.1  
  ４．１．民間事業者との

協業等の宇宙利用拡大及

び産業振興に資する取組 
Ａ       Ⅲ.4.1  

  ２．人事に関する事項 Ｂ       Ⅵ.2  
             
             
 ４．２．新たな価値を実

現する宇宙産業基盤・科

学技術基盤の維持・強化

（スペース・デブリ対

策、宇宙太陽光発電含

む） 

Ｓ       Ⅲ.4.2  

            
             
             
             
             
             
 

 



※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、平成 30年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 

※５ 評定区分は以下のとおりとする。 
【研究開発に係る事務及び事業（Ⅲ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅳ以降）】 

Ｓ：国立研究開発法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標の対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：国立研究開発法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標の対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上とする。）。 

Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 

 
なお、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定量的に測定しがたい場合には、以下の評定とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
 
 
 
 
 
 
 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．３ 宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
防災基本計画 
国土強靱化基本計画 
地理空間情報活用推進基本計画 
海洋基本計画 
防衛計画の大綱 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-2、9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0232、0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

－ － －       予算額（千円） 143,277,956        
        決算額（千円） 151,612,672       

         経常費用（千円） 125,107,264       
         経常利益（千円） 22,937,297       
         行政サービス実施

コスト（千円） 
104,541,843       

         従事人員数 1,004       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 細分化単位の項目 細分化単位の項目 細分化単位の項目 細分化単位の項目 １．衛星リモートセン ＜評定と根拠＞ 評定 Ａ 



別調書を参照 別調書を参照 別調書を参照 別調書を参照 シング 
 関係府省等と連携を

とりつつ成果の社会実

装化に取り組み、幅広

い分野に拡大・浸透・定

着しており、①防災・災

害対策分野では、地方

整備局や地方自治体に

おいて災害現場、災害

復旧段階、災害発生前

の恒常的な段階での衛

星の利用が進み、②衛

星SARデータによる高

精度・広範囲かつ低コ

ストのインフラ変異モ

ニタリング技術の将来

の利用定着化に向けた

取組が加速しており、

③気候変動対策分野で

は、気象庁業務での衛

星 全 球 降 水 マ ッ プ

（GSMaP）の活用、温

室効果ガス観測技術衛

星「いぶき」（GOSAT）
による温室効果ガス

（GHG）観測の活用に

よる GHG 排出削減に

向けた国際取組み等へ

の貢献を果たした。【➡

詳細はⅢ.3.2 参照】 
２．宇宙科学・探査 
 特に顕著な成果を創

出しており、具体的に

は、①小惑星探査機「は

やぶさ２」による小惑

星リュウグウへのラン

デブー、ローバー及び

ランダ―の小惑星への

着地成功、世界最高の

ピンポイント着陸誘導

制御の実現、プロジェ

クタイルの発射等、こ

評定：A 
2018 年度は、小惑星探査機

「はやぶさ２」のリュウグウ

到達から想定外の表面形状を

克服してのタッチダウン運用

や世界初となる小惑星表面移

動、宇宙ステーション補給機

「こうのとり 7 号機」打上げ

と我が国初となる ISS からの

小型回収カプセルの海上回

収、日欧共同開発の水星探査

機 BepiColombo のクールー

射場（南米仏領ギアナ）から

の打上げ、地球規模課題解決

に大きく貢献する温室効果ガ

ス観測技術衛星 2 号「いぶき

2 号」打上げ、民間への宇宙実

証機会を提供する革新的衛星

技術実証 1 号機の打上げ等の

重要ミッションが集中した年

であったが、着実にプロジェ

クトを実施することができ

た。顕著な成果を得た分野毎

の主な成果の概要は左記のと

おり。 

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、 顕著な 成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 
宇宙科学・探査や衛星リモートセンシングなどを筆頭に、多くの分野で顕著な成果

の創出があったと認められた。国土交通省の「防災業務計画」に人工衛星データの活

用が追記されるなど、防災・災害対策において衛星データの社会定着がなされた。小

惑星探査機「はやぶさ２」の小惑星リュウグウでの活動は、宇宙科学分野における小

惑星探査において世界を先導する取組であり、日本の宇宙探査技術の高さを世界に

示した。イプシロンロケットにおいては、４号機の打上げにより、打上げ能力の早期

獲得及び向上が達成された。また、国際宇宙ステーションにおいては、超小型衛星放

出事業を始めとした日本実験棟「きぼう」利用事業の一部の民間への開放、全天 X 線

監視装置（MAXI）をはじめとした軌道上プラットフォームにおける科学観測・実験

での優れた学術的成果が創出された。これらは顕著な成果の創出であると認められ

た。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○産業振興の側面での成果が求められる事業においては、事業規模やコスト面など、

より金額面でのアウトカム KPI を重視した評価が必要である。 
 
○科学技術の創出等の成果が求められる事業においては、科学的成果の普及啓発以

外の面においても、我が国の社会・国民に対してどのようなアウトカムを創出できて

いるのかを、納税者の視点で KPI とした評価、資金計画も含めた中長期ロードマッ

プの明確化とそれに基づく進捗評価が必要である。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○今後、安全保障、安心・安全な社会の実現、国際有人宇宙探査など新しい分野への

取組を進めていく中で、個々の分野だけではなく、ＪＡＸＡの技術において分野間の

連携がより促進されることを期待する。 
 
○法人の各事業全体を産業育成エコシステムとして最適にデザインすることが求め

られる。民間による技術の利用、アウトソーシング、サービス調達化、民間との共同

研究など多様なアプローを検討するとともに、特にベンチャー企業を早い段階から

活用することを考えていただきたい。 
 
○国際宇宙ステーションの今後の方向性、国際有人宇宙探査の方向性について動向

を注視する必要がある。いずれも重要であるが、多額な国民負担を伴うものであるか

ら、日本の想定する貢献度を明示し、合意形成を目指すべきである。 



れまでの活動が高く評

価された。②「あらせ」

や「あかつき」など宇宙

科学分野において日本

が先導している様々な

領域において世界トッ

プクラスの科学的成果

を創出した。【➡詳細は

Ⅲ.3.8 参照】 
３．宇宙輸送システム  
 イプシロンロケット

４号機において初めて

複数衛星の同時打上げ

を、世界トップレベル

の打上げ環境（音響、振

動等）にて成功し、多数

機の相乗りミッション

への適用性、国際競争

力の強化を実証すると

ともに、政府の安全保

障衛星を含む基幹ロケ

ット（H-ⅡA／B）の確

実な打上げ成功によ

り、世界最高水準の打

上げ成功率 97.9％と過

去５年間のオンタイム

打上げ率 90.0％（世界

最高）を維持している。

【➡詳細はⅢ .3.4 参

照】 
４．海洋状況把握・早期

警戒機能等 
 我が国の周辺海域を

取り巻く情勢が一層厳

しさを増し、海洋権益

が深刻な脅威・リスク

にさらされている状況

にある中、国の安全保

障機関における衛星観

測データの利活用を更

に進展させ、海洋状況

把握（MDA）の能力向



上に貢献することがで

きた。【➡詳細はⅢ.3.6
参照】 
５．国際宇宙ステーシ

ョン 
 ①地球低軌道利用の

拡大と事業化に向け

て、これまでの「きぼ

う」内におけるペプチ

ドリーム社など民間企

業による実験利用のみ

ならず、新たに超小型

衛星放出事業を行う日

本企業２社を選定し、

既に１２機分の受注を

獲得するなど事業の開

放を進展させた。②国

際的プレゼンスの維

持・向上に向けて、ISS
計画における国際約束

に基づく基幹的な役割

を果たしていることを

通じ、次世代の国際宇

宙探査計画（月近傍拠

点 Gateway 計画）の立

ち上げに際し我が国の

プレゼンスを示すとと

もに、ISS から「小型回

収カプセル」を地球に

再突入させ、実験サン

プルを正常な状態で回

収することに成功し、

産業振興等への貢献を

含めた宇宙への自在な

アクセスに進展をもた

らした。【➡詳細は

Ⅲ.3.9 参照】 
６．国際有人宇宙探査 
 国際プログラム参画

に向けた計画の推進、

探査に必須となる技術

の実証に成果を上げて



おり、具体的には、①国

際宇宙探査プログラム

参画に向けた計画の推

進については、月近傍

拠点Gateway計画にお

いて不可欠な基盤イン

フラを我が国が担う立

ち位置を獲得し、ISS 計

画における実験施設の

提供から役割が大きく

進展させることができ

るとともに、国際宇宙

探 査 協 同 グ ル ー プ

（ISECG）の議長機関

として役割を果たすな

ど国際協力ミッション

実現に向けた活動をリ

ードした。②有人宇宙

探査における優位技術

／波及技術の実証につ

いては、世界初のクリ

ーンエネルギーによる

月面越夜技術の開発、

世界最高水準のランデ

ブセンサによる相対航

法技術の向上を果たし

た。③国際宇宙探査の

実現に向けオールジャ

パンでの推進体制の構

築を進めており、１～

２か月に一度の頻度で

産学官一般を対象とし

たワークショップを開

催するとともに、トヨ

タ自動車㈱の参画を得

て有人与圧ローバの概

念検討を開始するな

ど、将来的な有人表面

探査技術の確立に向

け、民間との連携協力

を進めた。【➡詳細は

Ⅲ.3.10 参照】 



７．人工衛星等の開発・

運用を支える基盤技術

（追跡運用技術、環境

試験技術等） 
 確実なミッション達

成に貢献するため、人

工衛星等の開発・運用

を支える基盤として施

設・設備を着実に維持・

運用するとともに、技

術の向上を目指した研

究開発や技術と設備の

利用拡大に取り組み、

中長期計画で設定した

業務を計画通り実施し

た。加えて、今年度はこ

れらの基盤技術を、人

工衛星以外の新たな分

野や、国の防災機関・民

間企業などによる実利

用に広げる取り組みを

進めた。具体的には、①

JAXA が開発した世界

のGPS観測網のリアル

タイムGPSデータから

GPS 軌道暦を独自に推

定 す る 技 術

（MADOCA）を取り込

んだツールの開発によ

り、精密な軌道データ

提供時間を大幅に短縮

（半日→1時間程度）し

たことにより、国土地

理院が地震等発生直後

に行う ALOS-2 の合成

開口レーダ (SAR)を用

いた干渉解析による震

源地特定や地震の影響

解析を速やかに実施で

きるようになった。②

温室効果ガス観測技術

衛星３号（仮称）に観測



機器振動低減用として

発明された技術（特許

取得済み）は、構造が簡

易で短期間に製品開発

できる利点があるの

で、JST の外部資金を

得て、民間企業と共同

で輸送機器の製品化に

取り組んでいる。【➡詳

細はⅢ.3.11 参照】 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．３．１ 衛星測位 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

－ － －       予算額（千円） 379,305        
        決算額（千円） 1,124,346       

         経常費用（千円） －       
         経常利益（千円） －       
         行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

         従事人員数 17       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．１．衛星測位 

衛星測位は、安全

保障に大きく貢献

するほか、国民生

活・社会経済活動を

支える極めて重要

なインフラとなっ

ている。その重要性

から、我が国を含む

１．１．衛星測位 

衛星測位に係る

これまでの取組と

して、準天頂衛星初

号機「みちびき」の

開発、運用を行い、

準天頂軌道を利用

した測位システム

が、高い精度・品質・

１．１．衛星測位 

衛星測位につい

て、我が国の安全保

障の確保、産業の振

興、国際競争力強化

への貢献の観点か

ら、測位衛星及び地

上システムからな

る我が国の測位シ

＜評価軸＞ 

【安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現】 

○我が国の安全保

障の確保及び安

全・安心な社会の

実現に貢献する取

組の立案・検討・マ

１．高精度軌道時刻推

定技術に関する研究開

発・利用推進 
 複数 GNSS(*1)対応

の精密軌道・クロック

推 定 シ ス テ ム

(MADOCA(*2))のシス

テム安定化のための方

策として、①異常デー

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
我が国の安全保障の確保、産

業の振興、国際競争力強化へ

の貢献の観点から、関係する

政府機関と密接に連携しつ

つ、我が国の測位システムの

高度化、高精度測位情報配信

サービスの実現及び測位衛星

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できたため。 

 
＜評価すべき実績＞ 
○MADOCA のシステム安定化のための機能追加や、国土地理院や気象庁のシステ

ムへ活用されるなど、研究開発した技術の高度化・応用化が図られている。 
 
○衛星間測距等次世代測位衛星高精度測距システムの地上試験の実施など、今後の



主要国において、独

自に測位衛星の開

発・整備や高精度化

をはじめとする衛

星測位技術の高度

化が進められてお

り、国際的な競争が

激化している状況

にある。また、社会

にとって重要なイ

ンフラとなる一方

で、妨害電波等の脅

威・リスクも増大し

ており、安定的に測

位情報を提供する

ためにも抗たん性

強化が求められて

いる。 

我が国において

整備している準天

頂衛星は、アジア・

オセアニア地域も

カバーしており、国

内外において利活

用拡大を進めるた

めにも、海外の技術

動向や国内外のニ

ーズを踏まえつつ、

測位技術の高度化

を戦略的かつ継続

的に進めていくこ

とが重要となる。 

このため、我が国

の安全保障の確保

及び産業の振興へ

の貢献の観点から、

世界的な衛星測位

技術の発展や政府

及び民間のニーズ、

海外展開ニーズ等

を踏まえつつ、我が

国の測位システム

信頼性を持って測

位信号を提供でき

ることを技術実証

した。その結果を受

けて、政府による準

天頂衛星システム

の 7機体制の整備が

開始され、その中で

「みちびき」は、内

閣府への移管によ

り、当該システムの

一部を担うことと

なった。また、チッ

プベンダ・受信機メ

ーカ等の「みちび

き」利用者への情報

発信に努めた結果、

「みちびき」対応製

品が継続的に増加

しており、「みちび

き」の利用が社会に

浸透しつつある。 

測位システムは、

米国、ロシア、欧州、

中国等がそれぞれ

に整備・運用を行っ

ており、相互利用と

ともに、今後、技術

的な競争の激化が

見込まれる。政府が

進めている我が国

の準天頂衛星シス

テム 7機体制の整備

以降も我が国が国

際的優位性を確保

できるよう、将来を

見据えて我が国の

測位システムを支

える研究開発に取

り組むことが重要

である。 

このような背景

ステムの高度化、高

精度測位情報配信

サービスの実現及

び測位衛星技術の

利活用拡大を目指

し、先進的な技術の

研究開発を行う。 

具体的には、高精

度軌道時刻推定、精

密軌道制御の衛星

測位に関する研究

開発に取り組むと

同時に、我が国の測

位技術の自立性強

化の観点も意識し、

これらの２つの課

題も含め、測位衛星

監視・解析・評価、

測位信号欺瞞（スプ

ーフィング）・妨害

に対する抗たん性

強化、衛星の小型

化・低コスト化、指

向性向上等の受信

機関連高度化など

の課題に対して内

閣府が関係省庁と

協力・連携しつつ示

す今後の我が国の

衛星測位に関する

取組方針に基づき、

内閣府と連携して

研究開発及び実証

の計画の具体化に

ついて検討を行う。

その際、世界的な衛

星測位技術の発展

や海外展開も含め

た政府及び民間の

ニーズを踏まえつ

つ、我が国の測位シ

ステムを支える技

ネジメントは適切

に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 

＜評価指標＞  

（成果指標） 

○安全保障の確保

及び安全・安心な

社会の実現に係る

取組の成果 

（マネジメント等

指標） 

○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 

○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 

○安全保障・防災

関係機関等の外部

との連携・協力の

状況 

 

＜モニタリング指

標＞ 

（成果指標） 

○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 

（マネジメント等

指標） 

○安全保障・防災

関係機関等の外部

との連携・協力の

タの棄却機能、②複数

の計算機並列動作によ

る信頼性向上機能を追

加し、データ配信の安

定性を向上させた。 
 また、国土地理院と

の協定に基づく研究協

力の成果として、国土

地理院が運用する「電

子基準点リアルタイム

解 析 シ ス テ ム

(REGARD) 」 に

MADOCA が組み込ま

れ、2018 年度より活用

されており、地上に設

置された電子基準点が

被災した場合でも迅速

に解析を行うことが可

能となり、同システム

の頑健性向上に貢献し

ている。 
 同じく 2018 年度よ

り、上空の水蒸気等を

観測する気象庁の「高

層気象観測データ統合

処 理 シ ス テ ム 」 に

MADOCA が生成する

リアルタイム軌道時刻

暦が利用されており、

従来 1 時間おきに実施

していた GNSS 可降水

量解析が10分毎に可能

になるなど、短期予報

の精度向上に貢献して

いる。(補足 1．参照) 
 (*1)GNSS：全球測位

衛星システム：Global 
Navigation Satellite 
System の略。  

(*2)MADOCA 
(Multi-GNSS 
Advanced 

技術の利活用拡大を目指し

て、先進的な測位技術の研究

開発や測位利用ビジネスの推

進に取り組んだことで、年度

計画で設定した業務を計画通

り実施した。 

我が国の衛星測位に関する取組方針に基づく研究開発及び実証が着実に行われた。 
 
○「グローバル測位サービス株式会社（GPAS）」への助言等技術支援の無償実施や、

「高精度ユーザ測位ソフトウェア」に関する知財提供や技術支援など、測位利用ビジ

ネスの推進に向けての取組も実施されている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○測位の精度のみならず、スプーフィング対策やジャミング対策を含めた測位技術

の高度化の研究開発を進めるとともに、測位技術の自律性を確保するための人材・専

門性の育成などを大学、民間と連携して進めることを期待する。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○精度の技術において進展が見られており、我が国の測位技術の自立性の強化とい

う観点からの成果も上がっている。内閣府との協力も成果が上がっている。引き続

き、主体的に総合的な状況把握・マネジメント強化にしっかり取り組み、国レベルの

プロジェクトとしても貢献することを期待する。 
 
○MADOCA の利用により、気象観測データの算出間隔が６分の１程度に減った等、

顕著な数字も見て取れた。 
 
○高精度測位システムの開発に当たっては、抗たん性の強化についても考慮すると

ともに、測距制度の目標や新たに実現可能となるアプリケーションを明確にして進

めていただきたい。 
 
〇年度計画通り実施されているが、世界競争はさらにスピードアップしているため、

品質、コスト、日程等の革新的な取組が必要と思われる。更なる民間利用の幅を拡大

させてほしい。 
 
〇次年度以降、安全保障利用等でより成果を挙げ、ＡさらにはＳ狙っていただきた

い。 



の高度化、高精度測

位配信サービスの

実現、抗たん性強化

等を念頭に、先進的

な研究開発を行う

ことにより、我が国

の測位システムを

支える技術の向上

を図り、当該システ

ムの発展に貢献す

る。 

を念頭に、今中長期

目標期間において

は、衛星測位につい

て、我が国の安全保

障の確保、産業の振

興、国際競争力強化

への貢献の観点か

ら、測位衛星及び地

上システムからな

る我が国の測位シ

ステムの高度化、高

精度測位情報配信

サービスの実現及

び測位衛星技術の

利活用拡大を目指

し、先進的な技術の

研究開発を行う。 

具体的には、我が

国の測位技術の自

立性強化の観点も

意識し、高精度軌道

時刻推定、精密軌道

制御、測位衛星監

視・解析・評価、測

位信号欺瞞（スプー

フィング）・妨害に

対する抗たん性強

化、衛星の小型化・

低コスト化、指向性

向上等の受信機関

連高度化などの課

題に対して内閣府

が関係省庁と協力・

連携しつつ示す今

後の我が国の衛星

測位に関する取組

方針に基づき、内閣

府と連携して研究

開発及び実証を行

う。その際、世界的

な衛星測位技術の

発展や海外展開も

術の向上を図る。 

また、海外宇宙機

関との研究協力や、

政府による国連等

の国際機関におけ

る議論に対し研究

成果に基づく知見

の提供・共有等を行

う。 

さらに、我が国の

測位技術の維持・高

度化を担う人材を

育成・確保していく

ため、上述の取組を

通じて JAXA 内で高

度な専門性を備え

た人材の育成に引

き続き努めること

はもとより、技術支

援等を通じて大学

や民間事業者等の

人材育成にも貢献

する。 

加えて、測位利用ビ

ジネスの推進に貢

献するため、政府や

民間事業者等と連

携し、上述の取組を

通じて得た知見に

ついて引き続き提

供することで、民間

事業者による高精

度測位情報サービ

スの事業化の支援

等を行う。 

状況（例：協定・共

同研究件数等） 

○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：受託件数等） 

＜評価軸＞ 

【宇宙利用拡大と

産業振興】 

○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振

興、宇宙産業の国

際競争力強化に貢

献するための立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 

＜評価指標＞ 

（成果指標） 

○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙

産業の国際競争力

強化に係る取組の

成果（品質・コス

ト・スケジュール

等を考慮した取組

を含む） 

（マネジメント等

指標） 

○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 

○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 

○民間事業者等の

Demonstration tool for 
Orbit and Clock 
Analysis)：JAXA で開

発した測位衛星の軌道

等を高精度に推定する

ツール。アメリカの

「GPS」やロシアの

「GLONASS」に対応

しており、「みちびき」

や欧州の「Galileo」等へ

の対応に取り組んでい

る。 
 
２．高精度測位システ

ムの開発 
 2016 年度から 2018
年度にかけて内閣府か

らの受託で実施した

「次世代測位衛星高精

度測距システムの研究

開発」において、①衛星

間測距(ISR)、②衛星/地
上間測距(PRECT)、③

高安定時刻生成(TKU)
の各機能について地上

試験モデルの製作・評

価を実施し、目標とす

る性能を達成する目処

を得たことから、これ

らの機能を準天頂衛星

5～7 号機に搭載するこ

とを目的とした新たな

高精度測位システムの

開発業務を、2019 年 3
月に内閣府から受託し

た。(補足 2．参照) 
 
３．測位利用ビジネス

の推進  
 MADOCA の技術を

利用した高精度測位情

報サービスの事業化を



含めた政府及び民

間のニーズを踏ま

えつつ、我が国の測

位システムを支え

る技術の向上を図

る。 

また、海外宇宙機

関との研究協力や、

政府による国連等

の国際機関におけ

る議論に対し研究

成果に基づく知見

の提供・共有等を行

う。 

さらに、我が国の

測位技術の維持・高

度化を担う人材を

育成・確保していく

ため、上述の取組を

通じて JAXA 内で高

度な専門性を備え

た人材の育成に努

めることはもとよ

り、技術支援等を通

じて大学や民間事

業者等の人材育成

にも貢献する。 

加えて、測位利用ビ

ジネスの推進に貢

献するため、政府や

民間事業者等と連

携し、上述の取組を

通じて得た知見を

提供することで、民

間事業者による高

精度測位情報サー

ビスの事業化の支

援等を行う。 

外部との連携・協

力の状況 

 

＜モニタリング指

標＞ 

（成果指標） 

○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究開発等の成果

（例：基幹ロケッ

トの打上げ成功

率・オンタイム成

功率等） 

○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等

への実証機会の提

供数等） 

○研究開発成果の

社会還元・展開状

況（例：知的財産権

の出願・権利化・ラ

イセンス供与件

数、受託件数、ISS 

利用件数、施設・設

備の供用件数等） 

○新たな事業の創

出の状況（例：JAXA 

が関与した民間事

業者等による事業

等の創出数等） 

○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 

（マネジメント等

指標） 

○民間事業者等の

外部との連携・協

力の状況（例：協

定・共同研究件数、

目指す「グローバル測

位サービス株式会社

(GPAS)」に対して、

2017 年 11 月に締結し

た相互連携に関する覚

書に基づき、リアルタ

イム軌道時刻暦の配信

や技術開発に関する助

言等の技術支援を無償

で実施した。 
 MADOCA とは別に

JAXA が保有する「高精

度ユーザ測位ソフトウ

ェア」に対する知財利

用申請が民間 3 社から

3 件あり、有償契約によ

る知財提供及び技術支

援を実施した。 



技術支援件数、

JAXA の施策・制度

等への民間事業

者・大学等の参入

数又は参加者数

等） 

○外部資金等の獲

得・活用の状況

（例：民間資金等

を活用した事業数

等） 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．３．２ 衛星リモートセンシング 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
防災基本計画 
防災業務計画 
国土強靱化基本計画 
地理空間情報活用推進基本計画 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-2、9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0232、0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（※） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

国内外の関

係機関等へ

の衛星デー

タ提供数 

－ 
19,664,945

シーン 

      予算額（千円） 27,580,952       
決算額（千円） 27,852,134       
経常費用（千円） －       
経常利益（千円） －       

         行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

         従事人員数 191       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない                   （※）本項目の予算額、決算額、従事人員数は、それぞれ「Ⅲ.3.2  衛星リモートセンシングと「Ⅲ3.6  海洋状況把握・早期警戒機能等」の合計数。 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．２．衛星リモー １．２．衛星リモー １．２．衛星リモー ＜評価軸＞ １．防災・災害対策にお ＜評定と根拠＞ 評定 S 



トセンシング 
 
先進的なリモー

トセンシング衛星

の研究開発、運用、

利用等を通じて、社

会における諸課題

に以下のとおり対

応する。なお、人工

衛星を使用した海

洋状況把握及び早

期警戒機能等に関

する取組について

は、Ⅲ．３．６項に

おいて目標を定め

る。 
安全・安心な社会

の実現に向けた防

災・災害対策につい

て、利用ニーズに対

応した衛星データ

を防災機関や自治

体等へ迅速かつ正

確に提供し、避難勧

告の発出等の減災

に直結する判断情

報として広く普及

させることによっ

て、実際の人命保

護・救助や財産保護

等に一層貢献する。

また、国土管理及び

海洋観測に資する

衛星データの利用

を促進し、安全・安

心な社会の実現に

貢献する。さらに、

衛星データを適切

に国外へ提供し、海

外における災害被

害の軽減と海外と

の相互支援・互恵関

トセンシング 
 
衛星のデータ利

用は社会に浸透・定

着しつつあり、安全

保障分野を含めた

幅広い分野に利用

が拡大していく状

況を踏まえ、衛星デ

ータを利用する官

公庁や民間事業者、

地球観測に関する

政府間会合（GEO）

等の政府による国

際協力の取組等と

連携し、研究開発成

果の橋渡しを進め

る。さらに、ユーザ

の新たなニーズを

捉え、先進的なリモ

ートセンシング衛

星の企画・立案、研

究開発・実証、運用・

利用等を行い、社会

における諸課題に

対応する。なお、人

工衛星を使用した

海洋状況把握及び

早期警戒機能等に

関する取組につい

ては、Ⅰ．１．６項

において計画を定

める。 
 
安全・安心な社会

の実現に向けた国

内外の防災・災害対

策への貢献として、

防災機関と連携し、

衛星により取得す

る地殻変動情報等

のデータについて、

トセンシング 
防災・災害対策及び

国土管理・海洋観

測、地球規模の気候

変動の解明・対策、

産業基盤の維持向

上、国際協力等のた

め、関係府省と連携

を取りつつリモー

トセンシング衛星

の研究、開発、運用

を行う。具体的には

以下を実施する。 
 温室効果ガス

観測技術衛星

（ 以 下

「GOSAT」と

いう。）の後期

利用を継続し、

温室効果ガス

（二酸化炭素、

メタン）に関す

る観測データ

を取得する。 
 水循環変動観

測衛星（以下

「 GCOM-W」

という。）の後

期利用を継続

し、水蒸気量・

海面水温・海氷

分布等に関す

る観測データ

を取得する。 
 NASA と連携

し、全球降水観

測計画／二周

波降水レーダ

（ 以 下

「GPM/DPR」

という。）の後

期利用を継続

【安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現】 
○我が国の安全保障

の確保及び安全・安

心な社会の実現に

貢献する取組の立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに伴

う成果が生まれて

いるか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保及

び安全・安心な社会

の実現に係る取組

の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

備の整備・維持・運

用の状況等） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果（例：

基幹ロケットの打

上げ成功率・オンタ

ける衛星利用の定着  
（１）地方整備局、地方

自治体での災害現場で

の衛星利用が定着 
2017 年度に「防災基本

計画」(中央防災会議決

定 )に災害発生時の人

工衛星が情報収集手段

の一つと位置付けられ

たことを受けて、具現

化のために国土交通省

の「防災業務計画」に人

工衛星の活用が追記さ

れ(2018 年 9 月)、地方

整備局等による災害現

場での衛星利用の定常

化が進んだ。また、地方

自治体でも 2017 年度

の山口県、徳島県及び

新潟県に続き、和歌山

県 及 び 高 知 県 で も

JAXA 衛星データの取

得手順や関係部局での

利用シナリオを記載し

た衛星データ防災利用

マニュアルが制定され

た(2018 年 12 月、2019
年 2 月)。(補足 1.参照) 
中部地方整備局での大

規 模 津 波 防 災 訓 練

(2018 年 11 月 3 日)で
は、同局で開発中の「排

水状況把握システム」

と「だいち防災WEB ポ

ータル」とのシステム

連携により、同局が自

ら JAXA 衛星データを

判読して、効率的に浸

水状況を把握する仕組

みが構築された。 
徳島県では、2018 年 7
月の西日本豪雨におい

評定：S 
関係府省等と連携を取りつ

つリモートセンシング衛星

の研究・開発・運用成果を踏

まえた社会実装化に取り組

んだ結果、衛星データの利活

用が安全保障分野を含めた

幅広い分野に拡大・浸透・定

着し、社会における諸課題の

解決への貢献につながる等、

「研究開発成果の最大化」に

向けて特に顕著な成果の創

出があったと評価する。 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成

果の創出の期待等が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 
国土交通省の「防災業務計画」に人工衛星の活用が追記され、地方自治体で衛星

データ防災利用マニュアルが制定されるなど、防災・災害対策において衛星データ

利用の定着がなされた。気候変動対策において、気象情報提供や温室効果ガス排出

削減に向けた国際取組において、衛星データを利活用する仕組みやその認知が図ら

れた。長らく社会実装が課題とされていた当分野において、これらの衛星データ利

用の社会実装への貢献は著しいと考えられ、特に顕著な成果の創出が認められた、

と言える。研究開発の視点からは、今後のリモートセンシング衛星開発が滞りなく

進み、成果を生むことを強く期待する。 
 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
○宇宙産業育成のためには、ＪＡＸＡが率先して衛星データ利用の実利用を進め、

民間企業主導の衛星データ利用を進めることが望まれる。具体的には、ＪＡＸＡが

衛星データ利用のための技術開発をし、それを民間に移転することや、ＪＡＸＡの

衛星データとベンチャー企業の衛星データを組み合わせて実利用するための技術

を開発するなど積極的に推進することを期待する。 
 
〇防災分野での衛星データの利用の一層の促進に向けては、データ利用のツールや

ソフトウェアの普及を進める必要があり、被災者に防災情報を迅速に提供するた

め、防災関係機関との連携を強化するとともに、防災機関に迅速にデータが提供で

きるようなプラットフォームを構築することを期待する。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○政府衛星データの無償化及び事業化シードマネーの提供プログラムにおいては、

民間任せだけではなく公的機関がより戦略的かつ主体的に枠組み作りに係ること

も重要だと思われる。民業圧迫や特定企業優遇とはならないよう留意しながら、そ

うした面での活動強化に期待する。 
 
○衛星データは経済全体の可視化に貢献できるものであり、政府のオープン＆フリ

ープラットフォームが整備され、データへのアクセスが容易になっていく中で、Ｊ

ＡＸＡには、ユーザー視点に立った研究活動だけでなく、社会実装に向けた民間事

業者への支援を通じ、データとともに何らかのサービス・付加価値を付ける取組に

期待する。 
 
○リモートセンシングにおける衛星と衛星以外の手段との比較においては、関連団

体の意見もヒアリングすることを強く望む。 
 



係の構築に貢献す

る。 
また、地球規模課

題の解決に向けた

気候変動対策につ

いて、国内外のユー

ザに対し同対策に

一層貢献できる気

候変動関連の衛星

データの提供を行

い、政府の方針に基

づく気候変動対策

への協力や国際協

力を推進すること

により、衛星データ

が気候変動対応活

動の判断指標や評

価指標として定着

することを目指す。 
産業振興及び公

共的な衛星利用分

野の拡大に資する

ため、既存事業の高

付加価値化や新サ

ービス、新産業の創

出への将来的な貢

献を見据えた上で、

民間事業者や政府

機関等と積極的に

連携してAI等の革

新技術も活用しつ

つ、衛星データの処

理・分析等に係る研

究開発を行い、衛星

データの利便性を

向上させることで

衛星データの利用

を促進する。 
衛星により取得

した各種データに

ついて、政府の方

針、海外の動向等を

観測頻度・精度・迅

速性の向上等に取

り組みつつ、防災機

関や自治体等へ迅

速かつ正確に提供

することで、避難勧

告の発出等の減災

に直結する判断情

報として広く普及

させる。また、海面

水温、海氷分布等の

海洋観測や陸域、港

湾、土地被覆分類等

の国土管理の観点

においても、データ

利用機関と連携し

て先進的な衛星デ

ータの利用研究・実

証を進めることで、

衛星データ利用を

促進する。衛星デー

タの提供に当たっ

ては、複数の衛星の

データの利用に即

した複合的な形態

とするとともに、必

要な情報を政府、自

治体、国際防災機関

等に対して、ユーザ

活動のタイムライ

ンに沿った現場が

理解しやすい形で

伝えるシステムを

構築する。 
 
地球規模課題の

解決に向けた気候

変動対策への貢献

として、衛星データ

が温室効果ガス削

減等の気候変動対

応活動の判断指標

し、降水に関す

る観測データ

を取得する。 
 陸域観測技術

衛星２号（以下

「ALOS-2」と

いう。）の定常

運用を継続し、

防災及び災害

対策の強化、国

土管理・海洋観

測等に関する

観測データを

取得する。 
 ALOS-2 及び小

型実証衛星 4型

（SDS-4）に搭

載した船舶自

動識別装置（以

下「AIS」とい

う。）受信シス

テムの後期利

用を行う。 
 ALOS-2 及 び

「きぼう」に設

置した高エネ

ルギー電子・ガ

ンマ線観測装

置（CALET）に
搭載した森林

火災検知用小

型赤外カメラ

（CIRC）の後

期利用を行う。 
 気候変動観測

衛 星 （ 以 下

「GCOM-C」と

いう。）の定常

運用を行い、

雲・エアロゾ

ル、植生、積雪・

海氷分布等に

イム成功率等） 
（マネジメント等

指標） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況

（例：協定・共同研

究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

受託件数等） 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創出

等の宇宙利用の拡

大及び産業振興、宇

宙産業の国際競争

力強化に貢献する

ための立案・検討・

マネジメントは適

切に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大と

産業振興、宇宙産業

の国際競争力強化

に係る取組の成果

（品質・コスト・ス

ケジュール等を考

慮した取組を含む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

て、降雨予測に基づく

計画的な衛星観測が行

われ、観測データから

判読した土砂移動箇所

の情報に基づいて観測

翌日に現場調査が行わ

れたことで、迅速な被

災状況の確認と土砂撤

去等の応急処置の実施

につながった。 
（２）災害復旧段階ま

での継続的な衛星利用

が定着 
災害初動期のみなら

ず、二次災害の監視を

目的とした復旧段階ま

での継続的な衛星利用

が定着したことで、陸

域観測技術衛星２号

「だいち 2 号」(ALOS-
2)による国内の緊急観

測回数が 2017 年度の

36 回から 2018 年度の

118 回へ大幅に増加し

た。 
2018年 9月の北海道胆

振東部地震では、余震

や降雨による新たな土

砂災害等を把握するこ

とを目的としてALOS-
2 による継続的な観測

を実施、発災 4 週間後

の観測データから斜面

崩壊による河道閉塞に

よる湛水状況の把握に

役立てられた。(補足 3.
参照) 
（３）災害発生前の恒

常的な観測が定着 
気象庁では、ALOS-2観
測データが火山活動に

よる地殻変動の判断材

○衛星利用の定着・拡大・浸透は極めて重要であるが、「国立研究開発法人」として、

地球規模の社会課題解決に貢献する「世界初、世界トップの研究開発」にさらに取

り組んでいただきたい。 
 
○民間事業者等と協力して新たな事業を創出する、という点において、今後、具体

的な成果が上がることを望む。 
 
○低コスト化、小型・軽量化の研究も望まれる。 
 
○衛星リモートセンシングに関しては、多方面において社会実装が進展しており、

災害対策や気候変動対策などにおいて顕著な貢献を果たしている。また、インフラ

変位の検出など、新たな実用的なアプリケーションの開発が進んでいる。 
 
○防災行政の衛星利用や観測データの活用がかなりの精度で行われている。国際的

にも防災や災害対応における協力に貢献していることがわかる。学術面でも論文数

は伸びており、研究面での成果が上がっている。温室効果ガス観測での技術の国際

的な提案は、日本からの発信という点で特筆すべきと考える。 
 
○当項目における長年の課題であった、研究開発により創出された成果が社会でど

のように利活用されるか、その仕組み作りに寄与した点は評価したい。 
 
○今後の業務実績等報告書の作成に当たっては、年度達成目標を設定するなど、前

年度までの実績との差分を明確化し、その差分に対して評価を行えるようにしてい

ただきたい。 
 
〇ALOS-3,ALOS-4 の後継のプロジェクトをどうするか、ALOS-3 同様にホステッ

ド・ペイロード型とするか等、衛星リモートセンシングを巡る長期の方向性を検討

すべきと考える。 
 
〇開発におけるコスト削減がテーマとなっているが、海外との競争に打ち勝つため

には、視点を変えた努力も必要ではないか。更なるモニタリング指標や、事業の創

出が望まれる。 
 
○インフラ変位モニタリング技術について、行政機関への技術紹介・提案だけにと

どまらず、宇宙利用拡大・産業振興の面での今後の成果に期待する。 



踏まえ、政府や民間

事業者等と連携し、

幅広い産業での利

用を見据えてビッ

グデータとして適

切な管理・提供を行

う。また、政府の方

針等を踏まえ、衛星

の各機能の統合利

用の検討等も含む

先進的な衛星関連

技術の研究開発を

行う。これらの取組

により、宇宙利用の

拡大や産業の振興

に貢献する。 

や評価指標として

定着することを目

指し、国内外のユー

ザへ気候変動関連

の衛星データの提

供を継続的に行い、

政府の方針に基づ

く気候変動対策へ

の協力や国際協力

を推進する。また、

これらの取組を通

じて明らかになっ

たニーズを反映し、

気候変動のモニタ

リング・モデリング

の精度向上に資す

る観測センサの性

能向上及び観測デ

ータの校正・検証等

に関する研究開発

を行う。 
 
産業振興等の観

点からは、将来的な

既存事業の高付加

価値化や新サービ

ス、新産業の創出に

貢献するため、AI 等
の異分野先端技術

に強みを持つ民間

事業者や政府機関

等と連携して効率

的な衛星データ処

理や新たな情報分

析手法、衛星データ

の複合利用化等の

研究開発・実証を行

い、衛星データの利

便性を向上させる

ことで衛星データ

の利用を促進する。 
 

関する観測デ

ータを取得す

る。 
 超低高度衛星

技術試験機（以

下「SLATS」と

いう。）の定常

運用を行い、超

低高度への軌

道遷移を行う。 
 温室効果ガス

観測技術衛星

２ 号 （ 以 下

「GOSAT-2」と
いう。）の開発

を完了し、打上

げ及び初期機

能確認を実施

する。 
 雲エアロゾル

放射ミッショ

ン／雲プロフ

ァイリングレ

ー ダ （ 以 下

「EarthCARE/
CPR」という。）

につき、欧州宇

宙機関（ESA）

の打上げに向

けた支援、及び

地上システム

の開発を実施

する。 
 先進光学衛星

（以下「ALOS-
3」という。）の

詳細設計を完

了して維持設

計に移行し、プ

ロトフライト

モデルの製作

を実施する。 

備の整備・維持・運

用の状況等） 
○民間事業者等の外

部との連携・協力の

状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果（例：

基幹ロケットの打

上げ成功率・オンタ

イム成功率等） 
○宇宙実証機会の提

供の状況（例：民間

事業者・大学等への

実証機会の提供数

等） 
○研究開発成果の社

会還元・展開状況

（例：知的財産権の

出願・権利化・ライ

センス供与件数、受

託件数、ISS 利用件

数、施設・設備の供

用件数等） 
○新たな事業の創出

の状況（例：JAXA 
が関与した民間事

業者等による事業

等の創出数等） 
○外部へのデータ提

供の状況（例：国内

外の関係機関等へ

の衛星データ提供

数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の外

部との連携・協力の

料として活用されてお

り、恒常的な火山監視

における実利用・定常

利用が定着した。 
日本全国の活火山 (全
111 火山 )について、

ALOS-2 観測データに

基づく地殻変動の状況

が火山噴火予知連絡会

に報告・公表されてお

り、中長期的に火山活

動を把握するための情

報として活用されてい

る。 
火山活動の状況に応じ

て警戒が必要な範囲や

防災機関・住民等のと

るべき防災対応の指標

となる「噴火警戒レベ

ル」の判定基準におい

て、ALOS-2観測データ

の解析が火山活動によ

る山体膨張の評価手段

として追加され、噴火

警戒レベルの設定・運

用に役立てられてい

る。噴火警戒レベルが

運用されている活火山

(43 火山)のうち、2018
年度末時点で計 6 火山

の判定基準に追加され

ており、今後も順次追

加される予定。 
（４）国外の災害対応

時にも衛星利用が定着 
国外においても災害把

握のための衛星観測デ

ータの有用性が広く認

識されており、ハワイ

島の噴火やインドネシ

アの火山噴火・津波で

は、被災状況をいち早



なお、衛星により

取得した各種デー

タについて、海外の

動向、未来投資戦略

2017（平成 29 年６

月９日閣議決定）、

政府衛星データの

オープン＆フリー

化及びデータ利用

環境整備等の政府

の方針・取組等を踏

まえ、政府や民間事

業者等と連携し、必

要なデータフォー

マットやデータ利

用環境等の検討を

含む幅広い産業で

の利用を見据えた

ビッグデータとし

ての適切な管理・提

供を行う。また、衛

星の各機能の統合

利用の検討等も含

む先進的な衛星関

連技術の研究開発

を行う。 
 
１．２項及び１．

６項の取組実現の

ため、以下の衛星等

の研究開発・運用を

行うとともに、これ

らを通じて明らか

となった課題を解

決するための先進

的 な 研 究 開 発 に

JAXA 全体で連携し

つつ取り組む。 
 
（運用を行う衛星

等） 
・温室効果ガス観測

 先進レーダ衛

星 （ 以 下 、

「ALOS-4」と

いう。）の詳細

設計を完了し

て維持設計に

移行し、プロト

フライトモデ

ルの製作を実

施する。 
 GCOM-W 搭載

高性能マイク

ロ波放射計２

（AMSR2）の

後継となる次

期マイクロ波

放射計につい

て、温室効果ガ

ス観測衛星 3号

機との相乗り

を前提とした

開発研究を実

施する。 
 
防災機関等の要

求に基づき、ALOS-
2 による緊急観測、

並びにALOS-2観測

データ及び陸域観

測技術衛星（以下

「ALOS」という。）

アーカイブデータ

の提供を行う。ま

た、防災機関等と連

携して、防災・災害

対策における衛星

データの利用研究・

実 証 を 実 施 し 、

ALOS-2 等の衛星の

利用促進を行う。 
国際災害チャー

タの要請に対して、

状況（例：協定・共

同研究件数、技術支

援件数、JAXA の施

策・制度等への民間

事業者・大学等の参

入数又は参加者数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

民間資金等を活用

した事業数等） 

く捉えて海外メディア

にも取り上げられるな

ど、現地における災害

対応に役立てられた。 
 
２．衛星合成開口レー

ダ(SAR)データによる

高精度・広範囲かつ低

コストのインフラ変位

モニタリング技術の開

発・実証 
複数枚の ALOS-2 観

測データを活用して河

川堤防、港湾、空港など

のインフラのわずかな

変位を検出する技術

(特許登録済み)を開発

し、実際の河川堤防や

港湾で変位計測により

同技術の有効性を実証

し、国土交通省の当該

ワーキンググループで

実用として活用できる

と評価された。これを

受けて、公共事業での

利用のために国土交通

省の新技術情報提供シ

ステム(NETIS)へ同技

術を登録するための申

請を行った。登録後は

代理店を活用して同技

術を広く普及展開する

ことで、社会実装を目

指す。 
 

水準測量や航空レーザ

測量等の従来手法に比

較して、事前準備が不

要で高精度(mm 単位)・
広範囲(50km 四方)か
つ数分の１程度のコス

トで変位モニタリング



技 術 衛 星

（GOSAT） 
・水循環変動観測衛

星（GCOM-W） 
・小型実証衛星４型

（SDS-4） 
・全球降水観測計画

／二周波降水レー

ダ（GPM/DPR） 
・陸域観測技術衛星

２号（ALOS-2） 
・気候変動観測衛星

（GCOM-C） 
・超低高度衛星技術

試験機（SLATS） 
 
（研究開発・運用を

行う衛星等） 
・温室効果ガス観測

技術衛星２号機

（GOSAT-2） 
GOSAT ミッショ

ンを発展・継承さ

せ、温室効果ガス

の濃度分布、吸収

排出量の高精度

算出・推定を行

う。 
・雲エアロゾル放射

ミッション/雲プロ

ファイリングレー

ダ

（ EarthCARE/CP
R） 

世界初の衛星

搭載用ドップラ

ー計測機能を有

する雲プロファ

イリングレーダ

（CPR）を国立研

究開発法人情報

通 信 研 究 機 構

ALOS-2 の観測デー

タ及び ALOS のア

ーカイブデータを

提供し，その活動に

貢献する。また、セ

ンチネルアジアに

加盟する機関の連

携を深め、アジアの

減災活動の支援を

強化する。 
ALOS-2、ALOS-3

及びALOS-4等の防

災・災害対策分野で

の利便性を向上さ

せ、これらの衛星デ

ータを避難勧告の

発出等の減災に直

結する判断情報と

して普及させるた

め、複数衛星のデー

タの利用に即した

複合的な形態とす

るなど、必要な情報

を政府、自治体、国

際防災機関等に対

して、ユーザ活動の

タイムラインに沿

った現場が理解し

やすい形で伝える

情報システムの構

築に取り組む。 
また、海面水温、

海氷分布等の海洋

観測や陸域、港湾、

土地被覆分類等の

国土管理の分野に

おいて、データ利用

機関と連携して衛

星データの利用研

究・実証を実施し、

GCOM-W、GCOM-
C、ALOS-2 等の衛

が可能。 
行政の期待も高く、国

土交通省ではインフラ

の維持管理要領に同技

術の活用を盛り込むこ

とを視野に入れて各地

方整備局や地方自治体

に技術紹介を行うな

ど、将来の利用定着化

に向けた取組が加速し

ており、JAXA として

も行政機関や関連企業

と連携しつつ同技術の

社会実装を推進する。 
 
３．気候変動対策のた

めの衛星利用の拡大・

浸透  
（１）アジア・太平洋地

域への気象情報提供に

関する気象庁業務での

衛星全球降水マップ

(GSMaP)の活用 
全 球 降 水 観 測 計 画

(GPM)主衛星を中心に

水循環変動観測衛星

「しずく」(GCOM-W)
や米国・欧州から提供

されるマイクロ波放射

計データ及び気象庁の

ひまわり 8 号等の静止

気象衛星データを有機

的に組み合わせて準リ

アルタイムで全球の降

水分布状況を表示する

GSMaP が、地上観測網

が不足しているアジ

ア・太平洋域の降水分

布状況の把握に有効で

あると気象庁に評価さ

れ、同庁が担う世界気

象機関 (WMO)ナウキ



（NICT）と協力

して開発し、欧州

宇宙機関（ESA）

が開発する衛星

EarthCARE に相

乗り搭載するこ

とにより、全地球

上で雲の鉛直構

造等の観測を行

う。 
・ 先 進 光 学 衛 星

（ALOS-3） 
ALOSの光学ミッ

ションを発展・継

承させ、分解能１

ｍ以下で日本全

域を高頻度に観

測し、防災・災害

対策、地図・地理

空間情報の整備・

更新等、様々なニ

ーズに対応する。 
・先進レーダ衛星

（ALOS-4） 
ALOS-2のL バ

ンド SAR ミッシ

ョンを発展・継承

させ、広域・高分

解能観測に必要

な技術開発を行

い、継続的かつ高

精度な監視を実

現することで、全

天候型の災害観

測、森林観測、海

氷監視、船舶動静

把握等への活用

を図る。 
また、受信エリ

アの狭帯域化、同

時受信した複数

エリア信号処理

星の利用促進を行

う。 
GOSAT、GCOM-

W 、 GCOM-C 、

GPM/DPR 等、気候

変動関連の観測デ

ータの品質保証及

び国内外ユーザへ

の提供を継続的に

実施し、政府の方針

に基づく気候変動

対策への協力や国

際協力を推進する。

また、これらの取組

を通じて明らかに

なったニーズを反

映し、気候変動のモ

ニタリング・モデリ

ングの精度向上に

資する観測センサ

の性能向上及び観

測データの校正・検

証等に関する研究

を行うとともに、関

係機関や各分野の

研究者等と連携し

て利用研究・実証を

実施する。さらに、

GOSAT-2 、

EarthCARE/CPR
など開発段階の衛

星についても、利用

研究・実証に向けた

準備を行う。 
衛星リモートセ

ンシングを活用し

た地球観測の国際

的な取り組みにつ

いて、欧米・アジア

各国の関係機関、国

際機関等との協力

を推進するととも

ャスト地区特別気象セ

ンターの業務※におい

て、各国気象機関が発

表する警報・注意報に

当該 GSMaP が活用さ

れることとなった。こ

の取組により、例年、台

風や大雨等の気象災害

により大きな被害が発

生しているアジア・太

平洋地域への迅速な気

象情報の提供、ひいて

は減災に貢献する。 
※アジア・太平洋地域

の各国気象機関が行う

警報・注意報の発表業

務支援のため、これら

の気象機関へ気象実況

資料及び短時間の予測

資料をインターネット

経由で提供する業務で

あり、2018 年 12 月か

ら運用開始。 
（２）衛星温室効果ガ

ス(GHG)観測の活用に

よるパリ協定に基づく

GHG 排出削減に向け

た国際取組への貢献 
10 年以上にわたる温室

効果ガス観測技術衛星

「いぶき」(GOSAT)の
観測・研究成果等に基

づき、環境省及び国立

環境研究所と共に、海

外宇宙機関、国際機関

等を通じて働きかけた

結果、衛星 GHG 観測

の有用性が国際的にも

認知され、GHG 排出・

吸収量の標準的な算定

方法を規定した、気候

変動に関する政府間パ



技術を用いるこ

とで広域観測性

を維持しつつ、船

舶密集域の検出

率向上を図る世

界初となる船舶

自 動 識 別 装 置

（AIS）を開発し

搭載する。 
・高性能マイクロ放

射計２後継ミッシ

ョン 
高性能マイクロ

波 放 射 計 ２

（AMSR2）の後

継となる次期マ

イクロ波放射計

を開発し、温室効

果ガス観測技術

衛 星 ３ 号 機

（GOSAT-3）に相

乗り搭載するこ

とにより、気象予

報・漁業情報提

供・海路情報・食

糧管理等の実利

用機関や、極域の

海氷、エルニーニ

ョ・ラニーニャ現

象、異常気象等の

地球環境変動の

継続的な監視と

メカニズム解明

に貢献する。 

に、地球観測に関す

る 政 府 間 会 合

（GEO）や地球観測

衛星委員会（CEOS）
等の国際的な枠組

みの活動を通じて、

社会課題への対応

を推進する。また、

国 連 開 発 計 画

（UNDP）の持続可

能 な 開 発 目 標

（SDGs）の実現に

向けた活動等、国際

的課題に対して衛

星リモートセンシ

ングデータを活用

する取組を政府及

び国際機関等と協

力 し て 進 め る 。

GOSAT、GOSAT-2
等の衛星データが、

パリ協定に基づく

温室効果ガス削減

の評価指標として

国際的に利用され

るように、国内外の

関係機関と協力し

て取り組む。 
衛星リモートセ

ンシングデータの

高付加価値化や、新

たなサービスの創

出による産業振興

に貢献するため、国

内外の衛星データ

を複合的に利用し

たプロダクトの提

供や、観測データと

予測モデルを組み

合わせる等の利用

研究に取り組む。 
衛星により取得

ネル(IPCC)ガイドライ

ンにおいて、2006 年版

における「衛星センサ

には分解能の制約があ

る」等の表現から、2019
年 5 月の IPCC 京都総

会で採択された改良版

では「地上データの乏

しい地域では衛星デー

タを用いることで推定

精度を向上できる」及

び「GOSAT-2 等の新し

い GHG 観測衛星によ

り衛星データによる推

定が急速に進展する」

等の表現へ大きく前進

し、衛星 GHG 観測が

GHG 排出量の検証手

段の１つとして記載さ

れた。 
４．政府の宇宙政策と

の協調・連携  
（１）経済産業省との

協力により、産業利用

を目的としたオープン

＆フリーの衛星データ

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

「Tellus(テルース )」
(2019 年 2 月 21 日にプ

ロトタイプ版が一般公

開)を通じたJAXA衛星

デ ー タ (ALOS 及 び

ALOS-2)の提供を開始

し、非宇宙分野を含む

多様なユーザによる新

たな衛星データ利活用

の創出に貢献してい

る。 
（２）幅広い分野で観

測データが活用されて

いる ALOS-2 が 2019
年度に後期利用段階へ



した各種データに

ついて、未来投資戦

略 2017（平成 29 年

６月９日閣議決定）

や政府関係機関移

転基本方針（平成 28 
年３月まち・ひと・

しごと創生本部決

定）、海外の動向、並

びにオープン＆フ

リー化、データ利用

環境整備等の政府

の方針・取組等を踏

まえ、幅広い産業分

野での利用を見据

えた適切なデータ

管理・提供を行う。 
ALOS 搭載 AVNIR-
2 及び PALSAR の

観測データを全数

処理し、公開すると

ともに、政府が整備

するデータ利用プ

ラットフォームへ

の当該データの提

供を進める。 

移行することを踏ま

え 、 先 進 光 学 衛 星

(ALOS-3)及び先進レ

ーダ衛星 (ALOS-4)の
開発を着実に進めると

ともに、2019 年 3 月 11
日に開催した ALOS-2
利用シンポジウム等を

通じて把握した高分解

能衛星観測データの利

用ニーズに対応するた

め、内閣府、文部科学省

等と密接に連携しつ

つ、次世代の高分解能

リモートセンシング衛

星の実現に向けた検討

を開始した。 
５．なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．３．３ 衛星通信 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
国土強靱化基本計画 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

－ － －       予算額（千円） 11,850,050        
        決算額（千円） 14,266,992       

         経常費用（千円） －       
         経常利益（千円） －       
         行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

         従事人員数 29       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．３．衛星通信 
 
衛星通信は、安全

保障関係機関の迅

速な情勢判断や指

揮に資する情報共

有手段として活用

されるなど安全保

１．３．衛星通信 
 
これまでに技術

試 験 衛 星 Ⅷ 型

（ETS-Ⅷ）、データ

中継衛星(DRTS) 、
超高速インターネ

ット衛星（WINDS）

１．３．衛星通信 
 
超高速インター

ネ ッ ト 衛 星

（WINDS）の後期

利用を継続し、地方

自治体や防災機関

等と共同で、通信衛

＜評価軸＞ 
【安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現】 
○我が国の安全保

障の確保及び安全・

安心な社会の実現

に貢献する取組の

１．超高速インターネ

ット衛星(WINDS)につ

いては、2019 年 2 月 9
日に発生した通信異常

により同年 2月 27日に

運用を終了した。設計

寿命 5 年を大きく超え

る約 11年間にわたって

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
超高速インターネット衛星

(WINDS)による通信実験を

通じた利用ニーズの把握、並

びに我が国の宇宙産業振興及

び安全保障への貢献を目的と

して、国際競争力を持つ次世

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できたため。 
 

＜評価すべき実績＞ 
○設計寿命を大きく超えて活用され、国内の高速衛星通信技術の発展に寄与した超

高速インターネット衛星（WINDS）の運用を終了した。 
 



障にとって重要と

なる一方で、傍受や

通信妨害などの脅

威・リスクも増大し

ており、安定的な通

信を確保していく

ためにも通信の秘

匿性や抗たん性の

向上が必要とされ

ている。また、衛星

通信は、国民生活・

社会経済活動にお

いても不可欠な存

在となっており、近

年の通信大容量化

等のニーズに対応

して、衛星通信技術

の高度化が求めら

れている。商業通信

衛星市場は世界の

衛星市場の大半を

占め、今後も新興国

の需要拡大も含め

将来の市場成長が

見込まれることか

ら、通信衛星システ

ムの海外展開は我

が国の経済成長に

大きく貢献し得る

ものである。しか

し、大容量通信衛星

の技術開発につい

て、我が国の国際競

争力は欧米に比べ

劣後しており、我が

国の商業通信衛星

シェアも低い状況

にある。また、小型

衛星通信網による

新たなビジネスも

計画されており、そ

の動向にも注視し

等の研究開発・運用

を通じ、衛星通信に

係る技術への高い

信頼性を実績とし

て示したことで、我

が国の民間事業者

による受注が拡大

してきた。一方、商

用市場で進みつつ

ある静止通信衛星

のハイスループッ

ト化への対応が課

題となっている。 
また、DRTS によ

り衛星間通信技術

を実証するに至っ

たが、今後の地球観

測衛星は高分解能

化・大容量化に向か

っており、防災・災

害対策をはじめと

するユーザから、高

速宇宙通信インフ

ラの構築が求めら

れている。 
上記の取組を通

じて得た技術知見、

ユーザニーズの他、

将来の情報通信技

術等の動向も踏ま

えつつ、今後の衛星

通信に関する研究

開発を推進するこ

とが重要である。 
このような背景

を念頭に、今中長期

目標期間において

は、我が国の宇宙産

業の振興の観点か

ら、民間事業者が

2020 年代に世界の

静止軌道における

星による災害通信

実験を行う。また、

通信実験を通じて

将来の利用ニーズ

の把握に努める。 
我が国の宇宙産

業の振興及び安全

保障への貢献を目

的として、国際競争

力を持つ次世代の

通信衛星バス技術、

光衛星間通信技術

の実証に向け、通信

衛星の開発を行う。

具体的には以下を

実施する。 
 光データ中継

衛星及び光タ

ーミナルのプ

ロトフライト

モデルの製作・

試験、並びに地

上システムの

開発を実施す

る。 
技術試験衛星 9 号

機の基本設計を完

了し、詳細設計に着

手する。 

立案・検討・マネジ

メントは適切に進

められたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現に係る取

組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究 開 発 等 の 成 果

（例：基幹ロケット

の打上げ成功率・オ

ンタイム成功率等） 
（マネジメント等

指標） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況

（例：協定・共同研

学術研究機関、衛星通

信事業者、地方自治体

及び防災機関等と共同

での通信実験に活用さ

れ、世界最高速(2014 年

当時)となる 3.2Gbps伝
送を実現するなど高速

衛星通信技術の発展に

寄与した。また、2011 年

3 月に発生した東日本

大震災では被災地への

通信回線の提供にも活

用され、災害発生時に

おける非常通信手段と

して衛星システムの有

効性が再認識される契

機となった。これらの

成果は、次期技術試験

衛星(技術試験衛星 9 号

機)の検討にも参照され

た。 
 2018 年度にも、災害

派 遣 医 療 チ ー ム

(DMAT)及び日本医師

会を中心に WINDS を

活用した災害通信実験

(防災訓練)が計 21 回実

施され、地方自治体や

防災機関における災害

対応時の高速通信衛星

回線利用の重要性が再

確認された。 
 
２．光データ中継衛星

については、今後のリ

モートセンシング衛星

の高度化・高分解能化

に対応するため、デー

タ中継用衛星間通信機

器の大幅な小型化・軽

量化・通信大容量化を

実現する光衛星間通信

代の通信衛星バス技術及び光

衛星間通信技術の実証に向け

た通信衛星の開発に取り組ん

だことで、年度計画で設定し

た業務を計画通り実施した。 

○光データ中継衛星や技術試験衛星 9 号機など、開発中の通信技術衛星については、

着実に開発が進んでいる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○通信衛星は既に商業化が進んでおり、民間企業との役割分担、諸外国の技術や事業

との優位比較を明確にした上で、引き続き最新通信衛星技術の開発、衛星の光通信技

術開発を着実に進めることが望まれる。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○特に、利用ユーザー衛星に搭載する光通信機器は十分に小型・軽量化・低価格化す

ることが望まれる。高性能だけを追究することなく、利用者側からの観点を常に意識

して開発することが望まれる。 
 
○技術試験衛星 9 号機に関し、通信ミッションを含めた衛星全体のサポートができ

るように、ＮＩＣＴとの連携を強化していただきたい。 
 
○光データ中継衛星は重要な次世代技術であり、世界の動向、その中での日本の立ち

位置を意識しつつ、今後社会実装をはじめとする成果に繋げていくことを期待する。 



ていく必要がある。 
このため、我が国

の安全保障や産業

の振興の観点から、

衛星通信技術に関

する先進的な研究

開発等を行う。製造

事業者のみならず

最終的なユーザと

なる衛星通信サー

ビス事業者とも連

携して、世界的な技

術開発、ビジネス動

向及び利用ニーズ

の把握に努め、国立

研究開発法人情報

通 信 研 究 機 構

（NICT）をはじめ

とする官民関係者

との適切な役割分

担の下、研究開発を

行う。これらの取組

により、我が国の先

進的かつ革新的な

衛星通信システム

を実現し、衛星通信

技術の国際競争力

を強化することで、

2020 年代における

世界の商業通信衛

星市場において、我

が国の民間事業者

が現状より多くの

シェアを獲得する

ことに貢献する。 
また、我が国の安全

保障の確保及び産

業の振興への貢献

を目指し、データ伝

送の秘匿性向上も

念頭に光衛星間通

信技術の研究開発

商業通信衛星市場

での１割以上のシ

ェアを獲得するこ

とに貢献するため、

製造事業者のみな

らず衛星通信サー

ビス事業者とも連

携して、世界的な技

術開発、ビジネス動

向及び利用ニーズ

の把握に努め、国立

研究開発法人情報

通 信 研 究 機 構

（NICT）をはじめ

とする官民関係者

との適切な役割分

担の下、電気推進技

術、高排熱技術、静

止 GPS 受信機技術

等をはじめとする

国際競争力を持っ

た次世代の通信衛

星バス技術の研究

開発及び実証を行

う。 
また、我が国の安

全保障への貢献及

び産業の振興への

貢献を目指し、大容

量のデータ伝送を

実現するため、デー

タ伝送の秘匿性向

上も念頭に光衛星

間通信技術の研究

開発及び光データ

中継衛星、先進光学

衛星（ALOS-3）等

による軌道上実証

を行う。 
 
 上述の取組の実

現のため、以下の衛

究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

受託件数等） 
 
＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振興、

宇宙産業の国際競

争力強化に貢献す

るための立案・検

討・マネジメントは

適切に進められた

か。それに伴う成果

が生まれているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙産

業の国際競争力強

化に係る取組の成

果（品質・コスト・

スケジュール等を

考慮した取組を含

む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○民間事業者等の

外部との連携・協力

技術を用いた静止軌道

衛星用ターミナルとし

ての開発を進めてい

る。 
 2018 年度には、衛星

システムのプロトフラ

イ ト 試 験 ( シ ス テム

PFT)に着手するととも

に、光ターミナルのプ

ロトフライトモデル

(PFM)の製作・試験を実

施し、地上システムに

ついても、現地での据

付・試験に着手するな

ど、静止軌道、低軌道及

び地上を統合したデー

タ中継衛星システムの

構築、並びに通信速度

1.8Gbps の衛星間通信

技術の実現に向けた開

発を進めている。 
３．技術試験衛星 9 号

機については、国際競

争力強化(2020 年代に

世界の商業衛星市場で

一定シェア(10%：年間

2 機以上の受注)獲得)の
観点から、大電力化技

術、高排熱技術、全電化

衛星技術、静止 GPS 受

信機による自律軌道制

御技術等の新規開発技

術を取り入れた次世代

静止通信衛星バスを実

現することを目的とし

て開発を進めている。 
 2018 年度には、基本

設計を着実に進め、サ

ブシステム及びシステ

ム基本設計審査(PDR)
を実施し、詳細設計に

着手した。 



及び実証を行い、大

容量のデータ伝送

を実現する。 

星等の研究開発・運

用を行うとともに、

これらを通じて明

らかとなった課題

を解決するための

先進的な研究開発

に JAXA 全体で連

携しつつ取り組む。 
 
（運用を行う衛星

等） 
・超高速インター

ネ ッ ト 衛 星

（WINDS） 
 
（研究開発・運用を

行う衛星等） 
・光データ中継衛

星 
今後のリモート

センシング衛星

の高度化・高分解

能化に対応する

ため、データ中継

用衛星間通信機

器の大幅な小型

化・軽量化・通信

大容量化を実現

する光衛星間通

信技術を用いた

静止軌道衛星用

ターミナルとし

ての光データ中

継衛星を開発す

る。 
・技術試験衛星９

号機 
国際競争力強化の

観点から、大電力化

技術、高排熱技術、

全電化衛星技術、静

止 GPS 受信機によ

の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究 開 発 等 の 成 果

（例：基幹ロケット

の打上げ成功率・オ

ンタイム成功率等） 
○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等へ

の実証機会の提供

数等） 
○研究開発成果の

社会還元・展開状況

（例：知的財産権の

出願・権利化・ライ

センス供与件数、受

託件数、ISS 利用件

数、施設・設備の供

用件数等） 
○新たな事業の創

出の状況（例：JAXA 
が関与した民間事

業者等による事業

等の創出数等） 
○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の

外部との連携・協力

の状況（例：協定・

共同研究件数、技術

支援件数、JAXA の
施策・制度等への民

 



る自律軌道制御技

術等の新規開発技

術を取り入れた次

世代静止通信衛星

バスを開発する。 

間事業者・大学等の

参入数又は参加者

数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

民間資金等を活用

した事業数等） 
注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．３．４ 宇宙輸送システム 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0258、0285、0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

H-IIA/B ロ

ケット打上

成功率（通

算） 

－ 97.9%       

予算額（千円） 47,187,546       
決算額（千円） 47,111,693       
経常費用（千円） －       
経常利益（千円） －       

イプシロン

ロケット打

上成功率（通

算） 

－ 100%       

行政サービス実施コ

スト（千円） 
－ 

      

従事人員数 150       
 

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．４．宇宙輸送シ

ステム 

 

我が国の安全保

障の確保への貢献

の観点から、宇宙輸

送システムは、我が

国が必要とする時

１．４．宇宙輸送シ

ステム 

 

我が国が安全保

障の確保のため自

立的な宇宙輸送能

力を切れ目なく保

持することを目的

１．４．宇宙輸送シ

ステム 

（１）液体燃料ロケ

ットシステム 

H3 ロケットにつ

いては、我が国の自

立的な打上げ能力

の拡大及び打上げ

＜評価軸＞ 

【安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現】 

○我が国の安全保

障の確保及び安全・

安心な社会の実現

に貢献する取組の

【輸送系技術の発展の

ための継続的な改良お

よび革新的取組み】 
１．イプシロンロケッ

ト 4 号機では、複数衛

星の搭載機構及びキュ

ーブサット放出機構の

軌道上実証により、イ

＜評定と根拠＞ 
評定：A 
イプシロンロケット 4 号機に

おいて、初めて複数衛星(革新

的衛星技術実証 1 号機、計 7
基)の同時打上げに成功し、多

数機の相乗りミッションへの

適用性を実証するとともに、

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 
イプシロンロケットの開発において、４号機の打上げにより、計画されていた打上



に、必要な人工衛星

等を、自立的に宇宙

空間に打ち上げる

ために不可欠な手

段であり、基幹ロケ

ット及び当該産業

基盤の維持・発展に

向けた継続的な取

組により宇宙輸送

能力を切れ目なく

保持する。 

現行の H-IIA/H-

IIBロケットについ

て、国際競争力を強

化しつつ、継続的な

信頼性の向上や基

盤技術の維持、射場

設備を含む施設設

備の効率的かつ効

果的な維持管理等

により、世界最高水

準の打上げ成功率

とオンタイム打上

げ率を維持しつつ、

国内外の衛星打上

げ需要に確実に対

応する。 

さらに、現行の H-

IIA/H-IIBロケット

と比して、より多様

なユーザのニーズ

に対応し、打上げ費

及び設備維持費が

安価な H3 ロケット

を着実に開発し、低

コスト化を早期に

実現するとともに、

民間事業者による

衛星打上げサービ

スへの移行を速や

かに完了し、我が国

の自立的な打上げ

に、次のとおり基幹

ロケット及び産業

基盤の維持・発展に

資する研究開発を

行う。さらに、将来

にわたって、商業的

に我が国の宇宙輸

送サービスが一定

の需要を獲得し、我

が国の自立的な宇

宙輸送能力が民間

事業者を主体とし

て継続的に確保で

きるよう、次のとお

り宇宙輸送システ

ムの国際競争力強

化に向けた研究開

発を行う。この際に

は、複数衛星の打上

げなど、将来の打上

げ需要に柔軟に対

応できるように取

り組む。 

 

 

（１）液体燃料ロケ

ットシステム 

新型基幹ロケッ

トである H3 ロケッ

トについては、低コ

スト化やユーザの

利便性向上等を図

ることで、我が国の

自立的な打上げ能

力の拡大及び打上

げサービスの国際

競争力強化に資す

るよう、打上げサー

ビス事業を行う民

間事業者と連携し

つつ、ロケットの機

体と地上システム

サービスの国際競

争力強化に資する

ため、平成 32 年度

の初号機の打上げ

を目指し、ロケット

の機体と地上シス

テムを一体とした

総合システムとし

て維持設計を行い、

第１段、第２段エン

ジン及び固体ロケ

ットブースターの

試験等を実施する

とともに、試験機初

号機の実機製作を

行う。また、H3ロケ

ットの成熟度向上

といった開発成果

を早期に確実なも

のとするため、初期

運用段階における

対応計画等の取組

みの具体化を進め

る。 

H-IIA/H-IIBロケ

ットについては、一

層の信頼性の向上

を図るとともに、部

品枯渇に伴う機器

等の再開発を引続

き進め、開発した機

器を飛行実証する。

打上げ関連施設・設

備については、効率

的かつ効果的な維

持・老朽化更新及び

運用性改善を行う。 

 

（２）固体燃料ロケ

ットシステム 

戦略的技術とし

て重要な固体燃料

立案・検討・マネジ

メントは適切に進

められたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 

＜評価指標＞  

（成果指標） 

○安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現に係る取

組の成果 

（マネジメント等

指標） 

○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 

○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 

○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況 

 

＜モニタリング指

標＞ 

（成果指標） 

○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究 開 発 等 の 成 果

（例：基幹ロケット

の打上げ成功率・オ

ンタイム成功率等） 

（マネジメント等

指標） 

○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況

（例：協定・共同研

プシロンロケットとし

ては初めて複数衛星(革
新的衛星技術実証 1 号

機、計 7 基)の太陽同期

軌道への同時打上げに

成功した(2019 年 1 月

18 日)。イプシロンロケ

ット試験機と 2 号機に

おいて実現した世界ト

ップレベルの衛星搭載

環境である「音響環境」

と「正弦波振動環境」に

加え、3 号機で飛行実証

した低衝撃型衛星分離

機構および小型液体推

進系 (PBS)による高精

度軌道投入技術の成果

を最大限活用し、固体

ロケットにおいても多

数機の相乗りミッショ

ンへ精度良く対応可能

(計 7 回の PBS 燃焼を

駆使)であることを実証

した。 
これにより、衛星相乗

り打上げに対して打上

げコスト低減と打上げ

機会の有効利用(早期の

打上げ機会確保)の両面

に貢献するとともに、

世界的に需要の拡大が

見込まれる太陽同期軌

道における小型衛星／

超小型衛星／キューブ

サットの打上げ市場で

のイプシロンロケット

の国際競争力を強化

し、市場参入の新たな

手段を確立した。 
飛行結果を示すベンチ

マークとしては、ペイ

ロード(７基)とのイン

政府の安全保障衛星を含む基

幹ロケット (H-IIA/B)の確実

な打上げ成功により、世界水

準の成功率 97.9％と過去 5 年

のオンタイム打上げ率 90.0％
を維持する等、継続的な改良・

改善の取組みにより「研究開

発成果の最大化」に向けて顕

著な成果を創出したと評価す

る。また、2020 年度の初号機

の打上げに向けて、H3 ロケッ

トの第１段、第２段エンジン

及び固体ロケットブースター

の試験等を着実に実施するな

ど、年度計画で設定した業務

は、計画通り実施した。 
 
 

げ能力の早期獲得及び向上が達成され、市場参入への技術が獲得された。ロケットの

性能、オペレーション、衛星搭載環境など多くの面で世界最高レベルの成果を創出し

ている。このように、顕著な成果の創出が認められており、今後のシナジー化による

コスト低減、性能向上が期待される。 
 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
○Ｈ３ロケット及びイプシロンロケットについては、国際的な競争力のベンチマー

クとして、コストが重要となってくる。翌年度以降は、単位重さ当たりの打上げ価格

などを KPI として示すことを望む。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○令和２年度打上げ予定のＨ３ロケット開発は、想定不足を無くし、徹底したリスク

低減を図り、万全な準備を進めていただきたい。 
 
○新たな事業の創出に向けては、衛星打上げ機会の提供だけでなく、ロケットベンチ

ャー育成支援など幅広く行うことが望まれる。 
 
○今後は、イプシロンロケットの民間移転について、トータルでのコスト削減、品質

確保の観点から、役割分担の最適化を点検するとともに、再使用ロケット、軌道間輸

送、高頻度打上げなどの国際状況や、衛星サイドの変化も踏まえつつ、打上げ回数の

拡大・コスト削減を通じた国際競争力強化に取り組んでいただきたい。 
 
○世界トップレベルの打上げ成功率、世界トップのオンタイム打上げ成功率をキー

プしている点は、世界に冠たる実績であり、評価に値する。 
 
○イプシロンロケットが実用化フェーズに入る時期や、複数衛星同時打上げ技術の

重要性、多数機の相乗りの需要、衛星搭載環境がもたらす衛星へのメリットなどを明

確化し、ロードマップを描くことが望まれる。 
 
〇輸送成功率は 90％を超えるなど高い国際競争力を有しているが、イプシロンロケ

ット、Ｈ３ロケットなどの成功を以てＳを狙ってほしい。 



能力の拡大及び国

際競争力の強化を

図る。開発完了後

も、射場設備を含む

施設設備の適切な

維持管理等により、

継続的な打上げ成

功に貢献する。ま

た、H3ロケットの開

発と並行して、我が

国の宇宙輸送技術

の継続的な向上の

ための研究開発を

推進し、我が国の宇

宙事業の自立性の

維持、国際競争力強

化及び経済性の向

上に貢献する。 

戦略的技術とし

て重要な固体燃料

ロケットシステム

であるイプシロン

ロケットについて

は、継続的な信頼性

の向上や基盤技術

の維持、施設設備の

適切な維持管理等

により着実な打上

げを続けるととも

に、H3ロケットとの

部品の共通化等、シ

ナジー効果を発揮

する開発及び飛行

実証を行い打上げ

費を低減する。これ

らの取組により、国

際競争力を強化し、

国内外の多様な需

要に柔軟かつ効率

的に対応できるよ

う民間事業者によ

る衛星打上げサー

を一体とした総合

システムとして着

実に開発し、低コス

ト化を早期に実現

するとともに、打上

げサービス事業へ

の移行を完了する。 

また、民間事業者を

主体とした衛星打

上げサービスとし

て H3 ロケットの運

用が安定するまで

の間、初期運用段階

として成熟度向上

等の対応を図ると

ともに、更なるコス

ト効率化を図り、国

際競争力強化に向

けた研究開発を行

う。 

さらに、上述のロケ

ット開発と並行し

て、更なる国際競争

力強化のため、ロケ

ット第一段の再使

用化など宇宙輸送

技術の高度化に向

け た 研 究 開 発 に

JAXA 全体で連携し

つつ取り組み、民間

事業者と連携して

実用化に向けた計

画検討を行う。 

現行の H-IIA/H-IIB

ロケットについて

は、H3ロケットに円

滑に移行するまで

の間、国際競争力を

強化しつつ、世界最

高水準の打上げ成

功率とオンタイム

打上げ率を維持し、

ロケットシステム

であるイプシロン

ロケットについて、

将来の打上げ需要

への柔軟な対応も

見据え相乗り機能

を付加した４号機

の製造・打上げを実

施するとともに、運

用の効率化等の取

組みの具体化を進

める。打上げ関連施

設・設備について

は、効率的かつ効果

的な維持・老朽化更

新及び運用性改善

を行う。 

また、イプシロン

ロケットと H3 ロケ

ットとのシナジー

対応開発について、

H-IIA/H-IIBロケッ

トから H3 ロケット

への移行の際のイ

プシロンロケット

の切れ目のない運

用を可能とし、民間

事業者主体の打上

げサービス事業化

を見据えたイプシ

ロンロケットの国

際競争力強化を実

現するため、シナジ

ー対応開発のプロ

ジェクト移行に向

けて、着実な検討を

進める。 

また、上記（１）及

び（２）の取組と並

行して、産業振興の

観点から、自律飛行

安全システム等も

究件数等） 

○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

受託件数等） 

 

＜評価軸＞ 

【宇宙利用拡大と

産業振興】 

○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振興、

宇宙産業の国際競

争力強化に貢献す

るための立案・検

討・マネジメントは

適切に進められた

か。それに伴う成果

が生まれているか。 

＜評価指標＞ 

（成果指標） 

○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙産

業の国際競争力強

化に係る取組の成

果（品質・コスト・

スケジュール等を

考慮した取組を含

む） 

（マネジメント等

指標） 

○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 

○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 

○民間事業者等の

外部との連携・協力

タフェース仕様を全て

満足するもので、特に、

打上げ時の環境条件

（音響・振動環境等）は

複数衛星搭載打上げに

おいても世界トップレ

ベルであったことか

ら、衛星搭載のユーザ

各位より高い評価をい

ただいている。 
２．さらに、イプシロン

ロケット 4 号機の打上

げに際しては、以下の

技術的取組みを行うこ

とで、確実な打上げに

資した： 
①イプシロンロケット

の飛行中の安全確保に

関して、イプシロン機

体と軌道上の有人宇宙

物体(ISS)との軌道が近

く、従来の「物体間の相

対距離に基づく干渉解

析(距離判定方式)」で

は、打上げ期間(ロンチ

ウィンド)の確保が極め

て困難であったが、4 号

機では「両物体の衝突

確率に基づく評価手法

(確率 COLA 解析)」を

適用することで、打上

げ日の制約を緩和し、

本年 1 月期の打上げ期

間の確保に大いに貢献

した。 
②イプシロンロケット

に搭載された超小型衛

星・キューブサットは 
JAXA の地上管制局設

備のない不可視域での

衛星分離であり、分離

後、ロケット機体がデ



ビスへの移行を完

了する。 

また、上述の取組と

並行して、産業振興

の観点から、ロケッ

ト開発に取り組む

他の民間事業者等

への支援を行う。 

また、政府衛星を始

めとした国内外の

衛星打上げ計画に

確実に対応してい

くため、継続的な信

頼性向上の取組及

び射場設備への老

朽化対応を含め、効

率的かつ効果的に

基盤技術を維持す

る。 

 

（２）固体燃料ロケ

ットシステム 

戦略的技術とし

て重要な固体燃料

ロケットシステム

であるイプシロン

ロケットについて、

政府が定める衛星

打上げ計画に確実

に対応する。また、

H-IIA/H-IIBロケッ

トから H3 ロケット

への移行の際のイ

プシロンロケット

の切れ目のない運

用と国際競争力強

化を目的とし、H3ロ

ケットとのシナジ

ー効果を発揮する

ための開発と飛行

実証を着実に実施

する。これらを通じ

て、地球観測や宇宙

科学・探査等の官需

のほか、商業衛星

等、国内外の多様な

需要に柔軟かつ効

率的に対応できる

システムを確立し、

民間事業者を主体

含めたロケット開

発とその事業化に

独自に取り組む民

間事業者等への支

援を行う。 

の状況 

 

＜モニタリング指

標＞ 

（成果指標） 

○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究 開 発 等 の 成 果

（例：基幹ロケット

の打上げ成功率・オ

ンタイム成功率等） 

○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等へ

の実証機会の提供

数等） 

○研究開発成果の

社会還元・展開状況

（例：知的財産権の

出願・権利化・ライ

センス供与件数、受

託件数、ISS 利用件

数、施設・設備の供

用件数等） 

○新たな事業の創

出の状況（例：JAXA 

が関与した民間事

業者等による事業

等の創出数等） 

○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 

（マネジメント等

指標） 

○民間事業者等の

外部との連携・協力

の状況（例：協定・

共同研究件数、技術

支援件数、JAXA の

施策・制度等への民

ブリ発生防止のために

軌道と姿勢が変わるた

め、軌道周回後の国内

局での確実な分離確認

は難しい状況であった

が、別途、大型パラボラ

アンテナを用いず、ホ

ーンアンテナを用いた

可搬型の簡易テレメー

タ受信アンテナ(研究開

発部門の試作 )をカナ

ダ・モントリオールに

持ち込み、分離直後の

確認信号の受信に成功

した。今後は不可視域

においても、衛星分離

状況を迅速に把握でき

る低コストで簡易的な

手段としてその有用性

を技術的に実証した。 
３．イプシロン 4 号機

からは、H-IIA/B ロケッ

トと同様に将来の打上

げサービス化を目指

し、ロケット機体製造

及び射場作業に関し

て、JAXA のインテグレ

ータ方式から製造プラ

イム方式に変更し、射

場作業における JAXA
人員の削減 (2 割減、

50→39 人)や品質向上

に繋げた。また、イプシ

ロン４号機は、2018 年

11 月 15 日に全面施行

となった宇宙活動法下

における国内初の打上

げとなり、内閣府との

事前調整による打上げ

許可、型式認定、内之浦

施設適合認定を踏ま

え、平成最後の国内ロ



とした打上げサー

ビス事業への移行

を完了する。 

 

また、上記（１）及

び（２）の取組と並

行して、産業振興の

観点から、自律飛行

安全システム等も

含めたロケット開

発とその事業化に

独自に取り組む民

間事業者等への支

援を行う。 

間事業者・大学等の

参入数又は参加者

数等） 

○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

民間資金等を活用

した事業数等） 

ケット打上げを無事に

完遂した。 
【継続的な信頼性、運

用性向上による確実な

打上げ】 
４．種子島においては、

開始されている H3 ロ

ケットの LE-9 エンジ

ン、SRB-3 燃焼試験お

よび打上げ作業を 1 つ

の狭域射場内で両立さ

せつつ、発射整備作業

及び打上当日の施設設

備に起因する打上げ遅

延リスクを低減・回避

して、政府衛星 1 機[H-
IIA_F39]、HTV7 号機

[H-IIB_F7]、GOSAT2 
( い ぶ き 2 号 ) 
/KhalifaSat(UAE) [H-
IIA_F40]、および内之

浦射場でのイプシロン

4 号機による革新的衛

星技術実証 1 号機(計 7
基) 全ての所定軌道へ

の打上げに成功し、H-
IIA/B ロケットの打上

げ成功率は 97.9％と世

界水準を維持、過去 5年

のオンタイム打上げ率

は 90.0％と世界を凌駕

する水準を維持した。 
５．これらの継続的に

進めている信頼性、運

用性向上を踏まえた確

実な打上げ実績は、顧

客からの高い評価を得

ており、昨年度の移動

体通信業界の海外大手

企業との商業衛星(イン

マルサット 6 号機、英

国)の H-IIA 打上げ受注



に続き、2020 年度の初

打上げに向けて現在開

発中の H3 ロケットに

よる商業衛星打上げ

(2022 年以降)の同企業

との合意獲得にも繋が

った。(2018 年 12 月 6
日 MHI プレス発表 
６．なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．３．５ 宇宙状況把握 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285、0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ② 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（※） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

デブリ衝突

回避制御回

数 
－ 6 

      予算額（千円） 2,227,890       
決算額（千円） 1,882,437       
経常費用（千円） －       

         経常利益（千円） －       
         行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

         従事人員数 9       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない                             （※）予算額、決算額、従事人員数は、それぞれ「Ⅲ.3.5 宇宙状況把握」と「Ⅲ3.7 宇宙システム全体の機能保証」の合計数。 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．５．宇宙状況把

握  

 

国民生活・社会経済

活動の維持及び我

が国の安全保障の

確保の観点から、宇

宙空間の持続的・安

定的利用の確保が

我が国の重要な課

１．５．宇宙状況把

握 

 

 人工衛星の確実

な運用を行い、安全

保障分野や民生利

用分野における宇

宙空間の持続的・安

定的な利用の確保

に貢献するため、宇

１．５．宇宙状況把

握 

 

人工衛星の確実

な運用を行い、安全

保障分野や民生利

用分野における宇

宙空間の持続的・安

定的な利用の確保

に貢献するため、宇

＜評価軸＞ 

【安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現】 

○我が国の安全保

障の確保及び安全・

安心な社会の実現

に貢献する取組の

立案・検討・マネジ

メントは適切に進

１．人工衛星の確実な

運用や、安全保障分野

や民生利用分野におけ

る宇宙空間の持続的・

安定的な利用の確保を

目指し、政府が進める

宇宙状況把握（以下、

「SSA」という。）体制

構築に貢献するため、

JAXA の SSA システム

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
人工衛星の運用を確実に行

い、安全保障分野や民生利用

分野における宇宙空間の持続

的・安定的な利用の確保に貢

献するため、国の政策に対応

した組織体制の構築に貢献す

るとともに、宇宙状況把握の

活動および高性能の新たなシ

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できたため。 
 

＜評価すべき実績＞ 
○SSA システムの整備に向け、着実にプロジェクトが進捗している。 
 
○衝突回避運用について着実に実施され、JAXA の衛星運用を支えている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 



題と認識されてき

たことやスペース・

デブリの増加等に

鑑み、宇宙基本計画

において平成 30 年

代前半までに宇宙

状況把握（SSA）運用

体制を構築するこ

ととされている。さ

らに、SSAを活用し

た 宇 宙 交 通 管 制

（STM）などの新た

な議論が行われて

いる。これを踏ま

え、関係政府機関が

一体となった SSA

運用体制の構築に

貢献するため、保有

する SSA 関連施設

の整備・運用及びよ

り一層の SSA 能力

向上に向けた研究

開発を行うととも

に、関係機関との連

携を通じ、JAXAの有

する技術や知見等

の共有を図る。本取

組により、安全保障

分野や民生利用分

野における宇宙空

間の持続的・安定的

な利用の確保に貢

献することを通し

て、我が国の安全保

障の確保に貢献す

る。 

宙状況把握（SSA）に

関する研究開発等

に次のとおり取り

組む。 

スペース・デブリの

増加等を踏まえた

関係政府機関が一

体となった SSA 体

制の構築に向け、

JAXA の SSA 関連施

設の整備・運用及び

スペース・デブリの

観測技術及び接近・

衝突回避技術の向

上を目指した研究

開発、並びに関係機

関との人的交流や

JAXA が有する技術

や知見等の共有を

含めた政府への技

術支援を行う。ま

た、継続的にスペー

ス・デブリとの衝突

を回避する運用を

実施する。 

宙状況把握（以下、

「SSA」という。）に

関する研究開発等

に次のとおり取り

組む。 

スペース・デブリ

の増加等を踏まえ

た関係政府機関が

一体となった SSA

体制の構築に向け、

JAXA の SSA システ

ムの維持設計を実

施し、製作に着手す

るとともに、関係機

関との人的交流や

JAXA が有する技術

や知見等の共有を

含めた政府への技

術支援を行う。 

また、継続的にスペ

ース・デブリとの衝

突を回避する運用

を実施するととも

に、スペース・デブ

リの観測技術及び

接近・衝突回避技術

の向上を目指した

研究開発並びにデ

ブリ落下予測等の

政府への技術支援

を行う。 

められたか。それに

伴う成果が生まれ

ているか。 

 

＜評価指標＞  

（成果指標） 

○安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現に係る取

組の成果 

（マネジメント等

指標） 

○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 

○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 

○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況 

 

＜モニタリング指

標＞ 

（成果指標） 

○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究 開 発 等 の 成 果

（例：基幹ロケット

の打上げ成功率・オ

ンタイム成功率等） 

（マネジメント等

指標） 

○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況

（例：協定・共同研

究件数等） 

の詳細設計を完了し、

当該システムの製作・

試験フェーズに移行し

た。 
２．関係政府機関が一

体となった SSA 体制の

構築に向け、関係機関

との人的交流や、政府

における SSA システム

の具体化に向けた技術

支援を行った。 
３．上齋原レーダ  と 
美星光学望遠鏡による

スペース・デブリの観

測 および JAXA 運用

中の衛星に対するデブ

リ接近解析を日米間の

「宇宙状況監視（SSA）

了解覚書」に基づく連

合宇宙運用センター

(CSpOC)からのデブリ

接近スクリーニング結

果通知を踏まえて行

い、衝突リスクがある

衛星プロジェクトへの

接近警報を行った。衝

突の可能性が高い衛星

については衝突回避判

断会議を実施し、スペ

ースデブリとの衝突を

回避するための衛星の

デブリ衝突回避制御

DAM(Debris 
Avoidance Maneuver)
を、今年度は 6 回(だい

ち２号：2 回、しずく：

2 回、しきさい：1 回、

いぶき：1 回)実施した。 
 
４．スペース・デブリ再

突入解析等を実施し、

デブリ落下予測等の政

ステムの整備を継続し、中長

期計画で設定した宇宙状況把

握（SSA）に関する研究開発等

の業務を、計画通り実施した。 
 
 

○国際連携の成果など、衝突回避運用回数以外の成果指標についても提示を求める。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○スペース・デブリの観測は、国際協力の必要性が高い分野であるので、ＪＡＸＡ

の技術を更に伸ばしてもらいたい。 

 

○スペース・デブリ対策の重要性が今後さらに増すと予想される中、ＪＡＸＡ、日

本として貢献が見込まれる活動を明確にし、宇宙監視の在り方を検討していく必要

がある。 

 

〇民間事業者を含めた宇宙状況把握（SSA）システムや、宇宙交通管制（STM）等の動

きにも注目し、フォローしていただきたい。 



○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

受託件数等） 

 

＜評価軸＞ 

【宇宙利用拡大と

産業振興】 

○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振興、

宇宙産業の国際競

争力強化に貢献す

るための立案・検

討・マネジメントは

適切に進められた

か。それに伴う成果

が生まれているか。 

 

＜評価指標＞ 

（成果指標） 

○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙産

業の国際競争力強

化に係る取組の成

果（品質・コスト・

スケジュール等を

考慮した取組を含

む） 

（マネジメント等

指標） 

○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 

○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 

○民間事業者等の

外部との連携・協力

府への技術支援を行っ

た。2018 年 3 月末か

ら  4 月初旬にかけて

落下した中国の宇宙実

験モジュール「天宮 1
号」について再突入時

期および再突入位置を

予測した再突入解析結

果を内閣府に報告し、

政府の不測事態対応を

支援した。 
 
 



の状況 

 

＜モニタリング指

標＞ 

（成果指標） 

○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究 開 発 等 の 成 果

（例：基幹ロケット

の打上げ成功率・オ

ンタイム成功率等） 

○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等へ

の実証機会の提供

数等） 

○研究開発成果の

社会還元・展開状況

（例：知的財産権の

出願・権利化・ライ

センス供与件数、受

託件数、ISS 利用件

数、施設・設備の供

用件数等） 

○新たな事業の創

出の状況（例：JAXA 

が関与した民間事

業者等による事業

等の創出数等） 

○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 

（マネジメント等

指標） 

○民間事業者等の

外部との連携・協力

の状況（例：協定・

共同研究件数、技術

支援件数、JAXA の

施策・制度等への民



間事業者・大学等の

参入数又は参加者

数等） 

○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

民間資金等を活用

した事業数等） 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．３．６ 海洋状況把握・早期警戒機能等 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
海洋基本計画 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 
 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（※） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

－ － －       予算額（千円） 27,580,952       
         決算額（千円） 27,852,134       
         経常費用（千円） －       
         経常利益（千円） －       
         行政サービス実施コ

スト（千円） 
－       

         従事人員数 191       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない                  （※）本項目の予算額、決算額、従事人員数は、それぞれ「Ⅲ.3.2  衛星リモートセンシングと「Ⅲ3.6  海洋状況把握・早期警戒機能等」の合計数。 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．６．海洋状況把

握・早期警戒機能等 
 
我が国の領海及

び排他的経済水域

内での外国漁船に

よる違法操業、深刻

化する気象災害、海

１．６．海洋状況把

握・早期警戒機能等 
 
宇宙基本法の制

定（平成 20 年）及

び JAXA 法の改正

（平成 24 年）並び

に新たな宇宙基本

１．６．海洋状況把

握・早期警戒機能等 
 
防衛省や海上保

安庁をはじめとす

る政府の安全保障

関係機関と連携し、

以下の取組により

＜評価軸＞ 
【安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現】 
○我が国の安全保障

の確保及び安全・安

心な社会の実現に

貢献する取組の立

１．国の安全保障機関

の MDA 能力向上への

貢献  
国の安全保障機関に

おいて、JAXA が提供す

る衛星観測データ(陸域

観 測 技 術 衛 星 2 号

(ALOS-2)搭載合成開口

＜評定と根拠＞ 
評定：A 
我が国の周辺海域を取り巻く

情勢が一層厳しさを増し、海

洋権益が深刻な脅威・リスク

にさらされている状況にある

なか、国の安全保障機関にお

ける衛星観測データの利活用

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 
国の安全保障機関への衛星観測データの提供を通じ、海洋状況把握能力の向上に



域で発生する地震

や津波、海洋汚染な

ど、海洋における

様々な人為的又は

自然の脅威・リスク

が顕在化しており、

海 洋 状 況 把 握

（MDA）によりこ

れらの脅威・リスク

に対応していくこ

とは、我が国の海洋

政策・国家安全保障

政策等における喫

緊かつ今後ますま

す重要となる課題

である。 
このため、防衛省

や海上保安庁をは

じめとする安全保

障関係機関と連携

し、以下の取組によ

り我が国の安全保

障の確保に貢献す

る。 
海洋状況把握に

ついて、安全保障関

係機関と連携し、政

府の検討を支援す

るとともに、先進的

な地球観測衛星、船

舶に関する情報を

衛星から取得する

ための船舶自動識

別装置（AIS）、関連

するデータ処理・解

析技術に係る研究

開発・運用及び衛星

データ利用の推進

を通じ、我が国の海

洋状況のより詳細

な把握に貢献する。 
 早期警戒機能等

計画の策定（平成

27 年）を踏まえ、前

中長期目標から新

たに JAXA の事業

の柱として掲げら

れた安全保障分野

に係るこれまでの

取組として、情報収

集衛星に係る政府

からの受託や、防衛

装備庁との包括協

定締結に基づく宇

宙航空分野での研

究協力及び双方向

での人材交流の開

始により、安全保障

関係機関との緊密

な連携体制を構築

するに至った。今中

長期目標期間にお

いては、このような

取組を更に発展さ

せ、防衛省や海上保

安庁をはじめとす

る政府の安全保障

関係機関との連携

を一層強化し、以下

の取組により我が

国の安全保障の確

保に貢献する。 
海洋状況把握に

ついて、政府の安全

保障関係機関と連

携し、先進的な地球

観測衛星等の知見

の提供により政府

の検討を支援する。

また、先進的な地球

観測衛星や船舶に

関する情報を衛星

から取得するため

の船舶自動識別装

我が国の安全保障

の確保に貢献する。 
海洋状況把握に

ついて、政府の安全

保障関係機関と連

携し、先進的な地球

観測衛星等の知見

の提供により政府

の検討を支援する。

また、衛星による船

舶の航行状況把握

について、安全保障

関係機関での利用

価値を向上させる

ため、先進的な地球

観測衛星や船舶に

関する情報を衛星

から取得するため

の AIS の研究開発

を行うとともに、機

械学習等を利用し

た船舶画像識別や

複合的なデータ利

用に関する応用研

究を行う。 
 早期警戒機能等

について、政府の安

全保障関係機関と

連携し、政府が行う

赤外線センサの宇

宙空間での実証研

究を支援するため、

ALOS-3 への赤外

線センサの相乗り

搭載に向け、防衛装

備庁からの受託に

よる衛星搭載型２

波長赤外線センサ

の開発を継続する

とともに、我が国の

早期警戒能力の確

保に向けた民生技

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに伴

う成果が生まれて

いるか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保及

び安全・安心な社会

の実現に係る取組

の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

備の整備・維持・運

用の状況等） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果（例：

基幹ロケットの打

上げ成功率・オンタ

イム成功率等） 
（マネジメント等

指標） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況

（例：協定・共同研

レーダ (SAR)の観測デ

ータ、船舶自動識別装

置(AIS)で取得した船舶

情報、地球環境観測デ

ータ(衛星全球降水マッ

プ(GSMaP)による降水

量、水循環変動観測衛

星「しずく」(GCOM-W)
や気象衛星「ひまわり」

による大気・海洋関連

データプロダクト)の利

活用が定着・拡大し、海

洋状況把握(MDA)の能

力向上に貢献した。当

該貢献が認められ、

2018 年 7 月 16 日に海

上保安庁長官表彰を受

賞した。 
 

２．政府における海洋

情報の効果的な集約・

共有・提供への貢献  
海洋基本計画に基づ

き整備された「海洋状

況表示システム (海し

る)」(海洋に関する情報

を一元化的に取り扱う

システム、2019 年度か

ら 運 用 予定 ) に 、①

JAXA の GCOM-W、

GSMaP 等の衛星観測

データの提供、②衛星

観測データ利活用に係

る技術支援を行うな

ど、当該システムの構

築に貢献した。 
３．なお、防衛装備庁か

ら受託している衛星搭

載型２波長赤外センサ

の開発を含め、年度計

画で設定した業務は、

計画通り実施した。 

が更に進展し、海洋状況把握

(MDA)の能力向上が図られた

ことで、我が国の安全保障の

確保に貢献する等、「研究開発

成果の最大化」に向けて顕著

な成果の創出があったと評価

する。 
 

貢献した。また、海洋基本計画に基づき整備された「海洋状況表示システム（海し

る）」に対して、衛星観測データの提供及び衛星観測データ利活用に係る技術支援を

行うことで、当該システムの構築に貢献した。これらの取組により、国の安全保障機

関との協力関係を構築し、海洋状況把握の実用に貢献したことが、顕著な成果の創出

であると認められた。 
 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○今後は、民生分野、産業化の領域（海象、水産、海運等）での成果拡大や、国際的

な視点での優位性検討と優位獲得への取組を期待する。 

 

○宇宙産業育成のためには、ＪＡＸＡが率先して衛星データ利用の実利用を進め、

民間企業主導の衛星データ利用を進めることが望まれる。具体的には、ＪＡＸＡが

衛星データ利用のための技術開発をし、それを民間に移転することや、ＪＡＸＡの

衛星データとベンチャー企業の衛星データを組み合わせて実利用するための技術を

開発するなど積極的に進めてもらいたい。 

 

○我が国を取り巻く海洋に関わる状況を的確に把握することは、安全保障の面から

重要な課題であり、関係諸機関との協力関係が緊密になっている。衛星データ利用

の精度を更に上げてもらいたい。 

 

○自動船舶識別装置（AIS）と合成開口レーダ（SAR）データを利用した海洋状況把

握の実用化を拡大したことは高く評価できる。 

 

○衛星ベースの AISは、海洋状況を把握するツールとして不可欠なインフラとなり

つつある。成果のアピールとともに、ミッションの継続性を担保すべきではない

か。 



について、安全保障

関係機関と連携し、

要素技術に係る政

府の有効性実証の

支援を行うととも

に、我が国の早期警

戒能力の確保に向

けた民生技術など

の幅広い技術の活

用可能性を含む今

後の在り方に関す

る政府の検討を踏

まえ、将来必要とな

る要素技術に係る

研究開発等を推進

する。 
安全保障関係機関

との連携を深め、将

来的な安全保障分

野での宇宙の利用

ニーズを捉えた研

究開発を推進する。 

置（AIS）、関連する

データ処理・解析技

術について、船舶検

出率を向上させる

研究開発及び衛星

データ利用の推進

を行うとともに、先

進 レ ー ダ 衛 星

（ALOS-4）での協

調観測により船舶

の航行状況をより

正確に把握する技

術を実証する。 
 早期警戒機能等

について、政府の安

全保障関係機関と

連携し、政府が行う

赤外線センサの宇

宙空間での実証研

究を支援するため、

先 進 光 学 衛 星

（ALOS-3）への赤

外線センサの相乗

り搭載に対応する

とともに、我が国の

早期警戒能力の確

保に向けた民生技

術などの幅広い技

術の活用可能性を

含む今後の在り方

に関する政府の検

討を踏まえ、将来必

要となる要素技術

に係る研究開発等

を推進する。 
政府の安全保障関

係機関との連携を

深め、将来的な安全

保障分野での宇宙

の利用ニーズを捉

えた研究開発を推

進する。 

術などの幅広い技

術の活用可能性を

含む今後の在り方

に関する政府の検

討を踏まえ、将来必

要となる要素技術

に係る研究開発等

を推進する。 
政府の安全保障関

係機関との連携を

深め、将来的な安全

保障分野での宇宙

の利用ニーズを捉

えた研究開発を推

進する。 

究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

受託件数等） 

 
 



注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．３．７ 宇宙システム全体の機能保証 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
防衛計画の大綱 
中期防衛力整備計画 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ② 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（※） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

－ － －       予算額（千円） 2,227,890        
        決算額（千円） 1,882,437       

         経常費用（千円） －       
         経常利益（千円） －       
         行政サービス実施

コスト（千円） 
－       

         従事人員数 9       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない                            （※）予算額、決算額、従事人員数は、それぞれ「Ⅲ.3.5 宇宙状況把握」と「Ⅲ3.7 宇宙システム全体の機能保証」の合計数。 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．７．宇宙システ

ム全体の機能保証 
 
安全保障や国民

生活・社会経済活動

における宇宙シス

テムへの依存度が

１．７．宇宙システ

ム全体の機能保証 
 
我が国の人工衛

星や地上設備など

の宇宙システム全

体の機能保証の強

１．７．宇宙システ

ム全体の機能保証 
 
内閣府や防衛省

をはじめとする政

府の安全保障関係

機関と連携し、政府

＜評価軸＞ 
【安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現】 
○我が国の安全保障

の確保及び安全・安

心な社会の実現に

１．防衛省・防衛装備庁

等関係府省との連携強

化 
宇宙安全保障の確保に

向けた取組として、2 波

長赤外線センサの実証

研究及び宇宙状況監視

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
 宇宙システム全体の機能保

証強化に向けて、関連するプ

ロジェクトを着実に遂行する

とともに、安全保障関係機関

との連携を強化することによ

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できたため。 

 
＜評価すべき実績＞ 
○「防衛計画の大綱」等に JAXA の名前が記載され、シュリーバー演習への初参加

など、安全保障機関との連携が着実に推進されている。 



高まる一方で、宇宙

システムに対する

脅威・リスクが増大

しており、宇宙空間

の安定的利用を確

保することが喫緊

の課題となってい

る。宇宙空間におけ

る異変が我が国の

安全保障等に悪影

響を及ぼすことを

防ぐため、我が国の

人工衛星や地上設

備などの宇宙シス

テム全体の機能保

証の強化の必要性

が高まっている。 
これを踏まえ、宇

宙システム全体の

機能保証について、

内閣府や防衛省を

はじめとする安全

保障関係機関と連

携し、政府の検討に

対し、機能保証の観

点から宇宙システ

ムの開発や運用に

関する知見を提供

するなどの技術的

な支援を行い、我が

国の宇宙システム

全体の機能保証に

貢献する。また、機

能保証と密接な関

係にある我が国の

将来の射場や即応

型小型衛星等の在

り方に関する政府

の検討についても

技術的な支援を行

う。 
また、政府の検討を

化の必要性を踏ま

え、政府において、

「宇宙システム全

体 の 機 能 保 証

(Mission 
Assurance)の強化

に関する基本的考

え方」（平成 29 年４

月 20 日、宇宙シス

テムの安定性強化

に関する関係府省

庁連絡会議）が策定

され、宇宙システム

の機能保証強化に

関連する施策につ

いて具体化に向け

た検討が進められ

ている。これらを踏

まえ、宇宙システム

全体の機能保証に

ついて、内閣府や防

衛省をはじめとす

る政府の安全保障

関係機関と連携し、

政府の機能保証強

化策の検討や宇宙

システム全体の脆

弱性評価、機能保証

強化のための机上

演習等の政府の取

組に対し、機能保証

の観点から宇宙シ

ステムの開発や運

用に関する知見を

提供するなどの技

術的な支援を行い、

我が国の宇宙シス

テム全体の機能保

証に貢献する。ま

た、機能保証と密接

な関係にある我が

国の将来の射場や

の機能保証強化策

の検討や宇宙シス

テム全体の脆弱性

評価、機能保証強化

のための机上演習

等に向けた政府の

取組に対し、機能保

証の観点から宇宙

システムの開発や

運用に関する知見

を提供するなどの

技術的な支援を行

い、我が国の宇宙シ

ステム全体の機能

保証に貢献する。ま

た、機能保証と密接

な関係にある我が

国の将来の射場や

即応型小型衛星等

の在り方に関する

政府の検討につい

ても技術的な支援

を行う。 
政府が進める宇宙

システムの脆弱性

評価を、「宇宙シス

テム全体の機能保

証 (Mission 
Assurance)の強化

に関する基本的考

え方」（平成 29 年４

月 20 日、宇宙シス

テムの安定性強化

に関する関係府省

庁連絡会議）に基づ

き、我が国の安全保

障や国民の経済活

動等に重要な役割

を果たす JAXA が

保有する宇宙シス

テムに対して行い、

評価結果を踏まえ

貢献する取組の立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに伴

う成果が生まれて

いるか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保及

び安全・安心な社会

の実現に係る取組

の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

備の整備・維持・運

用の状況等） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果（例：

基幹ロケットの打

上げ成功率・オンタ

イム成功率等） 
（マネジメント等

指標） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況

（SSA）という重要プ

ロジェクトを着実に遂

行している。 
また、防衛省/防衛装備

庁との間での人事交流

及び防衛省が主催する

報告会への講師派遣等

の推進・拡充を図るこ

とでも、着実に連携を

強化した。 
特に 2018 年度におい

ては、宇宙システム全

体の機能保証強化に向

けた多国籍机上演習

「シュリーバー演習」

に初参加した。 
 
２．国の政策文書にお

ける JAXA の役割 
更に、2018 年 12 月に

閣議決定された「防衛

計画の大綱」「中期防衛

力整備計画」において、

宇宙領域における能力

の獲得にあたり、JAXA
との連携強化を図るこ

とが明示された（我が

国の防衛政策の上で

JAXA の名前が記述さ

れるのは初めて）。 
※『宇宙領域を活用し

た情報収集、通信、測位

等の各種能力を一層向

上させるとともに、宇

宙空間の状況を地上及

び宇宙空間から常時継

続的に監視する体制を

構築する。（中略）その

際、民生技術を積極的

に活用するとともに、

宇宙航空研究開発機構

（JAXA）等の関係機関

り、年度計画で設定した業務

を計画通り実施した。 
 
 

 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○宇宙システム全体の機能保証に関し、安全保障の側面が重要であることは当然だ

が、その他の側面に言及が無かったことが気になる。社会システムの宇宙依存が増す

今後に向けて、民生・産業分野での影響も考慮した取組も検討頂ければ 
 
○光通信、宇宙状況把握（SSA）、海洋監視など新たなシステムが研究開発されてい

る。常にミッションアシュアランスの観点からアーキテクチャ評価・脆弱性評価を行

うことが望まれる。 



踏まえ、我が国の安

全保障や国民生活・

社会経済活動等に

重要な役割を果た

す JAXA が保有す

る宇宙システムの

脆弱性評価を行う

とともに、その結果

を踏まえた必要な

取組を進める。 

即応型小型衛星等

の在り方に関する

政府の検討につい

ても技術的な支援

を行う。 
また、上記政府の基

本的考え方に基づ

き、我が国の安全保

障や国民の経済活

動等に重要な役割

を果たす JAXA が

保有する宇宙シス

テムの脆弱性評価

を行うとともに、そ

の結果を踏まえた

必要な取組を進め

る。 

必要に応じ政府の

検討結果に基づく

対応に取り組む。 

（例：協定・共同研

究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

受託件数等） 

や米国等の関係国との

連携強化を図る。』（「平

成 31年度以降に係る防

衛計画の大綱」，p.18-
19） 
※『宇宙領域を専門と

する職種の新設や教育

の充実を図るほか、民

生技術を積極的に利活

用するとともに、宇宙

航 空 研 究 開 発 機 構

（JAXA）等の関係機関

や米国等の関係国に宇

宙に係る最先端の技

術・知見が蓄積されて

いることを踏まえ、人

材の育成も含め、これ

らの機関等との協力を

進める。』（「中期防衛力

整備計画」，p.6-7 ） 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．３．８ 宇宙科学・探査 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 
（例）重要度：「高」（○○の達成に向けて、本法人における××事

業が主要な役割を果たすものであるため） 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285、0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 
 
 
 
 
 

大学共同利

用設備の利

用件数 
－ 87 

      予算額（千円） 17,106,903       
決算額（千円） 17,435,242        
経常費用（千円） －       

女性・外国人

の教員採用

数 
－ 1 

      経常利益（千円） －       
行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

日本学術振

興会のフェ

ロー数 
－ 8 

      従事人員数 307       
 

大学共同利

用連携拠点

数 
－ 5 

      

学生受入数

及び学位取

得者数 
－ 

受入学生

数： 278
名、学位

取 得 者

数：67 名 

      

査読付き論

文数 
－ 427 

      

高被引用論

文数 
－ 56 

      



学術表彰の

受賞件数 
－ 8 

      

科研費等外

部資金の申

請数と取得

額 

－ 
125 件 

1,261,27
8 千円 

      

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．８．宇宙科学・探

査 
 
宇宙科学・探査に関

する研究の推進によ

り、英知を結集して人

類共通の知的資産を

創出するとともに、宇

宙空間における活動

領域の拡大を可能と

する革新的・萌芽的な

技術の獲得を通じた

新たな宇宙開発利用

の開拓を目指し、世界

最高水準の成果創出

及び我が国の国際的

プレゼンスの維持・向

上に貢献する。 
上述の目標の実現

に当たっては、他機関

と連携して、宇宙基本

計画にて定める「戦略

的中型計画」、「公募型

小型計画」、「多様な小

規模プロジェクト」の

各機会を活用し、人工

衛星・探査機及び観測

ロケットや大気球等

の小型飛翔体の着実

な開発と運用により、

世界最高水準の科学

１．８．宇宙科学・探

査 
 
宇宙科学に係る人

類共通の知的資産の

創出及び革新的・萌芽

的な技術の獲得を通

じた新たな宇宙開発

利用の可能性の開拓

を目指し、国内外の研

究機関等との連携を

強化して宇宙科学研

究を推進する。具体的

には、「宇宙の始まり

と銀河から惑星に至

る構造形成の解明」、

「太陽系と生命の起

源の解明」、「宇宙機及

び宇宙輸送システム

に関わる宇宙工学技

術の革新」を目標とし

て位置付け、世界的に

優れた研究成果を創

出する。 
 
（１）学術研究の推進 
宇宙科学研究の推進

に当たっては、大学の

研究者等との有機的

かつ多様な形での共

同活動を行う大学共

１．８．宇宙科学・探

査 
 
「宇宙の始まりと銀

河から惑星に至る構

造形成の解明」、「太陽

系と生命の起源の解

明」、「宇宙機及び宇宙

輸送システムに関わ

る宇宙工学技術の革

新」を目標として位置

付け、世界的に優れた

研究成果の創出に取

り組む。 
 
（１）学術研究の推進 
宇宙科学研究の推

進に当たっては、大学

の研究者等との有機

的かつ多様な形での

共同活動を行う大学

共同利用システムの

下でのミッション提

案に加え、長期的な視

点での取組が必要な

宇宙探査等について、

ミッション創出と技

術開発を両輪とした

効果的な推進（プログ

ラム化）や、国際協力

及び国際宇宙探査へ

＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と産

業振興】 
○新たな事業の創出等

の宇宙利用の拡大及

び産業振興、宇宙産業

の国際競争力強化に

貢献するための立案・

検討・マネジメントは

適切に進められたか。

それに伴う成果が生

まれているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大と産

業振興、宇宙産業の国

際競争力強化に係る

取組の成果（品質・コ

スト・スケジュール等

を考慮した取組を含

む） 
（マネジメント等指

標） 
○研究開発等の実施に

係る事前検討の状況 
○研究開発等の実施に

係るマネジメントの

状況（例：研究開発の

進捗管理の実施状況、

施設・設備の整備・維

持・運用の状況等） 

１．小惑星探査機「は

やぶさ２」が、小惑星

リュウグウへのラン

デブーに成功し、9 月

~10 月には、２機のロ

ーバ（ミネルバ２）と

ドイツ航空宇宙セン

ター（DLR）/フランス

国立航空宇宙センタ

ー（CNES）が開発し

た １ 機 の ラ ン ダ

（MASCOT）を探査

機から分離、小惑星へ

の着地に成功した。ミ

ネルバ２はホッピン

グという日本独自の

新しい移動方式によ

り世界で初めて小惑

星表面の移動探査に

成功し，精細な画像観

測と温度計測を行っ

た。また、リュウグ表

面は岩だらけで、着

地・試料採取の前提と

していた直径100m程

度以上の平坦な場所

がなかったことから、

個々の岩の高さや地

形データの高精度化、

場所ごとのわずかな

重力の差の詳細把握、

＜評定と根拠＞ 
評定：S 
特に顕著な成果を創出し

ており、具体的には、①小惑

星探査機「はやぶさ２」によ

る小惑星リュウグウへのラ

ンデブー、ローバー及びラ

ンダ―の小惑星への着地成

功、世界最高のピンポイン

ト着陸誘導制御の実現、プ

ロジェクタイルの発射等、

これまでの活動が高く評価

された。②「あらせ」や「あ

かつき」など宇宙科学分野

において日本が先導してい

る様々な領域において世界

トップクラスの科学的成果

を創出した。 
 
 
 

評定 S  
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等につ

いて諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出や将来的

な特別な成果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
小惑星探査機「はやぶさ２」の小惑星リュウグウへのランデブー成功及び世

界最高精度のピンポイント着陸制御の実現による小惑星へのタッチダウン成功

を筆頭とした「はやぶさ２」の一連の成果により、小惑星探査において世界を

先導する地位を確固たるものとした。宇宙科学研究所のマネジメントにおいて

も、「プログラム化と技術のフロントローディング」の提案や今後の科学・探査

分野を支える研究者の育成・採用・活用の計画を戦略的に議論していく「宇宙

研人材委員会」の制定、「テニュアトラック型特任助教制度」での助教の採用な

ど、課題解決への対応が図られている。これらは、特に顕著な成果の創出であ

ると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○当該項目が示す範囲が、「宇宙科学・探査」という「分野」を指しているのか、

あるいは「宇宙科学研究所」という「場所」を指しているのかが不明確である。

法人全体という視点で考えれば、所管部門ごとの項目とするのではなく、部門

間の横通しの連携や協力もあり得るはずである。宇宙科学研究所は、「宇宙科学・

探査」という分野を超えて、多面的な役割を担っており、当該部門のガバナン

ス・評価についても、宇宙科学・探査のみならず、衛星リモートセンシングや

宇宙輸送システムなど、関連する他領域についても明示的に役割を配分し、評

価することが望まれる。 
 
○科学的成果の普及啓発以外の面においても、我が国の社会・国民に対してど

のようなアウトカムを創出できているのか、国民からみた宇宙科学・探査の意

義について、納税者の視点に立った不断の検討と成果の提示が必要である。例

えば「はやぶさ」、「はやぶさ２」の成果がどのように生活に係わってくるのか



的成果を創出する。 
宇宙科学・探査ミッ

ションの遂行及び研

究に当たっては、大学

共同利用システムを

通じたボトムアップ

を基本として、国際宇

宙探査との連携も考

慮した上で、長期的な

視点に立って戦略的

に成果を得られるよ

うプログラム化も行

いつつ推進する。ま

た、プロジェクトの創

出及び実施に当たっ

ては、大学共同利用シ

ステムの下で大学を

含む外部機関等との

連携を強化する。 
また、上述の取組を

通じて得た研究開発

成果について、民間事

業者等との連携等に

よる産業振興への貢

献をはじめとした社

会還元に努める。 
なお、宇宙科学に関

する研究は長期的な

視点での取組が必要

であることから、人材

育成をはじめとした

必要な施策を進め、研

究開発を担う人材を

積極的かつ継続的に

確保する。 
さらに、大学院教育へ

の協力を行い、宇宙航

空分野にとどまらず

産業界を含む幅広い

分野で活躍する人材

の育成に貢献する。 

同利用システムの下

でのミッション提案

に加え、長期的な視点

での取組が必要な宇

宙探査等について、ミ

ッション創出と技術

開発を両輪とした効

果的な推進（プログラ

ム化）や、国際協力及

び国際宇宙探査との

連携の観点にも考慮

しつつ、JAXA が宇宙

科学の長期的・戦略的

なシナリオを策定し、

実施する。また、シナ

リオの実施に必要な

技術目標（宇宙科学技

術ロードマップ）を定

め、長期的な視点での

技術開発を進める。 
さらに、研究の更なる

活性化の観点から、ミ

ッションの立ち上げ

から終了までを見据

えたミッション実現

性の事前検討機能の

充実及び大学共同利

用連携拠点の更なる

拡大・充実を行う。 
以上の基本方針に基

づき、宇宙基本計画に

て定める「戦略的に実

施する中型計画」、「公

募型小型計画」、「多様

な小規模プロジェク

ト（戦略的国際協同計

画、小規模計画）」の各

機会を活用して、衛

星・探査機、小型飛翔

体実験（観測ロケッ

ト、大気球）の開発・

打上げ・運用を一貫し

の貢献の観点にも考

慮しつつ、JAXA が宇

宙科学の長期的・戦略

的なシナリオ（以下、

「シナリオ」という。）

を策定する。また、策

定したシナリオの実

施に必要な技術目標

（宇宙科学技術ロー

ドマップ）の作成を進

める。 
さらに、研究の更な

る活性化の観点から、

ボトムアップによる

ミッション提案、特に

新規分野からの提案

を促進するために、ミ

ッションの立ち上げ

から終了までを見据

えたミッション実現

性の事前検討機能の

充実及び大学共同利

用連携拠点の更なる

拡大・充実のための方

策を検討する。 
以上を踏まえ、具体的

には、「戦略的に実施

する中型計画」、「公募

型小型計画」、及び「多

様な小規模プロジェ

クト（戦略的国際協同

計画、小規模計画）」の

候補ミッションの選

定を行う。衛星・探査

機については、次項に

定めるとおり開発等

を進めるとともに、小

型飛翔体（観測ロケッ

ト、大気球）による実

験機会を提供する。 
衛星・探査機の開発

にあたっては、宇宙科

○民間事業者等の外部

との連携・協力の状況 
＜モニタリング指標

＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマーク

に照らした研究開発

等の成果（例：基幹ロ

ケットの打上げ成功

率・オンタイム成功率

等） 
○宇宙実証機会の提供

の状況（例：民間事業

者・大学等への実証機

会の提供数等） 
○研究開発成果の社会

還元・展開状況（例：

知的財産権の出願・権

利化・ライセンス供与

件数、受託件数、ISS 
利用件数、施設・設備

の供用件数等） 
○新たな事業の創出の

状況（例：JAXA が関

与した民間事業者等

による事業等の創出

数等） 
○外部へのデータ提供

の状況（例：国内外の

関係機関等への衛星

データ提供数等） 
（マネジメント等指

標） 
○民間事業者等の外部

との連携・協力の状況

（例：協定・共同研究

件数、技術支援件数、

JAXA の施策・制度

等への民間事業者・大

学等の参入数又は参

加者数等） 
○外部資金等の獲得・

ターゲットマーカー

を活用した高精度の

誘導制御、地面の傾斜

や岩の高さ等に合わ

せた機体の傾き調整、

など様々な対策を施

すことにより、「はや

ぶさ２」は精度 3m と

いう世界最高のピン

ポイント着陸誘導制

御を実現し、2019 年 2
月に小惑星にタッチ

ダウン（実際には目標

地点から約１ｍの誤

差）することに成功し

た。プロジェクタイル

が発射されたことが

確認でき、リュウグウ

のサンプルを採取で

きていることが期待

される。「はやぶさ」

（初号機）によって世

界で初めて小惑星に

着陸してサンプルを

持ち帰り、小惑星探査

の世界的潮流を作っ

た日本が、世界で 2 番

目となる小惑星サン

プルリターンミッシ

ョンも着実に遂行し

ており、小惑星探査に

おいて世界を先導し、

今後も牽引し続ける

確固たる基盤を確立

しつつある。さらに、

タッチダウン時の画

像取得にも成功し、メ

ディアや国民から大

きな関心を得て、日本

の宇宙探査技術の高

さを示すことができ、

新たな国際協力に繋

など、今後、説明責任を十分に果たしていく必要がある。 
 
○産業化への貢献が難しい領域ではあるが、宇宙科学・探査も、開発が終わっ

てから産業化を考えるのではなく、常に同時に産業化を考えながらすすめてい

くことが重要である。今後は、全ての宇宙科学・探査のプロジェクトにおいて、

産業化への貢献についても評価することを期待する。 
 
○「宇宙研人材委員会」をはじめ、法人の各研究人材制度（プロジェクト研究

員制度、国際ヤングフェローシップ等）の実績データ調査・追跡調査などの実

施結果をまとめる必要がある。昨年度に指摘のあった「大学共同利用機関（シ

ステム）」としての評価基準と合わせて検討されることを期待する。 
 
○他機関との人事交流について、平成 30 年度は転出が１名と低調であったと

考える。クロスアポイントメント制度によって宇宙科学研究所に人材を取り入

れる方向は効果的に進められているようであるが、法人から関係機関に人材を

輩出するという観点での人材交流・人材育成の見通し・構想について示すこと

を希望する。（「大学への転出促進のための制度」の整備状況の報告も含め） 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○科学の領域で、世界の状況を良く見た上で差別化ポイントを見出し、世界最

先端の成果を出していることは、高く評価できる。 
 
○「はやぶさ２」の成果は大変素晴らしいが、それ以外の成果を目にする機会

は少ない。「はやぶさ２」に依存し過ぎぬよう次の核となる差別化ポイントを不

断に検討し、長期ミッション計画に反映することを期待する。 
 
○企業スポンサーの獲得などにより、宇宙探査の原資を主体的・持続的に確保

していくことが期待される。 
 
○「はやぶさ２」が多大な成果を上げている背景には、「はやぶさ」（初号機）

や他のＪＡＸＡミッションで獲得された経験や資源が有効的に活用されている

ことがあると考えられる。「はやぶさ２」のミッションを通じて獲得した知見等

についても、今後のミッションに有効的に活用されることを強く期待する。 
 
○「はやぶさ２」のミッションがもたらした成果は絶大である。国際的なプレ

ゼンスも極めて高く、計測技術や誘導制御技術など、モビリティ等今後大きく

変貌が予測される分野に寄与するものであり、産業界への転用・競争力強化へ

の貢献に期待する。 
 
○ＮＡＳＡの最終選考で惜しくも選出されなかった CAESAR プロジェクトへ

の参画を例に、国際的な競争力を更につけるためにも、今後もＪＡＸＡの強み

を生かせる海外のミッションへの参画等の魅力的機会があれば、うまく捉えて



て行う。 
衛星・探査機の開発に

あたっては、宇宙科学

研究所のみならず、

JAXA 全体で密に連

携し、大型化・複雑化

する衛星・探査機シス

テムを確実に開発す

る。また、これらのプ

ロジェクトから創出

される世界一級の観

測データ（採取した地

球外の物質試料を含

む）は、国際的に広く

活用されるようユー

ザーフレンドリーな

形態で公開する。 
世界最先端の成果創

出を続けるには、人材

育成と人材流動性、人

材多様性の確保が必

須であることから、そ

のための取組を行う。

具体的には、引き続

き、世界的業績を有す

る研究者の招聘、終身

雇用（テニュア）教育

職への外国人や女性

の積極的採用、終身雇

用を見据えた有期雇

用（テニュアトラッ

ク）特任助教制度の整

備、大学への転出促進

のための制度整備、ク

ロスアポイントメン

ト制度の活用等の施

策を進める。 
 
（２）研究開発・運用

を行う衛星・探査機等 
①宇宙の始まりと銀

河から惑星に至る構

学研究所のみならず、

JAXA 全体で密に連

携することで、大型

化・複雑化する衛星・

探査機システムを確

実に開発する。また、

これらのプロジェク

トから創出される世

界一級の観測データ

（採取した地球外の

物質試料を含む）は、

国際的に広く活用さ

れるようユーザーフ

レンドリーな形態で

公開する。 
人材育成と人材流

動性、人材多様性の確

保に向けた取組とし

て、世界的業績を有す

る研究者の招聘、終身

雇用（テニュア）教育

職への外国人や女性

の積極的採用、終身雇

用を見据えた有期雇

用（テニュアトラッ

ク）特任助教制度の整

備、大学への転出促進

のための制度整備、ク

ロスアポイントメン

ト制度の活用等の施

策を進める。 
 
（２）研究開発・運用

を行う衛星・探査機等 
宇宙科学の目標の

達成に向け、科学衛

星・探査機プロジェク

トの立ち上げに向け

た検討・研究、開発及

び運用を行う。 
 
①宇宙の始まりと銀

活用の状況（例：民間

資金等を活用した事

業数等） 
＜評価軸＞ 
【宇宙科学・探査分野

における世界最高水

準の成果創出及び国

際的プレゼンスの維

持・向上等】 
○世界最高水準の科学

成果の創出や我が国

の国際的プレゼンス

維持・向上等に貢献す

る宇宙科学研究、宇宙

探査活動、有人宇宙活

動等の立案・検討・マ

ネジメントは適切に

進められたか。それに

伴う成果が生まれて

いるか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙科学・探査分野

における世界最高水

準の成果創出及び国

際的プレゼンスの維

持・向上等に係る取組

の成果 
（マネジメント等指

標） 
○研究開発等の実施に

係る事前検討の状況 
○研究開発等の実施に

係るマネジメントの

状況（例：研究開発の

進捗管理の実施状況、

施設・設備の整備・維

持・運用の状況等） 
○大学・海外機関等の

外部との連携・協力の

状況 
＜モニタリング指標

がるとともに、宇宙開

発の意義価値への理

解増進に繋がった。 
２．小惑星探査機「は

やぶさ 2」による小惑

星リュウグウの探査

活動に基づく科学的

な初期成果をまとめ

た 3 編の論文が、

Science（サイエンス）

誌に掲載され、天体の

形成の解明や地球の

水の起源解明に大き

な貢献をした。また、

プロジェクトのミッ

ションマネージャで

ある吉川准教授が、

Nature（ネイチャー）

誌が選ぶ今年の 10 人

“The 2018 Nature‘s 
10”に選出された。イ

オンエンジンの技術

開発に関する多年に

渡る功績が評価され、

國中所長が 2018 年度

東レ科学技術賞を授

与された。これらは、

第三者から高い評価

が得られていること

を表しており、宇宙科

学探査の意義価値理

解の増進が図られた。 
３．次に示す「あらせ」

や「あかつき」の成果

の例の様に、従来より

増して多くの査読付

き論文（前年比約 1.3
倍）が学術誌に掲載さ

れ、宇宙科学分野にお

いて日本が先導して

いる様々な領域にお

いて世界トップクラ

可能性を広げることを望む。 
 
○今後の宇宙科学、宇宙研の活動を支える人材の確保は、引き続き重要な課題

である。新たに設置された「宇宙研人材委員会」で、女性の採用も含めて具体

的な人材育成の戦略を練ってもらいたい。 
 
○宇宙探査に対する予算制約が厳しい中で、現段階における「はやぶさ２」の

成果は顕著であり、我が国の高い技術水準を示すものでもあり、高く評価でき

る。また、関連して優れた学術論文が投稿されており、宇宙科学の進化に大き

な貢献をしている。 
 
○宇宙科学・探査においては、「はやぶさ２」などの運用中の重要イベントにつ

いては、当該年度の論文成果等にもつながるため、当該年度をもって評価する

ことが妥当。 
 
○「はやぶさ２」の小惑星リュウグウへのランデブー成功、２機のローバと１

機のランダの探査機からの分離、小惑星への着地成功、ホッピングという日本

独自の新しい移動方式による世界初の小惑星表面の移動探査の成功、当初の計

画を遥かに上回る精度３ｍの世界最高ピンポイント着陸誘導制御の実現による

タッチダウン成功など、ＪＡＸＡの技術力の高さは高く評価できる。 
 
〇ＪＡＸＡ統合以来最も低い予算であることを踏まえ、これからの日本の技術

を考える上でも、予算付けの在り方及び更なる民間利用のための展開手法を検

討する必要がある。 



造形成の解明 
・X線による宇宙の高

温プラズマの高波長

分解能観測を実施す

るための X 線天文衛

星代替機の開発及び

運用を行う。 
・これまでにない感

度での赤外線による

宇宙観測を実施する

ための次世代赤外線

天文衛星 (SPICA)の
プロジェクト化に向

けた検討を行う。 
 
②太陽系と生命の起

源の解明 
・水星の磁場・磁気

圏・内部・表層の総合

観測を実施するため

の水星探査計画／水

星 磁 気 圏 探 査 機

（ BepiColombo/MM
O）の開発及び水星到

着に向けた運用を行

う。 
・惑星間ダスト及び

地球飛来ダストの母

天体の観測を実施す

るための公募型小型

計画２の候補として

選定された事項につ

いてプロジェクト化

に向けた研究を行う。 
・火星及び衛星の近

傍観測と衛星からの

サンプル回収を実施

するための火星衛星

探査計画（MMX）の

開発及び運用を行う。 
・ 欧 州 宇 宙 機 関

（ESA）が実施する木

河から惑星に至る構

造形成の解明 
 X 線天文衛星代

替機の基本設計

を進める。 
 次世代赤外線天

文 衛 星 (SPICA)
について、欧州宇

宙機関でのミッ

ション公募の選

抜状況を踏まえ

つつ、プロジェク

ト化に向けた検

討を行う。 
 
②太陽系と生命の起

源の解明 
水星探査計画／水

星 磁 気 圏 探 査 機

（ BepiColombo/MM
O）の開発を完了し、

打上げ前射場作業、打

上げ支援及び運用支

援を行う。 
 公募型小型計画

２の候補として

選定された事項

についてプロジ

ェクト化に向け

た研究を行う。 
 火星衛星探査機

（MMX）の開発

研究を行う。 
 欧 州 宇 宙 機 関

（ESA）が実施す

る木星氷衛星探

査計画（JUICE）

に参画する。 
 以下の衛星・探査

機の運用を行う。 
 磁気圏尾部観

測 衛 星

＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマーク

に照らした研究開発

等の成果（例：著名論

文誌への掲載状況等） 
○人材育成のための制

度整備・運用の成果

（例：受入学生の進路

等） 
（マネジメント等指

標） 
○大学・海外機関等の

外部との連携・協力の

状況（例：協定・共同

研究件数等） 
○人材育成のための制

度整備・運用の状況

（例：学生受入数、人

材交流の状況等） 
○論文数の状況（例：

査読付き論文数、高被

引用論文数等） 
○外部資金等の獲得・

活用の状況（例：科研

費等の外部資金の獲

得金額・件数等） 

スの科学的成果を創

出した。米国地球物理

学 連 合 の レ タ ー 誌

（ Geophysical 
Research Letters）に 
“Initial results of the 
ERG (Arase) project 
and multi-point 
observations in 
geospace” として、ジ

オスペース探査衛星 
「あらせ」（ERG）の初

期科学成果の特集が

組まれた。また、金星

探査機「あかつき」

（PLANET-C）による

観測で、金星を覆う雲

のなかに巨大な筋状

構造を発見、さらに、

大規模な数値シミュ

レーションにより、こ

の筋状構造のメカニ

ズムを解き明かした。

この研究成果は、英国

科 学 雑 誌 Nature 
Communications に

掲載された。 
４．宇宙政策委員会 
宇宙産業・科学技術基

盤部会 宇宙科学・探

査小委員会において、

昨今の宇宙科学・探査

における国際状況等

を踏まえつつ、我が国

の優位性の確保及び

科学技術基盤の維持・

強化を目的として、長

期的、戦略的な視点に

立った方向付けにつ

いて検討が行われた

際、宇宙科学研究所か

らは、今後の JAXA（宇



星氷衛星探査計画

（JUICE）に参画す

る。 
・以下の衛星・探査機

の運用を行う。 
磁気圏尾部観測衛

星（GEOTAIL） 
太 陽 観 測 衛 星

（SOLAR-B） 
金 星 探 査 機

（PLANET-C） 
惑星分光観測衛星

（SPRINT-A） 
小惑星探査機はや

ぶさ２ 
ジオスペース探査

衛星（ERG） 
 
③宇宙機及び宇宙輸

送システムに関わる

宇宙工学技術の革新 
・小型探査機による

重力天体への高精度

着陸技術の実証を実

施するための小型月

着陸実証機（SLIM）

の開発及び運用を行

う。 
・前述の「宇宙科学技

術ロードマップ」に従

い、深宇宙航行を革新

するためのシステム

技術・推進技術・大気

圏突入技術、重力天体

着陸技術や表面探査

技術等、プロジェクト

を主導する工学技術

の世界最高水準を目

指した研究開発を行

う。また、宇宙輸送の

ための将来のシステ

ム技術・推進技術等の

（GEOTAIL） 
 太陽観測衛星

（SOLAR-B） 
 金 星 探 査 機

（ PLANET-
C） 

  惑星分光観

測 衛 星

（SPRINT-A） 
 小惑星探査機

はやぶさ２ 
 ジオスペース

探 査 衛 星

（ERG） 
 

③宇宙機及び宇宙輸

送システムに関わる

宇宙工学技術の革新 
 小型月着陸実証

機（SLIM）の詳

細設計を行う。 
 「宇宙科学技術

ロードマップ」の

検討を踏まえ、プ

ロジェクトを主

導する工学技術

の世界最高水準

を目指した研究

開発を行う。ま

た、萌芽的な工学

技術の研究を行

う。  
 
④その他 
 宇宙科学プロジ

ェクトの候補ミ

ッション（戦略的

中型計画２、公募

型小型計画３等）

について、初期の

成立性検討や初

期の研究開発（フ

宙研）における宇宙科

学・探査の進め方や、

新たな取り組みとし

て「プログラム化と技

術のフロントローデ

ィング」等を積極的に

提案し、「宇宙科学・探

査プログラムの考え

方」のとりまとめ等宇

宙科学・探査に関する

政策策定に大いに貢

献した。これにより、

効率的かつ効果的な

研究開発の促進が図

られ、我が国の産業・

科学技術基盤の強化

がより一層推進され

ることとなる。 
５．水星探査機「みお」

（MMO）を搭載した

BepiColombo 探査機

が、10 月にアリアン 5
ロケットにより打ち

上げられ、打上げ・運

用支援を着実に実施

し た 。 日 欧 協 力        
の大型ミッションで

ある国際水星探査計

画「BepiColombo」は、

JAXA 担当の「みお」

（MMO）と欧州宇宙

機関（ESA）担当の水

星表面探査機の2つの

周回探査機であり、本

打上げ・運用成功によ

り、国際共同ミッショ

ンに大きく貢献する

とともに、水星の磁気

圏の構造・運動の観測

が実現し、その結果人

類に影響を及ぼす太

陽系と生命の由来の



検討を含め、萌芽的な

工学技術の研究を行

う。 
 
④その他 
・宇宙科学プロジェ

クトの候補ミッショ

ン（戦略的中型計画

２、公募型小型計画

３、４等）について、

初期の成立性検討や

初期の研究開発（フロ

ントローディング活

動）を従前より充実さ

せ、プロジェクト化に

ついて検討を実施す

る。 
・我が国の宇宙科学・

宇宙探査ミッション

の自立的遂行のため、

また、国際協力による

海外機関ミッション

の遂行支援により国

際的プレゼンスを確

保する観点から、現行

深宇宙通信局の後継

局として、新たにより

高い周波数帯である

Ka 帯の受信も可能と

する深宇宙探査用地

上局の開発を進める。 
・小型飛翔体や実験・

試験設備について、多

様な実験ニーズへの

対応に向けた高度化

を図る。特に、大型の

設備に関しては、

JAXA 全体での効率

的な維持・整備を行

う。 
・宇宙科学研究の取

組の中で創出した成

ロントローディ

ング活動）を充実

させ、プロジェク

ト化について検

討を実施する。 
 現行深宇宙通信

局の後継局とし

て、深宇宙探査用

地上局の製作及

び現地据付工事

を進める。 
 小型飛翔体や実

験・試験設備につ

いて、多様な実験

ニーズへの対応

に向けた高度化

の検討や大型設

備の JAXA 全体

での効率的な維

持・整備に向けた

検討を行う。 
 宇宙科学研究の

取組の中で創出

した成果につい

て、産業振興への

貢献をはじめと

した社会還元に

向けた取組を行

う。 
 
（３）大学院教育への

協力 
宇宙航空分野に留ま

らず産業界を含む幅

広い分野で活躍し、将

来の我が国を担う人

材の育成を目的とし

て、総合研究大学院大

学、東京大学大学院と

の連携、連携大学院制

度等を活用し、教育環

境の向上に努めつつ、

解明に関し、惑星磁場

の成因、惑星磁場圏の

普遍性・特異性の解明

に大きく寄与するこ

とが期待される。 
６．世界的に優れた研

究成果の効率的な創

出を目指して戦略的

に国際協力を推進し

ており、上記以外に、

今年度において、以下

のような新規・既存プ

ロジェクト等に関す

る海外宇宙機関との

協力活動を実施し、日

本の宇宙科学・探査ミ

ッションの価値の高

さが期待され評価さ

れた。 
   ・火星衛星探査

計画（MMX）は、フラ

ンス国立宇宙研究セ

ンター（CNES）/ドイ

ツ航空宇宙センター

（DLR）と、はやぶさ

2 に搭載した小型ロー

バ “MASCOT”の次の

ス テ ッ プ と し て 、

MMX 探査機に搭載す

る小型ローバの共同

開発を検討する事を

合意した。 
   ・木星氷衛星探

査計画（JUICE）は、

観測機器の開発・運用

について、スウェーデ

ン 国 立 宇 宙 機 関

（SNSA）との協力取

り決めを締結した。 
   ・米国チームと

共同で進めている、ア

メ リ カ 航 空 宇 宙 局



果について、産業振興

への貢献をはじめと

した社会還元に向け

た取組を行う。 
 
（３）大学院教育への

協力 
宇宙航空分野に留ま

らず産業界を含む幅

広い分野で活躍し、将

来の我が国を担う人

材の育成を目的とし

て、総合研究大学院大

学、東京大学大学院と

の連携、連携大学院制

度等を活用し、教育環

境の向上に努めつつ、

研究開発の現場であ

る JAXA での学生の

受入れ指導等により、

大学院教育への協力

を行う。 

研究開発の現場であ

る JAXA での学生の

受入れ指導等により、

大学院教育への協力

を行う。 

（ NASA ） の New 
Frontiers Program 4
の候補ミッションで

ある衛星サンプルリ

タ ー ン 計 画

（CAESAR） は、

2019 年の最終選考に

向けて、検討を進め

た。 
７．宇宙科学・探査の

小規模プロジェクト

等による人的基盤強

化を目的にした「テニ

ュアトラック型特任

助教制度」において、

宇宙機応用工学研究

系及び太陽系科学研

究系で 2 名を採用し、

JUICE や DESTINY⁺
等の小規模や小型の

プロジェクトに参加

させるとともに、新た

な公募も開始し、さら

に、今後の宇宙科学・

探査分野を支える研

究者人材の育成・採

用・活用に関する方

針・計画を戦略的・計

画 的 に 議 論 す る 場

（「宇宙研人材委員

会」）を制定し、2019年

度から活動を開始す

ることとなった。ま

た、宇宙研で受け入れ

た学生を「はやぶさ 2」
の運用管制業務に参

加させるなど、宇宙科

学の最先端の現場を

体験する機会を設け

た。 
８．なお、年度計画で

設定した業務は、計画



通り実施した。 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．３．９ 国際宇宙ステーション 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 
 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0255、0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

HTV のミッ

ション成功

率 
－ 100% 

      予算額（千円） 32,218,425       
決算額（千円） 37,140,172       
経常費用（千円） －       

         経常利益（千円） －       
         行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

         従事人員数 228       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．９．国際宇宙ス

テーション 
 

日米協力をはじ

めとした多国間の

国際協力関係の象

徴として、我が国

は、有人宇宙技術の

獲得やイノベーシ

１．９．国際宇宙ス

テーション 
 
国際宇宙ステー

ションに関して以

下の取組を行う。 
（１）地球低軌道利

用の拡大と事業化

に向けた取組 

１．９．国際宇宙ス

テーション 
 
国際宇宙ステー

ションに関して以

下の取組を行う。 
 
（１）地球低軌道利

用の拡大と事業化

＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創

出等の宇宙利用の

拡大及び産業振興、

宇宙産業の国際競

争力強化に貢献す

るための立案・検

１．地球低軌道利用の

拡大と事業化に向けた

取組 
 ヤクルト社やペプチ

ドリーム社（創薬ベン

チャー）など民間企業

による「きぼう」の長期

利用のみならず、新た

に超小型衛星放出事業

＜評定と根拠＞ 
評定：A 
 ①地球低軌道利用の拡大と

事業化に向けて、これまでの

「きぼう」内におけるペプチ

ドリーム社など民間企業によ

る実験利用のみならず、新た

に超小型衛星放出事業を行う

日本企業２社を選定し、既に

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 
超小型衛星放出事業を始めとした日本実験棟「きぼう」利用事業の一部を民間へ開

放したことは革新的な取組であり、受注件数の大幅な増加など、国際宇宙ステーショ



ョンの創出及び産

業の振興、科学的知

見の創出、我が国の

国際的プレゼンス

の維持・向上への貢

献等を目的に国際

宇宙ステーション

（ISS）計画へ参画

し、国際協働による

有人宇宙活動にお

いて中核的な役割

を担ってきた。今後

は、民間事業者を含

む多様なプレイヤ

ーによる有人宇宙

活動が拡大してい

く方向性を踏まえ、

イノベーションの

創出や産業の振興、

国際競争力のある

有人宇宙技術の獲

得による我が国の

国際的プレゼンス

の維持・向上等への

貢献に重点化し、費

用対効果を向上さ

せつつ、以下の取組

を行う。 
 日米オープン・プ

ラットフォーム・パ

ートナーシップ・プ

ロ グ ラ ム (JP-US 
OP3)に基づき、ISS
計画の成果の最大

化を図り、日米協力

関係の強化に貢献

する。 
日 本 実 験 棟

（JEM）「きぼう」

が持つ微小重力環

境での実験機会を

利用して科学的・学

我が国の科学技

術政策や民間ニー

ズを踏まえ、重点化

した分野の「きぼ

う」利用サービス

（新薬設計支援、加

齢研究支援、超小型

衛星放出及び船外

ポート利用）につい

て、定時化（決まっ

た時間間隔で利用

できること）・高頻

度化・定型化等を進

める（プラットフォ

ーム化）。プラット

フォーム化した利

用サービスについ

ては、利用能力や技

術の量的・質的な機

能向上、新たな実験

手法の開発及び地

上の実験設備との

連携により実験技

術の適用範囲を広

げ、利用機会を大幅

に拡大する。 
さらに、社会的イ

ンパクトの大きい

研究への協力や支

援を通じ、新たな概

念・価値を創出する

利用サービスを確

立し、新たなプラッ

トフォームとして

整備する。 
加えて、人材育成

機能及び超小型衛

星開発能力・経験を

持つ大学や国の研

究機関等との戦略

パートナーとして

の連携を強化する

に向けた取組 
ｖ我が国の科学技

術政策や民間ニー

ズを踏まえ、重点化

した分野の「きぼ

う」利用サービス

（新薬設計支援、加

齢研究支援、超小型

衛星放出及び船外

ポート利用）につい

て、定時化（決まっ

た時間間隔で利用

できること）・高頻

度化・定型化等を進

める（プラットフォ

ーム化）。 
加えて、人材育成

機能及び超小型衛

星開発能力・経験を

持つ大学や国の研

究機関等との戦略

パートナーとして

の連携を強化する

ことで、国内のみな

らず海外のユーザ

開拓を図る。更に、

国際的な市場需要

を有する超小型衛

星放出については

事業者を選定し、初

の「きぼう」利用の

事業化に着手する。 
また、ISS 計画終

了以降も見据え、研

究開発利用に留ま

らない新たな地球

低軌道利用事業の

実現可能性を追求

する。 
上述の取組及び

国際的動向を踏ま

え、地球低軌道有人

討・マネジメントは

適切に進められた

か。それに伴う成果

が生まれているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大

と産業振興、宇宙産

業の国際競争力強

化に係る取組の成

果（品質・コスト・

スケジュール等を

考慮した取組を含

む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○民間事業者等の

外部との連携・協力

の状況 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究 開 発 等 の 成 果

（例：基幹ロケット

の打上げ成功率・オ

ンタイム成功率等） 
○宇宙実証機会の

提供の状況（例：民

間事業者・大学等へ

の実証機会の提供

を行う日本企業を 2 社

選定し、半年強で既に

10 機を超える受注を獲

得するとともに、「きぼ

う」船外ポート利用事

業を行う日本企業を選

定し事業が開始される

など、「きぼう」利用初

の民間商業活動が開始

され、歴史的な一歩を

踏み出した。これは地

球低軌道利用における

国の負担を下げ、且つ

新規利用者の参入を拡

大し全体の活動規模を

拡大させる取組みで、

下記に示す具体的成果

を創出した。また、「き

ぼう」利用のプロセス

改善・仕組みづくりや

民間事業者のニーズに

柔軟に対応すること

で、民間自己資金によ

る活動を大幅に増加

（前年度比+50%）させ

た。更にロボットアー

ムを使った初の衛星技

術実証、宇宙科学分野、

教育・食等の研究開発

に捉われない多様な利

用を、ISS パートナー

中、最も効率よく利用

を創出した。 
２．ISS 計画を通じた国

際的プレゼンスの維

持・向上に向けた取組 
 HTV 搭載小型回収カ

プセルミッションの成

功により有人宇宙機へ

繋がる再突入技術と自

立的なサンプル回収能

力を新たに獲得すると

１２機分の受注を獲得するな

ど事業の開放を進展させた。

②国際的プレゼンスの維持・

向上に向けて、ISS 計画にお

ける国際約束に基づく基幹的

な役割を果たしていることを

通じ、次世代の国際宇宙探査

計画（月近傍拠点 Gateway 計

画）の立ち上げに際し我が国

のプレゼンスを示すととも

に、ISS から「小型回収カプ

セル」を地球に再突入させ、

実験サンプルを正常な状態で

回収することに成功し、産業

振興等への貢献を含めた宇宙

への自在なアクセスに進展を

もたらした。 
これらの ISS にかかる取り組

みを通じて、顕著な成果が得

られたと評価する。 
 
 

ン（ISS）の利用拡大に貢献した。また、全天 X 線監視装置（MAXI）をはじめとし

た軌道上プラットフォームによる科学観測・実験により、優れた学術的成果の創出に

貢献した。国際宇宙ステーションの限られたリソースを効率的に活用し、電力消費と

クルータイム時間当たりにおいて世界で最も効率よく ISS の利用を行っている点も

評価に値する。宇宙ステーション補給機「こうのとり」（HTV）による安定的な物資

補給や、日米政府間協力枠組み（JP-US OP3）による日米協力関係の強化など、ISS
計画を通じた持続可能な国際関係の構築にも貢献している。これらは顕著な成果の

創出であると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○効果を正しく評価するために、国際宇宙ステーションにおける、投資と社会・国民

への利益還元という観点でのコスト換算を提示することを望む。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○非宇宙分野の産業を含めた民間企業とも事業連携し、ビジネス面での活用成果を

拡大創出されていることは高く評価できる。引き続き、民間と協働して「きぼう」の

事業化を推進することが期待される。 
 
○ISS の将来も見据えながら、長期に巨額の費用を投下してきた本ミッションの社

会・国民への説明責任を再認識し、計画の不断のレビュー・最適化に取り組むことを

期待する。 
 
○諸外国の宇宙政策の方針が定まっていない中、日本の国際的プレゼンスの向上と

いう点においても、国際的な動向も見据えて、ISS の位置付けをより戦略的に検討す

ることが必要である。 
 
○超小型衛星事業の民間開放は、オープン化の好事例である。また、MAXI による観

測が優れた学術的成果に結びついたことは評価できる。 
 
○利用にかかる実費に加え、「きぼう」の運用コストを部分的にでも負担してもらえ

るような民間利用モデルについても検討していただきたい。 
 
〇他国の ISS パートナーと比べて、多様な目的を効率よく果たしていることは高く

評価できる。他の面で他国との比較評価したデータや、他の無人探査等の比較でも説

明していただきたい。 
 
〇SDGs への貢献が国際的に高く評価されていることをより国内向け広報に活かす

べきである。 
 



術的成果の創出を

促進するとともに、

船外プラットフォ

ーム等を利用した

宇宙実証機会の利

用・提供を通じて、

我が国の国際的プ

レゼンスの維持・向

上、産業の振興、国

民生活の向上等に

貢献する。さらに、

2020 年までに、大

学や民間事業者等

とのより一層の連

携強化を通じて「き

ぼう」が科学技術イ

ノベーションを支

える研究開発基盤

として産学官で幅

広く利用されるこ

とを目指す。 
これらの取組を

通じ、宇宙利用の拡

大及び産業の振興

の観点から、「きぼ

う」を利用したサー

ビスが民間事業者

等の事業として自

立することを目指

す。さらに、国際的

動向を踏まえ、地球

低軌道有人宇宙活

動の 2025 年以降の

在り方や可能性に

ついて、検討を進め

る。 
 宇宙ステーショ

ン補給機（HTV）「こ

うのとり」を高度化

させ、将来への波及

性の高い新たな宇

宙機を開発するこ

とともに、定型化さ

れたサービスを事

業としてエンドユ

ーザーに提供する

民間事業者を選定

し、ノウハウ等を含

む技術移転を行う

ことで、国内のみな

らず海外のユーザ

を開拓する。 
これらの活動に

より、2020 年まで

に「きぼう」が科学

技術イノベーショ

ンを支える研究開

発基盤として産学

官で幅広く利用さ

れる姿を実現する

とともに、その実績

を基に、民間事業者

主体による「きぼ

う」利用事業を開始

し、2024 年を目標

に「きぼう」の一部

について事業の自

立化を目指す。 
また、ISS 計画終

了以降も見据え、民

間事業者による事

業化の視点を重視

した利用アイデア

募集や「きぼう」に

おける利用実証等

を通じ、研究開発利

用に留まらない新

たな地球低軌道利

用事業の実現可能

性を追求し、事業の

創出を目指す。 
上述の取組及び

国際的動向を踏ま

え、地球低軌道有人

宇宙活動の 2025 年

以降の在り方や可

能性について技術

的検討を進める。 
 
（２）ISS 計画を通

じた国際的プレゼ

ンスの維持・向上に

資する取組 
日米オープン・プ

ラットフォーム・パ

ートナーシップ・プ

ロ グ ラ ム (JP-US 
OP3)に基づいた、

日米研究者による

共同実験の実施、実

験装置の相互利用、

実験試料の交換等

の協力を通じて新

たに得られた知見

により、ISS 計画へ

の両国の貢献から

生み出される成果

の最大化を図るこ

とで、日米協力関係

の強化に貢献する。 
また、「きぼう」、

宇宙ステーション

補給機（以下、HTV
という）「こうのと

り」を安定的かつ効

率的に運用するた

め、HTV７号機の打

上げ及び運用並び

に HTV８～９号機

の機体の製作に取

り組むとともに、日

本人宇宙飛行士の

活動を安全・着実に

行う。加えて、HTV
７号機の打ち上げ・

運用にあたって小

数等） 
○研究開発成果の

社会還元・展開状況

（例：知的財産権の

出願・権利化・ライ

センス供与件数、受

託件数、ISS 利用件

数、施設・設備の供

用件数等） 
○新たな事業の創

出の状況（例：JAXA 
が関与した民間事

業者等による事業

等の創出数等） 
○外部へのデータ

提供の状況（例：国

内外の関係機関等

への衛星データ提

供数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の

外部との連携・協力

の状況（例：協定・

共同研究件数、技術

支援件数、JAXA の
施策・制度等への民

間事業者・大学等の

参入数又は参加者

数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

民間資金等を活用

した事業数等） 
＜評価軸＞ 
【宇宙科学・探査分

野における世界最

高水準の成果創出

及び国際的プレゼ

ンスの維持・向上

等】 
 

ともに、地上でも注目

されているライフサイ

エンス分野やロボッ

ト・AI 技術分野におい

て日米協力関係を強化

した。また、「SDGs ア

クションプラン 2019」
の具体的取組として位

置付けられる超小型衛

星放出において、アジ

ア・アフリカ諸国等の

超小型衛星の放出を成

功させ、SDGs への具体

的貢献成果を創出する

ことで、日本の国際プ

レゼンスを大きく向上

させた。 
 これら ISS 計画にお

ける国際約束に基づく

基幹的な役割を果たし

ていることを通じて、

次世代の国際宇宙探査

計 画 （ 月 近 傍 拠 点

Gateway 計画）の立ち

上げに、アジア唯一の

パートナーとして参画

することを可能とし

た。 
３．なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
 
 



とで、ISS への輸送

能力の向上と運用

コストの低減を実

現するとともに、

ISS 物資輸送機会

を活用した技術実

証機会の提供を実

現することで、我が

国の効率的な有人

宇宙活動の実現、産

業の振興等に貢献

する。 
 「きぼう」・「こう

のとり」等の運用や

日本人宇宙飛行士

の活躍を通じ、ISS
計画において基幹

的な役割を引き続

き果たすとともに、

我 が 国 を 通 じ た

ISS 利用機会の提

供を海外に広げる。

これらを通じ、ISS
参加国にとどまら

ず、アジア諸国や国

連等から高い評価

を獲得し、我が国の

国際的プレゼンス

の維持・向上に貢献

する。 
 ISS において、国

際競争力のある有

人宇宙滞在及び探

査技術の実証を推

進することで、国際

協調による将来の

有人宇宙活動等へ

の参画を可能とし、

日本の主導権の確

保を目指す。 

宇宙活動の 2025 年

以降の在り方や可

能性について、技術

的な検討を進める。 
 
（２）ISS 計画を通

じた国際的プレゼ

ンスの維持・向上に

資する取組 
ISS 計画におけ

る国際約束に基づ

く基幹的な役割を

果たすとともに、我

が国を通じた ISS
利用機会の提供を

海外に広げること

で、ISS 参加各極に

留まらず、アジア諸

国、国連等との関係

を強化する。 
具体的には、日米

関係の強化に貢献

するため、日米オー

プン・プラットフォ

ーム・パートナーシ

ップ・プログラム

(JP-US OP3) に基

づいた、国際宇宙探

査等に資する技術

の共同研究、ISS や

新型宇宙ステーシ

ョン補給機（HTV-
X(仮称)）等を用い

た実証、日米研究者

による共同実験の

実施、実験装置の相

互利用、実験試料の

交換等の協力を通

じて新たに得られ

た知見により、ISS
計画への両国の貢

献から生み出され

型回収カプセルの

飛行実証に取り組

む。さらに、新型宇

宙ステーション補

給 機 （ HTV-X( 仮
称)）の詳細設計を

行う。また、国連及

び人材育成等で海

外と連携している

大学等との枠組み

の活用により、海外

機関による「きぼ

う」利用を拡大す

る。 
さらに、国際有人宇

宙探査や将来の地

球低軌道有人宇宙

活動等に資するた

め、水・空気補給量

の大幅な削減を目

指した再生型環境

制御等の有人滞在

技術、定型的なクル

ー作業を代替する

自動化・自律化技

術、超長期や地球低

軌道以遠でのクル

ー滞在に必要とな

る宇宙医学・健康管

理技術等の研究開

発を行うとともに、

有人滞在技術にお

ける水再生技術の

技術実証を行う。 

○世界最高水準の

科学成果の創出や

我が国の国際的プ

レゼンス維持・向上

等に貢献する宇宙

科学研究、宇宙探査

活動、有人宇宙活動

等の立案・検討・マ

ネジメントは適切

に進められたか。そ

れに伴う成果が生

まれているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙科学・探査分

野における世界最

高水準の成果創出

及び国際的プレゼ

ンスの維持・向上等

に係る取組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実

施に係る事前検討

の状況 
○研究開発等の実

施に係るマネジメ

ントの状況（例：研

究開発の進捗管理

の実施状況、施設・

設備の整備・維持・

運用の状況等） 
○大学・海外機関等

の外部との連携・協

力の状況 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマ

ークに照らした研

究 開 発 等 の 成 果

（例：著名論文誌へ



る成果を最大化す

る。 
また、「きぼう」、

宇宙ステーション

補給機（HTV）「こ

うのとり」を安定的

かつ効率的に運用

するとともに、日本

人宇宙飛行士の活

動を安全・着実に行

う。さらに「こうの

とり」を高度化さ

せ、将来への波及性

の高い HTV-X（仮

称）を開発し、着実

な運用をすること

で、ISS への輸送能

力の向上と運用コ

ストの低減を実現

するとともに、ISS
物資輸送機会を活

用した技術実証機

会の提供を実現す

ることで、我が国の

効率的な有人宇宙

活動の実現及び産

業の振興等に貢献

する。加えて、国連

及び人材育成等で

海外と連携してい

る大学等との枠組

みの活用により、海

外機関による「きぼ

う」利用を拡大す

る。 
さらに、国際宇宙探

査や将来の地球低

軌道有人宇宙活動

等に資するため、

水・空気補給量の大

幅な削減を目指し

た再生型環境制御

の掲載状況等） 
○人材育成のため

の制度整備・運用の

成果（例：受入学生

の進路等） 
（マネジメント等

指標） 
○大学・海外機関等

の外部との連携・協

力の状況（例：協定・

共同研究件数等） 
○人材育成のため

の制度整備・運用の

状況（例：学生受入

数、人材交流の状況

等） 
○ 論 文 数 の 状 況

（例：査読付き論文

数、高被引用論文数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

科研費等の外部資

金の獲得金額・件数

等） 



等の有人滞在技術、

定型的なクルー作

業を代替する自動

化・自律化技術、超

長期や地球低軌道

以遠でのクルー滞

在に必要となる宇

宙医学・健康管理技

術等について、ISS
を最大限活用した

実証を行う。 
注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．３．１０ 国際有人宇宙探査 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

JAXA と他

極の実施機

関との合意

文書数 

－ 12  

     予算額（千円） 385,280       
決算額（千円） 329,458       
経常費用（千円） －       
経常利益（千円） －       

JAXA が議

長を務めた

国際会議及

び日本で開

催した国際

会議の数 

－ 4  

     行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

従事人員数 10       
 

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．１０．国際有人 １．１０．国際有人 １．１０．国際有人 ＜評価軸＞ １．国際宇宙探査プロ ＜評定と根拠＞ 評定 Ａ 



宇宙探査 
日米協力関係の

強化をはじめとす

る国際協調を基本

として、人類の活動

領域を拡大する「国

際宇宙探査（有人探

査のために先行し

て行われる無人探

査も含む。）」に我が

国が重要な役割を

もって参画するこ

とにより、地球低軌

道より遠方の深宇

宙における我が国

の主導権、発言権を

強化し、新たな国際

協調体制やルール

作りに当たって、我

が国がイニシアテ

ィブを発揮するこ

とを目指す。 
米国が構想する

月近傍の有人拠点

構築への参画や、国

際協力による月へ

の着陸探査活動の

実施などを念頭に、

国際的なプログラ

ムの具体化が図ら

れるよう、主体的に

技術面を含めた我

が国の計画の検討

を進めるとともに、

我が国として優位

性や波及効果が見

込まれる技術（深宇

宙補給技術、有人宇

宙滞在技術、重力天

体離着陸技術、重力

天体表面探査技術）

の実証に、宇宙科

宇宙探査 
日米協力関係を

はじめとする国際

協力関係の強化へ

の貢献を見据えつ

つ、国際共同で人類

の活動領域を拡大

する「国際宇宙探

査」（有人探査のた

めに先行して行わ

れる無人探査を含

む）において、我が

国の宇宙探査計画

を提案・実施する。

提案に当たっては、

宇宙科学・探査との

連携、ミッションの

科学的意義、「きぼ

う」/「こうのとり」

等の技術実績の継

承、異分野の企業を

含む民間事業者の

発展等を踏まえ、計

画立案する。 
米国が構想する

月近傍の有人拠点

構築への参画や、国

際協力による月へ

の着陸探査活動の

実施を念頭に、国際

的なプログラムの

具体化を図り、国際

宇宙探査のプロジ

ェクトに戦略的に

参画できるよう、主

体的に技術面を含

めた我が国の計画

の検討を進める。ま

た、有人宇宙探査に

おいて重要となる

技術のうち、我が国

が優位性を発揮で

宇宙探査 
国際共同で人類の

活動領域を拡大す

る「国際有人宇宙探

査」（有人探査のた

めに先行して行わ

れる無人探査を含

む）において、米国

が構想する月近傍

の有人拠点構築へ

の参画及び国際協

力による月極域で

の水資源探査につ

いて、国際的なプロ

グラムの具体化を

図り、国際宇宙探査

のプロジェクトに

戦略的に参画でき

るよう、主体的に技

術面を含めた我が

国の計画の検討を

進め、国際調整、概

念検討を行う。ま

た、有人宇宙探査に

おいて重要となる

技術のうち、我が国

が優位性を発揮で

きる技術や他分野

への波及効果が大

きく今後伸ばして

いくべき技術とし

て、月近傍有人拠点

構築に向けては深

宇宙補給技術（ラン

デブ・ドッキング技

術等）と有人宇宙滞

在技術（環境制御技

術等）、有人月着陸

探査活動に向けて

は小型月着陸実証

機（SLIM）等の宇

宙科学・探査におけ

【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創出

等の宇宙利用の拡

大及び産業振興、宇

宙産業の国際競争

力強化に貢献する

ための立案・検討・

マネジメントは適

切に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大と

産業振興、宇宙産業

の国際競争力強化

に係る取組の成果

（品質・コスト・ス

ケジュール等を考

慮した取組を含む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

備の整備・維持・運

用の状況等） 
○民間事業者等の外

部との連携・協力の

状況 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果（例：

グラム参画に向けた計

画の推進 
（ １ ） 月 近 傍 拠 点

（Gateway）の分担に

おいて、有人拠点構築

における米露に比肩す

る立ち位置を獲得 
Gateway への参画につ

いて、宇宙基本計画で

示された重要技術（有

人宇宙滞在技術、深宇

宙補給技術）である、環

境制御・生命維持シス

テムや新型宇宙ステー

ション補給機（HTV-X）

の能力を活用した補給

の役割等、効率的かつ

効果的な方策を分担案

に取り込み、国際宇宙

ステーション(ISS)多数

者間調整委員会等にお

いて参加各国（米露欧

加）機関の合意を獲得

した。 
特に、本合意において、

環境制御・生命維持シ

ステムの分担を獲得し

たことは、従来米露の

みが担っていた有人宇

宙活動拠点構築に不可

欠な基盤インフラシス

テムを担当するもので

あり、ISS 計画における

実験施設の提供からの

極めて大きな進展とな

る。 
ペンス副大統領/安倍首

相会談（2018 年 11 月）

において、Gateway 他

に関する協力の具体的

検討を含め、安全保障・

探査・産業の各面での

評定：A 
我が国独自の宇宙探査に関す

るロードマップの実現に向

け、米国が主導する月近傍拠

点(Gateway)の参画や月表面

探査活動に向けた国際調整を

進め、米露のみが果たしてき

た中核的役割を担う立場とな

る顕著な成果を得た。 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 
月近傍拠点（Gateway）計画を始めとした国際宇宙探査プログラムへの参画に向け

て、国際宇宙探査協動グループ（ISECG）など国内外でさまざまな活動を通して、

持続可能な計画の合意を主導し、国際協力ミッションの実現に貢献した。また、有人

宇宙探査において重点技術領域を定め、日本の技術優性確立を目指す戦略的な取組

も行っている。これらは顕著な成果の創出であると認められた。 
 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
○有人宇宙探査においては、今後国際的な動向を見据えながら、確実な技術開発を行

い、我が国の優位性を獲得することが必要である。そのため、十分な予算と人員を投

入し活動を推進するとともに、単なる費用負担に終わらないことを期待する。 
 
○国際的な動向に左右されすぎないように将来構想を明確にし、海外との効果的な

分担を、費用対効果を念頭に行うことが肝要である。宇宙科学・探査計画との連携を

とり、バランスよく推進することを期待する。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○有人宇宙探査は、実現には巨額の費用を必要とすることとなるため、著名な大手企

業の参画表明は喜ばしいことだが、実現性を考えると道のりは長く不確実性は高い

と考えるべきである。資金計画も含めた長期ロードマップと KPI の明確化とその進

捗確認を確実に実施すべきである。 
 
○有人宇宙探査に必要な技術領域において確かな優位性の獲得を通して、今後の有

人宇宙探査における日本の基盤構築が期待される。 
 
○宇宙探査における国際貢献と、国内の産業振興・基盤強化は、オープン＆クローズ

の視点を持ち、他国との連携の在り方、非宇宙企業による参画促進など戦略的に取り

組むことが重要である。 
 
○国際宇宙ステーションと国際有人宇宙探査を並行で推進する中で、それぞれの特

徴を明確にし、目的とリソースを的確に配分することを望む。 
 
○ＮＡＳＡやＥＳＡ（欧州宇宙機関）が既に民間からのサービス調達や民間委託を検

討・実施している中、日本も計画早期からベンチャーを含めた民間企業がより将来の

ビジネス化を見据えて参加できるような仕組みを宇宙探査プログラムの中に入れて

いくことを期待する。 
 



学・探査における無

人探査と連携して

取り組む。 
これらの活動によ

り、ISS パートナー

との関係の一層の

強化、新しいパート

ナーとの関係の構

築、我が国の国際的

プレゼンスの維持・

向上、世界最高水準

の科学的成果及び

獲得した技術の波

及による産業の振

興に貢献する。 

きる技術や他分野

への波及効果が大

きく今後伸ばして

いくべき技術とし

て、月近傍有人拠点

構築に向けては深

宇宙補給技術（ラン

デブ・ドッキング技

術等）と有人宇宙滞

在技術（環境制御技

術等）、有人月着陸

探査活動に向けて

は重力天体離着陸

技術（高精度航法技

術等）と重力天体表

面探査技術（表面移

動技術、掘削技術、

水氷分析技術等）の

実証に、宇宙科学・

探査における無人

探査と連携して取

り組む。 
これらの活動を通

じ、政府と協力し

て、ISS パートナー

との関係の一層の

強化及び新しいパ

ートナーとの関係

の構築を図り、新た

な国際協調体制や

ルール作りに貢献

するとともに、獲得

した技術の波及に

よる産業の振興に

も貢献する。 

る無人探査と連携

し、重力天体離着陸

技術（高精度航法技

術等）と重力天体表

面探査技術（表面移

動技術、掘削技術、

水氷分析技術等）の

研究に取り組む。 

基幹ロケットの打

上げ成功率・オンタ

イム成功率等） 
○宇宙実証機会の提

供の状況（例：民間

事業者・大学等への

実証機会の提供数

等） 
○研究開発成果の社

会還元・展開状況

（例：知的財産権の

出願・権利化・ライ

センス供与件数、受

託件数、ISS 利用件

数、施設・設備の供

用件数等） 
○新たな事業の創出

の状況（例：JAXA 
が関与した民間事

業者等による事業

等の創出数等） 
○外部へのデータ提

供の状況（例：国内

外の関係機関等へ

の衛星データ提供

数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の外

部との連携・協力の

状況（例：協定・共

同研究件数、技術支

援件数、JAXA の施

策・制度等への民間

事業者・大学等の参

入数又は参加者数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

民間資金等を活用

した事業数等） 
＜評価軸＞ 

宇宙協力の強化が確認

されており、政策的な

意義も付加した。 
（２）国際協力ミッシ

ョン実現に向けた活動

をリード 
JAXA は、世界 16 機関

が参加する国際宇宙探

査 協 働 グ ル ー プ

（ISECG）において、こ

れまで個別の計画に基

づいて進めていた各国

の探査活動を統合し月

面探査ミッションを要

素実証に留まらない持

続可能な計画として発

展させることを、その

議長機関として提案し

合意をとりまとめた。 
JAXA が獲得を目指す

重力天体表面探査技術

の実証や月極域の水資

源探査の実現に向け

て、インド宇宙機関と

の共同検討を主導し共

同ミッション要求審査

を取り纏めた。また、本

協力関係は、双方の強

みを活かした取り組み

であり、宇宙における

二国間協力強化の観点

で外交的にも意義があ

る。 
（３）探査に関わる国

内政策議論をリード 
 月・火星探査のプログ

ラム化の提案を行い、

プログラム化に関する

政策委員会の議論をリ

ードし、委員会のとり

まとめ文書に反映させ

工程表の改訂を実現し

〇今後参画や協力が検討される Gateway 構想、アルテミス計画において日本の民間

企業の活動が阻害されず、利益が保護される規定を入れられるように、協力の交渉に

おいて特に努力する必要があるのではないか。 
 
〇これまでのところ国際宇宙探査は官主導で進められており、産学が追い付いてい

ないようである。ワークショップを高頻度で行っていることは素晴らしいが、まだま

だ連携は不十分と思われる。日本独自の開発テーマをＪＡＸＡが大胆に提案して産

と学をリードするべきと考える。 
 
○民間とのパートナーシップの開発・共同は勿論重要だが、それに拍車をかけるのは

ＪＡＸＡ独自の技術を開発していくことであり、これが開発されつつあることは評

価すべきと考える。 



【宇宙科学・探査分

野における世界最

高水準の成果創出

及び国際的プレゼ

ンスの維持・向上

等】 
 
○世界最高水準の科

学成果の創出や我

が国の国際的プレ

ゼンス維持・向上等

に貢献する宇宙科

学研究、宇宙探査活

動、有人宇宙活動等

の立案・検討・マネ

ジメントは適切に

進められたか。それ

に伴う成果が生ま

れているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙科学・探査分

野における世界最

高水準の成果創出

及び国際的プレゼ

ンスの維持・向上等

に係る取組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

備の整備・維持・運

用の状況等） 
○大学・海外機関等

の外部との連携・協

力の状況 

た。 
２．有人宇宙探査にお

ける優位技術/波及技術

の実証 
（１）世界初のクリー

ンエネルギーによる月

面越夜技術の開発 
超高エネルギー密度リ

チ ウ ム イ オ ン 電 池

（217Wh/kg：従来に比

べ 25%向上）や、高性能

（従来の 1/10 熱伝導

率)ヒートスイッチ等の

地上実証試験を完了

し、世界初となる月極

域の永久影内探査や長

期間極低温となる月面

での越夜をクリーンエ

ネルギーで可能とする

道筋をつけた。（海外は

原子力熱源等を使用) 
（２）世界最高水準の

ランデブセンサによる

相対航法技術の自立性

確保 
海外競合品に比べ 1/5
の測距誤差のレーザ光

を用いた 3 次元ランデ

ブセンサの地上試験を

完了し、機微技術であ

るランデブセンサの国

産化とランデブ宇宙機

の軌道制御性能向上に

貢献した。 
３．オールジャパンで

の国際宇宙探査への推

進体制の構築 
宇宙理工学委員会を通

じてサイエンスコミュ

ニティと協力し、国際

宇宙探査における科学

の在り方について検討



＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果（例：

著名論文誌への掲

載状況等） 
○人材育成のための

制度整備・運用の成

果（例：受入学生の

進路等） 
（マネジメント等

指標） 
○大学・海外機関等

の外部との連携・協

力の状況（例：協定・

共同研究件数等） 
○人材育成のための

制度整備・運用の状

況（例：学生受入数、

人材交流の状況等） 
○論文数の状況（例：

査読付き論文数、高

被引用論文数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

科研費等の外部資

金の獲得金額・件数

等） 

するタスクフォースを

組織して報告書を作成

する等、学術界の国際

宇宙探査への参画を促

し連携を強化した。 
例えば、月極域探査や

月離着陸実証の着陸技

術や新型宇宙ステーシ

ョン補給機 (HTV-X)の
設計等について、宇宙

科学・探査における小

型 月 着 陸 実 証 機

（SLIM）にて先行して

行われる技術開発を効

率的に活用するよう連

携して取り組んだ。 
1-2 か月に一度の頻度

で、産学官・一般を対象

としたワークショップ

等を開催し(延べ参加人

数約 1,400 人、ウェブ視

聴約 9,000 回) 、幅広い

ステークホルダーの理

解増進に寄与した。参

加者からは民間事業者

の参画による宇宙探査

の推進への期待の声を

多数受け、非宇宙企業

の参画も含めたオール

ジャパンでの推進体制

構築を図った。 
将来的な有人表面探査

技術の確立に向け、宇

宙開発を通じた技術力

向上と自動車技術への

応用を目指すトヨタ自

動車（株）の参画（連携

協力協定）を得て、キー

となる有人与圧ローバ

の概念検討を開始し

た。上記の一連の取り

組みとも相まって、建



設、食品、広告・インタ

ーネット、金融、教育等

の非宇宙業界の企業に

よる宇宙探査への新規

参入の機運が高まっ

た。 
 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．３．１１ 人工衛星等の開発・運用を支える基盤技術（追跡運用技術、環境試験技術等） 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 
 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285、0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

知的財産権 
出願・権利化 
ライセンス

供与件数 

－ 8 

      予算額（千円） 4,341,607       
決算額（千円） 4,470,199       
経常費用（千円） －       
経常利益（千円） －       

外部からの

受託件数、 
施設・設備の

供用件数 

－ 44 

      行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

従事人員数 63       
 

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ３．１１．人工衛星

等の開発・運用を支

える基盤技術（追跡

運用技術、環境試験

技術等） 
 

人工衛星等の安

定的な運用や確実

１．１１．人工衛星

等の開発・運用を支

える基盤技術（追跡

運用技術、環境試験

技術等） 
 
人工衛星等の安

定的な運用や確実

１．１１．人工衛星

等の開発・運用を支

える基盤技術（追跡

運用技術、環境試験

技術等） 
 
人工衛星等の安

定的な運用や確実

＜評価軸＞ 
【安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現】 
○我が国の安全保障

の確保及び安全・安

心な社会の実現に

貢献する取組の立

１．追跡運用技術等 
（１）精密な衛星軌道

決定の迅速化 
陸域観測技術衛星２号

「だいち２号」(ALOS-
2)の軌道決定を行うに

あたり、これまでは外

部機関(国際GNSS事業

＜評定と根拠＞ 
評定：A 
確実なミッション達成に貢献

するため、人工衛星等の開発・

運用を支える基盤として施

設・設備を着実に維持・運用

するとともに、技術の向上を

目指した研究開発や技術と設

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 
○衛星測位分野で開発された MADOCA 技術を転用して衛星の軌道決定を半日から



な開発に必要な基

盤技術である追跡

運用技術、環境試験

技術等について、次

の取組を行い、我が

国の宇宙政策の目

標達成に貢献する。 
追跡運用技術等

について、人工衛星

の追跡管制及びデ

ータ取得のための

アンテナ等の施設

設備の維持・運用に

より人工衛星の確

実なミッション達

成に貢献する。さら

に、追跡運用技術の

研究開発等を通じ、

追跡管制及びデー

タ取得のためのシ

ステムのより一層

の性能・機能向上や

効率化を実現し、我

が国の安全保障の

確保や産業の振興

等に貢献する。 
JAXA の人工衛

星、ロケット、航空

機等で必要とされ

る無線局について、

国際及び国内の周

波数利用の規則に

基づき許認可を確

実に取得し、各ミッ

ション達成に貢献

する。 
保有する環境試験

設備について、人工

衛星等の安定的運

用や確実な開発に

向けて適切に維持・

運用し、環境試験を

な開発に必要な基

盤技術である追跡

運用技術及び環境

試験技術等につい

て、次の取組を行

う。 
 
（１）追跡運用技術

等 
人工衛星の確実

なミッション達成

のため、追跡管制及

びデータ取得のた

めのアンテナ等の

施設・設備の維持・

運用を実施する。ま

た、設備維持・運用

の効率化及び低コ

スト化を踏まえた

追跡ネットワーク

システムの整備を

行う。さらに、ネッ

トワーク機能にお

けるサービスの高

性能化及び高付加

価値化により宇宙

探査等の将来ミッ

ションを実現可能

とするシステムの

研究開発を行う。 
ミッション達成

に貢献するため、

JAXA が必要とす

る新設・既設の無線

局の周波数を新規

に又は継続して確

保するべく、国際及

び国内における規

則策定検討への参

画や他無線局との

使用周波数の調整

等を通じて宇宙航

な開発に必要な基

盤技術である追跡

運用技術及び環境

試験技術等につい

て、次の取組を行

う。 
 
（１）追跡運用技術

等 
人工衛星の確実

なミッション達成

のため、追跡管制及

びデータ取得のた

めのアンテナ等の

施設・設備の維持・

運用を着実に実施

する。また、Ka 帯

受信システム整備

を継続するととも

に、次期衛星レーザ

測距(SLR)設備の整

備に着手する。さら

に、設備維持・運用

の効率化及び低コ

スト化を踏まえた

次世代の追跡ネッ

トワークシステム

の整備構想を検討

する。将来ミッショ

ンを実現可能とす

るシステムの研究

開発として、海外宇

宙機関と遅延・途絶

耐性ネットワーク

(DTN)経路制御の

試作機能の実証試

験を実施するとと

もに、衛星軌道高精

度化及び処理迅速

性 向 上 に 向 け た

GPS 精密軌道決定

ツールの実証試験

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに伴

う成果が生まれて

いるか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保及

び安全・安心な社会

の実現に係る取組

の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

備の整備・維持・運

用の状況等） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果（例：

基幹ロケットの打

上げ成功率・オンタ

イム成功率等） 
（マネジメント等

指標） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況

（例：協定・共同研

究件数等） 

解析センター)から提供

される高精度GPS軌道

暦(GPS 衛星の軌道デ

ータ )を活用していた

が、JAXA が開発した世

界のGPS観測網のリア

ルタイムGPSデータか

らGPS軌道暦を独自に

推 定 す る 技 術

（MADOCA）を取り込

んだツールの開発によ

り、精密な軌道データ

提供時間を大幅に短縮

（半日→1時間程度）し

た。 
これにより、国土地理

院が地震等発生直後に

行う ALOS-2 の合成開

口レーダ (SAR)を用い

た干渉解析による震源

地特定や地震の影響解

析を速やかに実施でき

るようになった。 
２．環境試験技術 
（１）JAXA 開発の宇宙

用振動防振技術の民生

分野への適用 
温室効果ガス観測技術

衛星３号（仮称）に観測

機器振動低減用として

発明された技術（特許

取得済み）は、構造が簡

易で短期間に製品開発

できる利点があるの

で、JST の外部資金を

得て、民間企業と共同

で輸送機器の製品化に

取り組んでいる。宇宙

用技術が救急車等の地

上輸送の効率性・確実

性の向上に貢献し、さ

らに国内外市場への波

備の利用拡大に取り組み、中

長期計画で設定した業務を計

画通り実施した。加えて、今

年度はこれらの基盤技術を、

人工衛星以外の新たな分野

や、国の防災機関・民間企業

などによる実利用に広げる取

り組みを進めた結果、顕著な

成果があったと評価する。 
 

1 時間程度へ迅速化することを達成し、震源地特定や地震の影響解析などの災害対策

に早急に衛星を活用することが可能となった。また、小型高精度磁力計の開発など、

民生分野や宇宙機に転用可能な衛星環境試験の要素技術を開発した。環境試験設備

の外部利用を拡大し、宇宙関連以外の産業への設備利用を推進し、産業振興にも貢献

した。これらは、顕著な成果の創出であると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○衛星の開発・運用を支える基盤的技術は、地道な維持管理と着実な更新、向上が必

要であり、基礎設備の維持管理に現場は苦労していると推察する。政策に左右される

ため、現時点では産業として不安定な衛星開発分野においては、こうした基礎技術を

民間に依存するのは危険な面もあり、ＪＡＸＡとしてより重視することを望む。 
 
○宇宙の技術が我々の普段の生活に活かされていくことが理想的である。引き続き、

他産業への発展をスムーズに行える柔軟さや体制づくりを構築することを期待す

る。 
 
○環境試験設備の利用拡大が進んでいるのは悪くないが、外部から利用料を多くあ

げることは決して本来の目的ではない。利用料収入をあげることを目標とせず、利用

のしやすさ、利用者価値の拡大を目指してもらいたい。 
 
○ＪＡＸＡ関連既存無線局の周波数確保は重要であるが、より高度なシステムを逐

次提案していくという姿勢も必要である。 
 
○ＪＡＸＡが環境試験設備の外部利用拡大を図っていることは評価できる。外部利

用の在り方については、使用目的を宇宙利用に資するものに制限するべきという考

え方もあれば、維持費削減の観点から他産業にも広く利用を促すことも重要という

考え方もあるため、法人として活動の意義を明確にすることを期待する。 



着実に遂行するこ

とで、確実なミッシ

ョン達成に貢献す

る。また、環境試験

技術の研究開発等

を通じ、環境試験の

より一層の効率化

を進めることで人

工衛星等の開発の

効率化を目指し、我

が国の安全保障の

確保や産業の振興

等に貢献する。さら

に、培った環境試験

技術の他産業への

展開及び設備の産

業界への供用促進

を行い、技術・設備

の利用拡大・社会還

元を図る。 

空利用分野への周

波数帯の割り当て

を維持・促進し、当

該周波数帯での無

線局の許認可を確

実に取得する。 
 
（２）環境試験技術 
確実なミッション

達成に貢献するた

め、保有する環境試

験設備による環境

試験を着実に遂行

するとともに、環境

試験技術の向上を

目指した研究開発

等を行う。具体的に

は、老朽化対策を含

む確実かつ効率的

な環境試験設備の

維持・運用を行うと

ともに、振動や熱真

空の試験条件緩和

及び試験効率化に

関する技術開発に

取り組む。さらに、

他産業との交流に

より、培った環境試

験技術と設備の利

用拡大を進める。 

を実施する。 
ミッション達成

に貢献するため、

JAXA が必要とす

る新設・既設の無線

局の周波数を新規

に又は継続して確

保するべく、国際及

び国内における規

則策定検討への参

画や他無線局との

使用周波数の調整

等を通じて宇宙航

空利用分野への周

波数帯の割り当て

を維持・促進し、当

該周波数帯での無

線局の許認可を確

実に取得する。 
 
（２）環境試験技術 
確実なミッション

達成に貢献するた

め、保有する環境試

験設備による環境

試験を着実に遂行

するとともに、環境

試験技術の向上を

目指した研究開発

等を行う。具体的に

は、老朽化対策を含

む確実かつ効率的

な環境試験設備の

維持・運用を行うと

ともに、振動や熱真

空の試験条件緩和

及び試験効率化に

関する技術開発に

取り組む。さらに、

他産業との交流に

より、培った環境試

験技術と設備の利

○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

受託件数等） 
 
＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創出

等の宇宙利用の拡

大及び産業振興、宇

宙産業の国際競争

力強化に貢献する

ための立案・検討・

マネジメントは適

切に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大と

産業振興、宇宙産業

の国際競争力強化

に係る取組の成果

（品質・コスト・ス

ケジュール等を考

慮した取組を含む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

備の整備・維持・運

用の状況等） 
○民間事業者等の外

部との連携・協力の

状況 
＜モニタリング指

及が期待される。 
（２）地上設備用に開

発された小型高精度磁

力計を宇宙機用に転用  
地上設備用に開発した

小型高精度な新方式磁

力計を常温から宇宙環

境（-60 度 C から+60 度

C）でも使用できるよう

温度安定度を向上させ

る技術開発（2 件特許出

願を）を行った。これに

より、JAXA の次期火星

圏探査機 MMX では、

重量等の制約により搭

載が見送られていた磁

場観測器が本方式を採

用することで追加搭載

できることとなった。

磁場観測器が搭載可能

になることで火星起源

に関する科学観測価値

向上に寄与することが

期待される。 
（３）環境試験設備の

外部利用拡大 
環境試験設備の一部に

ついて民間企業にその

使用権を与え、民間企

業が自ら企画して設備

運用（運用費維持費負

担含む）を行う環境試

験設備等利活用事業を

開始したところ、宇宙

および宇宙以外を含め

た外部ユーザによる試

験は昨年の 14 件から

43 件に増加し、他産業

含めた設備利用を拡大

するとともに維持費削

減につながった。 
３．なお、年度計画で設



用拡大を進める。 標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果（例：

基幹ロケットの打

上げ成功率・オンタ

イム成功率等） 
○宇宙実証機会の提

供の状況（例：民間

事業者・大学等への

実証機会の提供数

等） 
○研究開発成果の社

会還元・展開状況

（例：知的財産権の

出願・権利化・ライ

センス供与件数、受

託件数、ISS 利用件

数、施設・設備の供

用件数等） 
○新たな事業の創出

の状況（例：JAXA 
が関与した民間事

業者等による事業

等の創出数等） 
○外部へのデータ提

供の状況（例：国内

外の関係機関等へ

の衛星データ提供

数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の外

部との連携・協力の

状況（例：協定・共

同研究件数、技術支

援件数、JAXA の施

策・制度等への民間

事業者・大学等の参

入数又は参加者数

等） 

定した業務は、計画通

り実施した。 
 
 



○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

民間資金等を活用

した事業数等） 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．４ 宇宙政策の目標達成に向けた分野横断的な研究開発等の取組 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285、0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

－ － －       予算額（千円） 16,244,244        
        決算額（千円） 16,464,106       

         経常費用（千円） 18,563,542       
         経常利益（千円） △2,603,560       
         行政サービス実施

コスト（千円） 
18,370,390 

      

         従事人員数 371       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
１．第 4 次産業⾰命の

時代を迎え、また⽶国

を中⼼に世界の宇宙産

業が活性化する中、政

府が策定した「宇宙産

業 ビ ジ ョ ン 2030 」

（2017 年 5⽉）「宇宙ベ

ンチャー育成のための

新たな支援パッケー

＜評定と根拠＞ 
評定：S 
Ⅲ.4.の分野横断的な研究開

発等の取組の成果によって

Ⅲ.3.の宇宙プロジェクトの成

功・価値向上を汎用的・横断

的に支え、以下に示す特に顕

著な成果を挙げた。また、

Ⅲ.4.1.の新たな取組により新

評定 S 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成

果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
国立研究開発法人の枢要な業務である宇宙産業基盤・科学技術基盤の研究開発分

野において、安全保障、産業振興、科学技術基盤の各領域に資する研究開発成果を多



ジ」（2018 年 3⽉）等の

政府方針を受け、宇宙

産業振興の中核的な機

関たるべきとの意識を

もって、⺠間プレイヤ

ーの新規参⼊・⺠需喚

起による裾野拡⼤、リ

スクマネー供給拡⼤、

海外宇宙ビジネス動向

を踏まえた国際競争⼒

の強化、⼈的・技術的基

盤の発展及びイノベー

ションの創出に総合的

に取り組んだ。【➡詳細

はⅢ.4.1.参照】 
具体的には、2018 年 5
月、⺠間事業者等を主

体とする事業を出⼝と

した共創型研究開発プ

ログラムとして『宇宙

イノベーションパート

ナ ー シ ッ プ （ J ｰ

SPARC）』を開始した

【次頁左側】。これまで

に問合せ等は 150 社を

超えているが、ほぼす

べての案件についてプ

ロデューサーが中⼼と

なり事前対話を⾏い、

第 4 期当初想定した目

標 5 件を大きく上回る

計 19件の共創活動を開

始した。当初は、主に宇

宙ベンチャー企業への

支援、非宇宙系の⼤⼿

企業による宇宙事業へ

の新規参⼊を想定して

いたが、宇宙食料マー

ケットや遠隔存在技術

など「新しいマーケッ

トの創出」を内容とす

る案件や異分野を含む

たな宇宙ビジネスを創出し、

Ⅲ.4.2.の取組により宇宙産業

の競争力を強化するとともに

技術基盤を成熟・汎用化させ、

成熟した技術でⅢ.4.1.の宇宙

利用拡大及び産業振興を支え

たように、この 2 つの取組が

有機的・機動的に相互に機能

し合い、シナジーを生み出す

好循環を実現し、Ⅲ.4.の全体

の成果として想定以上の実績

を挙げた。 
 
 

数創出した。また、宇宙利用拡大及び産業振興分野においては、「宇宙イノベーショ

ンパートナーシップ（J-SPARC）」プログラムが始動し、具体的な成果創出が強く期

待される。これらの貢献は、特に顕著な成果の創出であると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○横断的項目においては、研究成果が他のプロジェクトへの貢献にもつながってお

り、ともすると成果をそれぞれ二重に評価しているように見受けられる。ダブルカウ

ントとならないように、整理した記載を求めるとともに、横断的項目として評価され

るべき点のより一層の明確化を求める。 
 
○研究開発については、国際水準との比較の中で、成果を示すことを求める。 
 
○研究開発については、多数の項目の中で成果があがっている項目を評価する都合

上、すべての項目について成果が創出されているように見えてしまう。正当な評価の

ためには中長期計画との整合を取った上で、特段の成果が創出されていないもの（計

画通り実施しているもの）や計画通りに進んでいないものについても情報として提

示をするべきである。 
 
○低コスト、短期間、小型など量的な目標を設定している項目については、中長期計

画及び年度計画策定時に、ベンチマークとともに、策定時の実績値と目標数値を示し

た上で、評価時にそれと比較して評価時の実績値がどうであったかを示すべきであ

る。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○現在は宇宙ベンチャー活況期にあるが、持続性ある産業振興の担保が重要であり、

民間の事業速度に対応できるような柔軟な組織運営を期待する。 
 
〇産業育成にむけて、より活動を拡充することを期待する。特に、全体をエコシステ

ムとしてデザインして実施してもらいたい。エコシステムとしては色々なアプロー

チが取れるが、基本的には全ての分野において産業育成エコシステムを構築するこ

とを目指していただきたい。 
 



民間との「共創の場づ

くり」を内容とする宇

宙産業振興の制度整備

につながる案件など当

初想定外の事業共創が

⽣まれている。 
 また、宇宙産業を起

爆剤とした地域振興を

めざし活発化している

地方自治体の活動への

積極的な支援、金融機

関等との連携を強化

し、政府が推進する宇

宙産業へのリスクマネ

ー供給の実現への支

援、宇宙産業の人材流

動化への取組みなどを

行った。  
２．宇宙活動の自立的・

持続的発展と関連産業

の国際競争力強化に貢

献するため、宇宙開発

における新たな価値を

創出する先導的な研究

開発を進め、次の３つ

の分野において顕著な

成果を挙げた。【➡詳細

はⅢ.4.2.参照】 
 ① 安全保障の確保

及び安全・安心な社会

の実現の分野 
 我が国の安全保障の

確保を支えるキー技術

として、宇宙輸送シス

テムの設計を支える世

界トップレベルまで忠

実度を高めたシミュレ

ーション技術や、地球

帰還の自在性の確保に

資する日本最先端の揚

力誘導技術等を獲得す

るとともに、スクラム



ジェット技術の極超音

速飛行への応用を進め

た。 
 ② 宇宙利用拡大と

産業振興への貢献の分

野 
 「革新的衛星技術実

証１号機」プログラム

を通じ、民間企業等に

対し機器等の軌道上実

証とそれに供する衛星

開発機会を提供するこ

とで、従来単独での実

証機会が少なかった要

素技術の軌道上実証を

約２年という短期間か

つ低コストで実現した

ことに加えて、スター

トアップ企業に技術支

援を行い新規宇宙産業

参入を狙う事業者の衛

星開発・運用能力を格

段に向上させた。また、

この経験を通じ、大規

模な技術実証ミッショ

ン実施にやる気のある

事業者の自立を強力に

後押しする JAXA の新

たなサービス調達制度

を具体化した。既に宇

宙産業界で事業化意欲

を持つ企業が自己投資

を行い JAXA と共同研

究を行う『産業基盤の

維持・強化に資する共

同研究』が開始されて

いる【次頁右側】。 
 ③ 宇宙科学・探査

分野における世界最高

水準の成果創出及び国

際的プレゼンスの維

持・向上に貢献する研



究開発の分野 
 重力データ評価・誤

差要因解析・航法誘導

制御系の設計改良、目

標点の形状・高さを詳

細に取り込んだ自動運

用シーケンスの開発に

より、はやぶさ２タッ

チダウンで世界最高水

準の航法・誘導技術を

獲得した。また、『宇宙

探査でのオープンイノ

ベーションの取組』で

は、多くの非宇宙分野

の企業（９割）の参加を

得ながら、交付金・JST
支援資金を上回る事業

者の自己投資を引き出

す等、宇宙分野の研究

システムの改革を定着

させた。 
 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．４．１ 民間事業者との協業等の宇宙利用拡大及び産業振興に資する取組 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

技術移転（ラ

イセンス供

与）件数 
－ 372 

      予算額（千円） 880,128       
決算額（千円） 879,387       
経常費用（千円） －       

施設・設備の

供用件数 
－ 104 

      経常利益（千円） －       
行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

実証機会の

提供数 
－ 26 

      従事人員数 29       
 

民間事業者

等の外部か

らの問合せ

件数 

－ 340 

      

民間事業者

等との協業

件数 
－ 30 

      



民間事業者

との協業等

の取組によ

り市場投入

された製品・

サービス等

の件数 

－ 5 

      

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ４．１．民間事業者

との協業等の宇宙

利用拡大及び産業

振興に資する取組 
 
宇宙利用の拡大

及び産業の振興の

観点から、民間事業

者等と適切な役割

分担に基づいたパ

ートナーシップを

結び、協働で研究開

発を推進するとと

ともに、産業界の動

向も踏まえて異分

野の技術を融合し

たオープンイノベ

ーションに係る取

組を進め、民間資金

等の活用を図りつ

つ、民間事業者を主

体とする新たな宇

宙関連事業の創出、

宇宙分野に閉じる

ことのない技術革

新を目指す。 
また、JAXA の研

究開発成果の社会

還元を民間事業者

２．１．民間事業者

との協業等の宇宙

利用拡大及び産業

振興に資する取組 
 
国際市場や異分

野において競争力

を持った新しい事

業の創出を目指し、

従来の宇宙関連企

業だけではなく、ベ

ンチャーから大企

業まで多様かつ新

たな民間事業者等

と対等な立場で事

業を推進するパー

トナーシップ型の

協業に取り組む。具

体的には、民間事業

者等と共に利用・事

業シナリオを企画

立案し、双方が資

金・人的リソース等

を提供した上で共

同チーム体制等を

構築して技術開発・

実証を行い、民間事

業者等が主体とな

る事業を創出する

２．１．民間事業者

との協業等の宇宙

利用拡大及び産業

振興に資する取組 
 
国際市場や異分

野において競争力

を持った新しい事

業の創出を目指し、

従来の宇宙関連企

業だけではなく、ベ

ンチャーから大企

業まで多様かつ新

たな民間事業者等

と対等な立場で事

業を推進するパー

トナーシップ型の

協業に取り組む。具

体的には、民間事業

者等と共に利用・事

業シナリオを企画

立案し、双方が資

金・人的リソース等

を提供した上で共

同チーム体制等を

構築して技術開発・

実証を行うことを

目的としたイノベ

ーションパートナ

＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創出

等の宇宙利用の拡

大及び産業振興、宇

宙産業の国際競争

力強化に貢献する

ための立案・検討・

マネジメントは適

切に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大と

産業振興、宇宙産業

の国際競争力強化

に係る取組の成果

（品質・コスト・ス

ケジュール等を考

慮した取組を含む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

１．民間事業者等を主

体とする事業を出口と

した共創型研究開発プ

ログラムとして「宇宙

イノベーションパート

ナ ー シ ッ プ （ J-
SPARC）」を始動した。

2018 年 5 月の始動以

降、これまでの同施策

に対する問合せ等は

150 社を超え、ほぼすべ

ての案件について、プ

ロデューサーが中心と

なり事前対話を行い、

19 件の共創活動を実施

した。当初は、主に宇宙

ベンチャー企業への支

援、非宇宙系の大手企

業による宇宙事業への

新規参入といった内容

を想定していたがそれ

のみならず、「新しいマ

ーケットの形成」「共創

の場づくり」などの想

定外の展開も生まれて

いる。 
(1) 宇宙産業の規模拡

大のボトルネックと言

われる宇宙輸送につい

＜評定と根拠＞ 
評定：S 
第 4 次産業革命の時代を迎

え、また米国を中心に世界の

宇宙産業が活性化する中、政

府が策定した「宇宙産業ビジ

ョン 2030」（2017 年 5 月）「宇

宙ベンチャー育成のための新

たな支援パッケージ」（2018
年 3 月）等の政府方針を受け、

民間プレイヤーの新規参入・

民需喚起による裾野拡大、リ

スクマネー供給拡大、海外宇

宙ビジネスの動向を踏まえた

国際競争力の強化、人的・技

術的基盤の発展及びイノベー

ションの創出に総合的に取り

組む必要がある。これに応え

るため、JAXA は、共創型研

究開発プログラム「宇宙イノ

ベーションパートナーシップ

（J-SPARC）」を始動する等、

宇宙産業振興の中核的な機関

たるべきとの意識をもって、

政府・自治体・民間等の各種

取組の好循環を生むよう取り

組んだ。第 4 期の初年度に J-
SPARC で 19 件の共創活動を

実施したことは当初目標５件

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
「宇宙イノベーションパートナーシップ（J-SPARC）」プログラムが始動し、１年

間で想定を大きく上回る多くの民間事業者と多様な連携が進んでいる。従来の法人

事業ではなかった産業振興分野について、限られたリソースの中で、新しいプログラ

ムを立上げ、国内の宇宙産業の活況に貢献し、ＪＡＸＡの研究開発の領域・裾野を拡

大している点は高く評価でき、今後の具体的な成果創出を強く期待する。 
 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
○協業件数の多さなどのプロセスではなく、国際的に影響力の高いテーマかどうか

という点や、どれだけのアウトカム（事業）・リターンを創出できたか、という点を

もって成果を評価すべきである。そのためにも、今後を見越したロードマップと概算

でも数値を提示した事業計画の明確化、それに基づく進捗評価を提示することを求

める。ＪＡＸＡには事業化に向けて関係機関と連携し、より主体的な役割を担うこと

を期待する。 
 
○知的財産権について、海外の企業においては日本の法律が適用されないケースも

あるため、海外的な視点での整理を行うことを望む。 
 
○ＪＡＸＡ設立以来、大きく事業領域が変化した分野である。民間連携においては、

民間が前面に出ることで、法人の取組・努力が外部から見えにくくなる傾向があるの

で、法人としてのプレゼンスを発揮できるような仕組みや、適切に評価するための仕

組みを構築することを期待する。 
 



等と連携しつつ積

極的に推進するこ

とで、ベンチャービ

ジネス等の新たな

事業の創出を実現

するとともに、宇宙

産業を担う人材の

育成にも貢献する。 
これらの取組に

資することも考慮

し、戦略的に知的財

産制度の柔軟かつ

継続的な改善を行

い、JAXA の知的財

産がより一層活用

されることを目指

す。 
さらに、金融機関等

との連携やロケッ

トの相乗りによる

宇宙実証機会の提

供、衛星データのア

クセス性向上に資

する施策の実施、民

間事業者による宇

宙ビジネスの創出

や高付加価値化に

資する各種支援等

を通じ、広く産業の

振興に貢献する。ま

た、宇宙実証機会の

提供等については、

民間事業者等の事

業としての自立化

を目指す。 

とともに、異分野融

合等のオープンイ

ノベーションに係

る取組を広げ、新た

な宇宙利用の創出

につながる技術等

を獲得する。 
また、JAXA の研

究開発成果等を利

用した新たなベン

チャービジネスを

創出するため、研究

開発成果の積極的

な発信や、民間事業

者等との連携によ

る JAXA 内外のア

イデアの発掘、事業

化に向けた検討の

促進、職員による積

極的な事業化を促

進する支援制度等

の環境の整備・改善

等を行うとともに、

これらを通じて、宇

宙 産 業 を 担 う

JAXA 内外の人材

の育成にも貢献す

る。 
上述の取組を進

めるに当たっては、

JAXA の知的財産

の活用による宇宙

利用の拡大や民間

事業の創出を促進

するため、戦略的に

知的財産の取扱い

ルールの柔軟化等

の制度改善を行う。 
また、民間事業者等

からの受託・共同研

究への拠出金等の

積極的な民間資金

ーシップに着手す

る。 
また、JAXA の研

究開発成果等を利

用した新たなベン

チャービジネスを

創出するため、研究

開発成果の積極的

な発信や、民間事業

者等との連携によ

る JAXA 内外のア

イデアの発掘、事業

化に向けた検討の

促進、職員による積

極的な事業化を促

進する支援制度等

の環境の整備・改善

等を行うとともに、

これらを通じて、宇

宙 産 業 を 担 う

JAXA 内外の人材

の育成にも貢献す

る。 
上述の取組を進

めるに当たっては、

JAXA の知的財産

の活用による宇宙

利用の拡大や民間

事業の創出を促進

するため、戦略的に

知的財産の取扱い

ルールの柔軟化等

の制度改善を検討

する。 
また、民間事業者

等からの受託・共同

研究への拠出金等

の積極的な民間資

金等の活用を図る

とともに、宇宙産業

への投資を促進す

るために金融機関

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

備の整備・維持・運

用の状況等） 
○民間事業者等の外

部との連携・協力の

状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果（例：

基幹ロケットの打

上げ成功率・オンタ

イム成功率等） 
○宇宙実証機会の提

供の状況（例：民間

事業者・大学等への

実証機会の提供数

等） 
○研究開発成果の社

会還元・展開状況

（例：知的財産権の

出願・権利化・ライ

センス供与件数、受

託件数、ISS 利用件

数、施設・設備の供

用件数等） 
○新たな事業の創出

の状況（例：JAXA 
が関与した民間事

業者等による事業

等の創出数等） 
○外部へのデータ提

供の状況（例：国内

外の関係機関等へ

の衛星データ提供

数等） 
（マネジメント等

て、日本の宇宙輸送ベ

ンチャーのエコシステ

ムの構築・国際競争力

向上を図るべく、新規

ロケットビジネスを進

める 5 社との間で、事

業コンセプト共創を開

始した。インターステ

ラテクノロジズの小型

ロケット事業をオール

ジャパンで取り組む体

制の構築を支援した。 
(2) 宇宙産業における

新規ビジネスとして各

国で検討がなされてい

る軌道上サービス事業

（デブリ対策を含む。）

について、事業意思の

ある民間企業 4 社との

間で事業コンセプト共

創及び事前対話を開始

した。 
(3) 米国を中心に ISS
の民間開放が進み、米

国民間企業を中心とし

た宇宙旅行ビジネスの

サービスが目前である

中、「地球低軌道を経済

活動の場へ」を掲げた

事業共創機会のお知ら

せ（AO）を実施し、30
社程度からの事業アイ

ディア提案を受けると

ともに、SpaceBD㈱及

び㈱Z 会 HD と教育関

連事業 1 件の事業コン

セプト共創を開始し

た。その他、AO 公募〆

切後３ヶ月のスピード

で商品化に至った案件

（アトモフ㈱）、AO 公

募により遠隔ロボット

を大きく上回る等、宇宙産業

活性化の「呼び水」効果、モメ

ンタム形成効果が認められ、

特に顕著であり、将来的に特

別な成果の創出も期待される

と評価する。 
 
 

＜審議会及び部会からの意見＞ 
○産業振興に対するＪＡＸＡの役割は極めて重要であり、益々期待が高まってきて

いるが、「世界初、世界トップの研究開発成果を創出すること」のプライオリティを

最も高くして取り組んでいただきたい。 
 
○投資回収・効率性も意識しつつ、研究開発の成果を民間に展開し、宇宙産業へつな

げることはＪＡＸＡの役割の一つであり、これまでの技術的観点からの支援だけで

なく、社会実装や事業化の観点からも積極的・主体的関与が求められる。 
 
○立上げという点では申し分ない成果であるが、継続し、人材やモチベーションを維

持し続けることが重要である。きっかけづくりだけに終わらないよう、民間との柔軟

な連携を期待する。 
 
○それぞれの共創活動の結果としては、実際の利益につながる段階には至っておら

ず、多産多死が現実であるベンチャー・イノベーションの世界で 19 件の共創活動で

十分と言えるかどうかも、現時点では評価が難しい。今後、本取組を通じ、どれだけ

産業に拡大するかに期待する。 
 
○色々なアプローチで産業育成を行ってきていることは高く評価される。引き続き

産業育成に向けて活動を継続することとともに、今後は、J-SPARC や探査イノベー

ションハブのように既存のプロジェクトと分離したものではなくＪＡＸＡのあらゆ

るプロジェクトにおいて計画当初から商用化へつなげていくことを促すようなエコ

システムを構築することを期待する。 
 
○話題性もあった分野だと思うが、現時点では多くが緒に就いた段階であり、連携し

た民間企業が事業成果を創出して初めて、プログラム制度の成果となると思われる。

様々な企業とプロジェクトが興り、育っていることは評価に値する。多岐にわたるジ

ャンルが宇宙に繋がることを示し、潜在的に宇宙に関わることが可能な人・企業を増

やすことに成功した好例であると考える。 
 
○将来の民間利用拡大を念頭に置き、どこまでがＪＡＸＡとしてなすべき支援策か、

その評価の在り方とともに、ＪＡＸＡの活動のブランディング戦略についても検討

をお願いしたい。 
 
〇新たなパートナーシップの協業は、一時的なものでなく、継続拡大できるように、

ＪＡＸＡの努力を期待しているとともに、政府からの支援も期待したい。 
 
〇海外への事業展開支援がさらに活性化される事を期待する。 
 
 



等の活用を図ると

ともに、宇宙産業へ

の投資を促進する

ために金融機関等

との連携を行う。 
さらに、民間事業

者による宇宙ビジ

ネスの創出や高付

加価値化に資する

取組として、宇宙用

機器の市場投入の

促進、民間事業者等

の超小型衛星打上

げ等の宇宙実証機

会に係る対外窓口

の一本化、JAXA の

有する施設・設備の

利用促進、衛星デー

タのアクセス性向

上をはじめとした

種々の支援を行う。 
宇宙実証機会の提

供等については、民

間事業者等の事業

としての自立化を

目指し、ロケットの

相乗りに係るノウ

ハウ等の移管等を

行う。 

等との連携を行う。 
さらに、民間事業

者による宇宙ビジ

ネスの創出や高付

加価値化に資する

取組として、宇宙用

機器の市場投入の

促進、民間事業者等

の超小型衛星打上

げ等の宇宙実証機

会に係る対外窓口

の一本化、JAXA の

有する施設・設備の

利用促進、衛星デー

タのアクセス性向

上をはじめとした

種々の支援を行う。 
宇宙実証機会の提

供等については、民

間事業者等の事業

としての自立化を

目指し、ロケットの

相乗りに係るノウ

ハウ等の移管等に

向けた準備を進め

る。 

指標） 
○民間事業者等の外

部との連携・協力の

状況（例：協定・共

同研究件数、技術支

援件数、JAXA の施

策・制度等への民間

事業者・大学等の参

入数又は参加者数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

民間資金等を活用

した事業数等） 

に係る共同研究（GITAI
㈱）や 3D プリント技術

に係る共同研究（フド

ー㈱）の実施に至った

案件を創出した。 
(4) 宇宙旅行時代も見

据えた衣食住に係る市

場形成型の取り組みと

して、産学官連携プロ

グラム「Space Food X」

を始動し、民間ベンチ

ャーキャピタル及び

JAXA 等が核となり、フ

ードテック、極地生活、

食文化に関連する企業

等計約 30組織等が共創

し、現在存在しないが

将来の宇宙滞在に必要

な宇宙食料マーケット

という新産業の形成を

先導する野心的取り組

み等 2 件を開始した。 
(5) 民間企業における

月探査等の活動が活発

化する中、ANA HD㈱

が取り組むアバター

（遠隔存在技術）とい

うこれまで存在しなか

った事業領域の創出の

共創及びグリー㈱によ

る JAXA 保有の月画像

を活用したVR/AR教育

エンターテイメントコ

ンテンツの共創を開始

し、非宇宙系企業の新

規参入を促進した。 
(6) 宇宙ビジネス創出

をテーマとした拠点

「 X-NIHONBASHI 」
を 2018 年 11 月、民間

の積極的な投資により

日本橋に試行開設に至



った等、異分野を含む

民間との共創の場づく

りに取り組んだ。 
(7) 地球観測分野にお

いて、㈱メルカリとの

JAXA の衛星画像デー

タとAIを活用したビジ

ネス、㈱Synspective と

の JAXA の SAR アン

テナ技術を活用した小

型レーダー衛星ビジネ

スなどでコンセプト共

創活動を開始し、宇宙

ビジネスを目指す民間

事業者等への JAXA で

培われた研究開発成果

の最大化に取り組ん

だ。 
 
２．JAXA 発ベンチャー

支援制度において、新

たに 2 件（宇宙用民生

コンピュータ販売事

業、衛星データ利用ビ

ジネスソリューション

事業）に対して認定を

行 う 等 計 5 社 へ    

の支援を実施した。 
３．地方自治体におけ

る宇宙産業への取組へ

の支援として、茨城県

における宇宙ベンチャ

ー支援を目的とした

「いばらき宇宙ビジネ

ス創造拠点プロジェク

ト」発足の支援等を実

施した。 
 
４．宇宙産業へのリス

クマネー供給を進める

㈱日本政策投資銀行

（DBJ）への技術的情



報の提供の推進、政府

系官民ファンドである

㈱INCJ との連携の構

築を行った。DBJ との

連携において、㈱スペ

ースワン社（資本金 14
億円）の事業会社化に

は JAXA から提供され

た技術的情報も活用さ

れた。 
 
５．経済産業省の「宇宙

産業分野における人的

基盤強化のための検討

会」の報告を踏まえ、宇

宙ベンチャーに JAXA
人材を派遣する等宇宙

産業の人材流動化に取

り組んだ。 
 
６. オープンラボ制度

で開発した宇宙用機器

の研究開発成果を基

に、民間事業による社

会実装を支援し、ソニ

ック社の低層風情報提

供システム（SOLWIN）

（東京都主催「世界発

信コンペティション」

特別賞受賞）及び日本

電波工業（NDK）の高

精度アウトガス計測セ

ンサー、京セラの水素

コネクタ等において、

当該企業における受注

獲得等の成果を得た。 
 
７. 宇宙実証機会の提

供のうち、H-IIA40号機

の相乗り事業において

は、４機関の小型副衛

星を開発した新規参入



企業を支援した。参加

した大学からは大手宇

宙航空企業への就職者

もあり、将来の宇宙産

業を担う人材育成に貢

献した。 
 
８．なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．４．２ 新たな価値を実現する宇宙産業基盤・科学技術基盤の維持・強化（スぺ―ス・デブリ対策、宇宙太陽光発電含む） 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285、0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

知的財産権

の出願・権利

化 
－ 

出願::57
件（うち

海外 15
件)権利

化: 22 件 
( う ち 海

外 9 件) 

      予算額（千円） 15,364,116       
      決算額（千円） 15,584,719       
      経常費用（千円） －       
      経常利益（千円） －       
      行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

      従事人員数 342       
査読付き論

文数 
－ 39 

       
      

ライセンス

供与の件数 
－ 

79 件 
(新規 36,
継続 40,
変更 3） 

      
      
      
      

受託件数、金

額 
(千円) 

－ 
16 件 

10,497 

      
      
      

外部資金の

獲得件数・金

額  (千円) 
－ 

55 件 
607,123 

      
      
      

共同研究相

手先の自己
－ 670,032 

      
      



投資額(千円)       

共同研究参

加企業・大学

数 
－ 

累計 124
機 関 ( う
ち 9 割の

企業が非

宇宙) 

      
      
      
      
      

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ４．２．新たな価値

を実現する宇宙産

業基盤・科学技術基

盤の維持・強化（ス

ペース・デブリ対

策、宇宙太陽光発電

含む） 
 
将来的に、我が国

の安全保障の確保、

安全・安心な社会の

実現、宇宙利用の拡

大と産業の振興、世

界最高水準の科学

的成果創出及び我

が国の国際的プレ

ゼンスの維持・向上

等に貢献すること

を見据え、スペー

ス・デブリ対策技

術、再使用型宇宙輸

送システム技術（低

コストで高頻度な

宇宙輸送を可能と

する技術）等の社会

を先導するような

挑戦的な研究開発

を推進し、新たな事

業領域の開拓や非

連続的な技術革新

２．２．新たな価値

を実現する宇宙産

業基盤・科学技術基

盤の維持・強化（ス

ペース・デブリ対

策、宇宙太陽光発電

含む） 
 
新たな事業領域

の開拓や世界をリ

ードする技術革新

により、我が国の宇

宙活動の自立的・持

続的発展と関連産

業の国際競争力強

化に貢献するため、

今中長期目標期間

において確立を目

指す重要技術を以

下に示すとおり設

定し、研究開発の重

点課題として取り

組む。 
研究開発の実施

に当たっては、国際

的な技術動向の分

析に基づき、宇宙シ

ステムに与えるイ

ンパクト、出口目

標、産業界との役割

２．２．新たな価値

を実現する宇宙産

業基盤・科学技術基

盤の維持・強化（ス

ペース・デブリ対

策、宇宙太陽光発電

含む） 
 
新たな事業領域

の開拓や世界をリ

ードする技術革新

により、我が国の宇

宙活動の自立的・持

続的発展と関連産

業の国際競争力強

化に貢献するため、

今中長期目標期間

において確立を目

指す重要技術に対

し、以下に示すとお

り研究開発の重点

課題として取り組

む。 
その際、研究リー

ダに優れた人材を

登用するため、クロ

スアポイントメン

ト制度やイノベー

ションフェロー制

度等を活用し、人材

＜評価軸＞ 
【安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現】 
○我が国の安全保障

の確保及び安全・安

心な社会の実現に

貢献する取組の立

案・検討・マネジメ

ントは適切に進め

られたか。それに伴

う成果が生まれて

いるか。 
＜評価指標＞  
（成果指標） 
○安全保障の確保及

び安全・安心な社会

の実現に係る取組

の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

備の整備・維持・運

我が国の宇宙活動の自

立的・持続的発展と関

連産業の国際競争力強

化に貢献するため、(1)
宇宙開発における新た

な価値を創出する先導

的な研究開発を進め、

以下の１．２．３．に示

す特に顕著な成果を挙

げた。これらの成果創

出にあたっては、(2)宇
宙産業及びプロジェク

トを支える科学技術基

盤の強化に取り組んだ

成果を活用し、特に、

１．の分野ではプロジ

ェクトを支えること

で、２．の分野では宇宙

産業界と対話を進める

ことで、我が国全体と

しての成果の最大化に

貢献した。 
 
１． 安全保障の確保及

び安全・安心な社会の

実現に貢献する研究開

発  
・世界トップレベルま

で忠実度を高めた回転

機械内部流体シミュレ

＜評定と根拠＞ 
評定：S 
 宇宙活動の自立的・持続的

発展と関連産業の国際競争力

強化に貢献するため、宇宙開

発における新たな価値を創出

する先導的な研究開発を進

め、① 安全保障の確保及び

安全・安心な社会の実現の分

野② 宇宙利用拡大と産業振

興への貢献の分野③ 宇宙科

学・探査分野における世界最

高水準の成果創出及び国際的

プレゼンスの維持・向上に貢

献する研究開発の分野におい

て特に顕著な成果を挙げた。 
 
 

評定 S 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成

果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
安全保障の確保及び安全・安心な社会の実現に貢献する研究開発において、世界最

高レベルの忠実度の回転機械内部流体シミュレーション技術や小型回収カプセルに

応用された日本最先端の揚力誘導技術、日本独自の保冷技術、世界最高性能の計測技

術が開発された。また、宇宙利用拡大と産業振興に貢献する研究開発において、「革

新的衛星技術実証１号機」による要素技術の軌道上実証の短期・低コストでの実現、

スペース・デブリ除去研究におけるサービス調達制度の開始が行われた。宇宙科学・

探査分野における世界最高水準の成果創出及び国際的プレゼンスの維持・強化に貢

献する研究開発において、小惑星接地に重要な設計改良及び自動運用シーケンスを

開発し、小惑星探査機「はやぶさ２」のピンポイントタッチダウン成功に貢献した。

これらは、国立研究開発法人の枢要な業務である宇宙産業・科学技術基盤の研究開発

分野において、安全保障、産業振興、科学技術基盤の各領域に資する研究開発成果で

あり、特に顕著な成果の創出であると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○横断的項目においては、研究成果が他のプロジェクトへの貢献にもつながってお

り、ともすると成果をそれぞれ二重に評価しているように見受けられる。ダブルカウ

ントとならないように、整理した記載を求めるとともに、横断的項目として評価され

るべき点のより一層の明確化を求める。 
 
○研究開発については、国際水準との比較の中で、成果を示すことを求める。 
 
○研究開発については、多数の項目の中で成果があがっている項目を評価する都合

上、すべての項目について成果が創出されているように見えてしまう。正当な評価の



を目指す。また、政

府その他関係機関、

民間事業者等とも

連携して、要素技

術、センサ、部品・

コンポーネント、シ

ステム開発手法等

の研究開発等に取

り組み、人工衛星等

のシステムとして

の自立性・国際競争

力の維持・向上や確

実なミッション達

成、ひいては、我が

国の宇宙産業基盤

の維持・発展に貢献

する。また、有人宇

宙技術研究や宇宙

科学研究等と協調

し、異分野技術も取

り入れた宇宙探査

に関する研究を推

進し、国際宇宙探査

と産業の振興に貢

献する。 
また、エネルギ

ー、気候変動、環境

等の人類が直面す

る地球規模課題の

解決の可能性を秘

めた宇宙太陽光発

電システムについ

て、エネルギー送受

電技術の研究開発

を推進する。さら

に、液化天然ガス

（LNG）推進系技

術の研究開発に取

り組み、長期的な視

野をもって我が国

の国際競争力強化

に貢献する。 

分担及び責任関係

を明確化して産業

界と認識を共有す

る。研究リーダに優

れた人材を登用す

るため、クロスアポ

イントメント制度

やイノベーション

フェロー制度等を

活用し、宇宙航空分

野に限らず我が国

が強みを有する分

野との間で、人材の

流動化を進める。 
また、国際競争力

の鍵となる技術の

知的財産化を進め、

産業界による活用

が促進される知的

財産制度を整備す

る。 
 
（１）宇宙開発にお

ける新たな価値を

創出する先導的な

研究開発 
①安全保障の確保

及び安全・安心な社

会の実現に貢献す

る研究開発 
スペース・デブリ

対策の事業化を目

指す民間事業者等

と連携し、新たな市

場の創出と我が国

の国際競争力確保

に貢献する取組を

行う。重点課題とし

て、大型のロケット

デブリを対象とし

た世界初の低コス

トデブリ除去サー

糾合を進める。 
また、国際競争力

の鍵となる技術お

よび知的財産に関

し産業界との議論

を進め、共有した方

針に基づき研究開

発を進める。また、

知 的 財 産 に 係 る

JAXA の対応方針

を取りまとめる。 
 
（１）宇宙開発にお

ける新たな価値を

創出する先導的な

研究開発 
 
①安全保障の確保、

安全・安心な社会の

実現に貢献する研

究開発 
スペース・デブリ

対策の事業化を目

指す民間事業者等

と連携し、低コスト

デブリ除去サービ

スのミッション提

案に向けたシステ

ム検討を進める。デ

ブリ発生を未然に

防止する技術につ

いては、大気圏への

安全投棄の技術に

ついての研究を進

める。また、事業化

に向けて、政府や内

外関係機関と連携

し、宇宙デブリ対策

の国際ルール化に

向けた国際的な議

論を主導する。 
 

用の状況等） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果（例：

基幹ロケットの打

上げ成功率・オンタ

イム成功率等） 
（マネジメント等

指標） 
○安全保障・防災関

係機関等の外部と

の連携・協力の状況

（例：協定・共同研

究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

受託件数等） 
＜評価軸＞ 
【宇宙利用拡大と

産業振興】 
○新たな事業の創出

等の宇宙利用の拡

大及び産業振興、宇

宙産業の国際競争

力強化に貢献する

ための立案・検討・

マネジメントは適

切に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙利用の拡大と

産業振興、宇宙産業

の国際競争力強化

ーション技術を構築

し、我が国の安全保障

の確保に欠かすことが

できない宇宙輸送分野

において、基幹ロケッ

ト（H3 ロケット）開発

の核心であるエンジン

性能を確保するオープ

ンインペラ形状を導

き、開発コストの低減・

開発期間の短縮に貢献

した。 
・日本最先端の揚力誘

導技術、日本独自の保

冷技術、世界最高性能

の計測技術を開発し、

ペイロードを安全・確

実に帰還させる小型回

収カプセルのキー技術

として、海外に頼って

きた実験サンプル回収

を我が国独自の手段で

実現し、自在性確保の

観点で ISS きぼうの価

値を高めるミッション

の成功に貢献した。 
・これらの技術は、その

汎用性の高さから、安

全保障関連のみなら

ず、回転機械機器の開

発や大気圏内で高精度

な誘導則が要求される

ミッションへの適用が

でき、我が国の航空宇

宙産業界の競争力を強

化させ、『宇宙利用拡大

と産業振興』への貢献

も期待できる。また、

JAXA の技術力が外部

から評価された実例と

して、防衛装備庁の大

型の外部資金である

ためには中長期計画との整合を取った上で、特段の成果が創出されていないもの（計

画通り実施しているもの）や計画通りに進んでいないものについても情報として提

示をするべきである。 
 
○低コスト、短期間、小型など量的な目標を設定している項目については、中長期計

画及び年度計画時に、ベンチマークとともに、現状の値と計画時の目標数値を示した

上で、それと比較してどうであったかを示すべきである。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○無人宇宙探査、回収帰還技術、小型化技術、省エネ技術、高信頼性技術など、日本

の強みであり、世界を先導するような領域において、さらに世界をリードし続けるよ

うな技術開発を予断なく推進することを強く期待する。 
 
○新しく取組を始めたスペース・デブリ除去の分野において、日本が世界を引っ張っ

ていく存在になることを期待する。世界的に重要な課題と考えるので、ＪＡＸＡ単体

ではなく、色々な機関と連携し、開発、利用まで実現できるよう注力していただきた

い。 
 
○高信頼性ソフトウェア技術やシステム開発手法が、国際市場において重要性が増

してきている中、世界の動きをベンチマークしながら、研究を進めることを期待す

る。 
 
○宇宙太陽光発電技術開発について先導的な役割を果たすことが望まれる中、その

取組や進捗について報告が必要である。 
 
〇RAPIS-1 では、アクセルスペースというベンチャー企業を選定し、ＪＡＸＡサポ

ートのもと衛星を開発し、打上げに成功したのは大変評価できる。 
 
〇年度計画に明確なアウトプットが規定されていないもの（例えば、「クロスアポイ

ントメント制度やイノベーションフェロー制度等を活用し、人材糾合を進める。」と

いった点）や、まだ成果が結実していないもの（例えば、デブリ除去では、「事業者

の自立を協力に後押しするサービス調達制度設計を具体化した。」だけで、実際にサ

ービス調達を開始したわけではない。）など、評価が困難であるものも多く含まれる。 
 
○スペース・デブリ対策について、サービス調達制度を具体化したことは、民間ビジ

ネスの形成に向けて大きな一歩であると言える。民間事業とするための国際ルール

が未整備な分野であり、国際パートナーとの連携による貢献に期待する。 
 
○この分野は、宇宙航空分野だけでなく、他分野の優れた技術が協同して取り組まれ

ることが重要である。JST イノベーションハブ構築支援事業が令和２年に終了する

が、その後のオープンイノベーション戦略についてもしっかり検討していただきた

い。 



さらに、宇宙実証

機会の提供等によ

る先進的な技術や

民生品の宇宙シス

テムでの利用拡大

等を図り、我が国の

科学技術基盤の維

持・発展と宇宙産業

の振興に貢献する。 
人工衛星を利用す

る官公庁や民間事

業者等のユーザと

連携し、当該ユーザ

への研究開発成果

の橋渡しを意識し

つつ、JAXA を取り

巻く環境変化や社

会課題解決の必要

性を踏まえ、新たな

人工衛星システム

の検討、企画・立案、

初期の研究開発や

実証を積極的に行

うことで、より高度

なソリューション

の提供と新たな宇

宙利用の開拓を目

指す。 

ビスの技術実証を

目指す。デブリ発生

を未然防止する技

術 に つ い て は 、

JAXA の強みであ

る高信頼の衛星・ロ

ケット技術を基に

民間企業が当該技

術の導入をし易い

ように利便性を高

めるとともに、軌道

変更や大気圏への

安全投棄の技術に

ついての研究開発

を行い、拡大する民

間の宇宙利用活動

に広く活用される

ことを目指す。ま

た、政府や内外関係

機関と連携し、技術

実証成果を基に、国

連等の場における

スペース・デブリ対

策の国際ルール化

の早期実現に貢献

する取組を行う。 
さらに、観測セン

サの時間・空間分解

能向上、通信のセキ

ュリティ技術、宇宙

環境計測、ロケット

推進技術の極超音

速飛行への応用等、

社会価値の高い技

術を中心に関係機

関との連携を深め

てニーズを発掘し

つつ、研究開発を行

う。 
 
②宇宙利用拡大と

産業振興に貢献す

②宇宙利用拡大と

産業振興に貢献す

る研究開発 
通信や地球観測

等の分野では、世界

に先駆けた利用サ

ービスや高い国際

競争力を持つ宇宙

システムの創出を

目指し、民間事業者

と協力し、以下に示

す重点課題につい

て市場ニーズを先

読みした研究開発

を進める。 
 高い信頼性と

経済性を有す

る宇宙輸送サ

ービスを実現

する再使用型

宇宙輸送シス

テム技術 
 低コスト・大容

量な高速衛星

通信ネットワ

ークを実現す

る光・デジタル

通信技術 
 静止軌道から

の常時観測を

可能とする超

高精度な大型

光学センサ技

術 
さらに 10 年先を

展望し、宇宙開発利

用に新たなイノベ

ーションを起こす

革新的な技術とし

て、ロボットによる

軌道上での機器交

換や補給・回収サー

に係る取組の成果

（品質・コスト・ス

ケジュール等を考

慮した取組を含む） 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

備の整備・維持・運

用の状況等） 
○民間事業者等の外

部との連携・協力の

状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果（例：

基幹ロケットの打

上げ成功率・オンタ

イム成功率等） 
○宇宙実証機会の提

供の状況（例：民間

事業者・大学等への

実証機会の提供数

等） 
○研究開発成果の社

会還元・展開状況

（例：知的財産権の

出願・権利化・ライ

センス供与件数、受

託件数、ISS 利用件

数、施設・設備の供

用件数等） 

「安全保障技術研究推

進制度」にて、スクラム

ジェット技術の極超音

速飛行への応用等の研

究を含む４件の研究が

採択（現継続案件の研

究代表所属機関の件数

として第２位）され、研

究成果を防衛装備庁が

高く評価し、航装研に

おいて JAXA との連携

を前提に試作研究にフ

ェーズアップする準備

がされている。本外部

資金は、Ⅲ.4.2 項の外部

資金の約６割を占め、

持続的に安全保障関連

の成果を創出するため

の環境が整備された。 
 
２．宇宙利用拡大と産

業振興に貢献する研究

開発  
・「革新的衛星技術実証

１号機」にて、従来単独

での実証機会が少なか

った要素技術を含む 13
テーマの軌道上実証を

約２年という短期間か

つ低コストで実現し、

産業界の要望に応え宇

宙実証範囲を拡げ、宇

宙産業の競争力強化と

裾野拡大に貢献した。

また、衛星開発機会を

提供し、JAXA はスター

トアップ企業に的確な

技術支援を行うとい

う、新たな仕組みでの

開発・打上げを成功さ

せ、新規宇宙産業参入

を狙う事業者の衛星開



る研究開発 
通信や地球観測

等の分野では、世界

に先駆けた利用サ

ービスや高い国際

競争力を持つ宇宙

システムの創出を

目指し、民間事業者

と協力し、市場ニー

ズを先読みした研

究開発と技術実証

を行う。具体的に

は、以下を重点課題

とし、実現性の高い

宇宙システム構想

を明らかにすると

ともに、そのキーと

なる技術を確立す

る。 
・高い信頼性と経

済性を有する宇宙

輸送サービスを実

現する再使用型宇

宙輸送システム技

術 
・低コスト・大容量

な高速衛星通信ネ

ットワークを実現

する光・デジタル通

信技術 
・静止軌道からの

常時観測を可能と

する超高精度な大

型光学センサ技術 
 
さらに 10 年先を

展望し、宇宙開発利

用に新たなイノベ

ーションを起こす

革新的な技術とし

て、衛星システム内

のワイヤレス化、ロ

ビス等、新たな宇宙

利用を生み出す研

究開発を行う。並行

して、これらの技術

を基にした新たな

ミッションを考案・

発信し、事業化アイ

デアの取り込み活

動を推進する。 
 
③宇宙科学・探査分

野における世界最

高水準の成果創出

及び国際的プレゼ

ンスの維持・向上に

貢献する研究開発 
国際宇宙探査に

おいて、我が国が高

い技術と構想を持

って戦略的に参画

するため、重点課題

として、独自の技術

で優位性を発揮で

きる環境制御・生命

維持等の研究開発

を行う。 
国立研究開発法

人科学技術振興機

構（JST）の支援を

受け、オープンイノ

ベーションの場で

ある宇宙探査イノ

ベーションハブに

より、我が国が世界

をリードする将来

の宇宙探査に関す

るシステム研究及

び技術課題に対応

した研究を進める

とともに、地上ビジ

ネスへの展開も含

めたイノベーショ

○新たな事業の創出

の状況（例：JAXA 
が関与した民間事

業者等による事業

等の創出数等） 
○外部へのデータ提

供の状況（例：国内

外の関係機関等へ

の衛星データ提供

数等） 
（マネジメント等

指標） 
○民間事業者等の外

部との連携・協力の

状況（例：協定・共

同研究件数、技術支

援件数、JAXA の施

策・制度等への民間

事業者・大学等の参

入数又は参加者数

等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

民間資金等を活用

した事業数等） 
＜評価軸＞ 
【宇宙科学・探査分

野における世界最

高水準の成果創出

及び国際的プレゼ

ンスの維持・向上

等】 
 
○世界最高水準の科

学成果の創出や我

が国の国際的プレ

ゼンス維持・向上等

に貢献する宇宙科

学研究、宇宙探査活

動、有人宇宙活動等

の立案・検討・マネ

ジメントは適切に

発・運用能力を格段に

向上させた。 
・上記の成果を踏まえ、

スペースデブリ除去ミ

ッションを対象に、新

規事業分野を開拓し、

事業者が独自の事業を

進めるための競争力を

獲得することに向け、

大規模な技術実証ミッ

ション実施にやる気の

ある事業者の自立を強

力に後押しするサービ

ス調達制度を具体化し

た。 
・これらの制度に基づ

く成果と JAXA の一歩

先をいく研究開発成果

により、宇宙産業界で

事業化意欲を持つ企業

が 自 己 投 資 を 行 い

JAXA と共同研究を行

うという意識改革が進

み、高速電波通信・光通

信及びスペースデブリ

除去の研究において、

既に４社と共同研究が

開始されている。これ

らの試みにより、宇宙

利用拡大と産業振興を

支えるための技術基盤

を強化する環境が整備

されるとともに、今後

の『安全保障の確保』へ

の貢献が期待できる。 
 
３．宇宙科学・探査分野

における世界最高水準

の成果創出及び国際的

プレゼンスの維持・向

上に貢献する研究開発  
・重力データ評価・誤差



ボットによる軌道

上での機器交換や

補給・回収サービ

ス、衛星データ活用

への AI 応用等、新

たな宇宙利用を生

み出す研究開発と

要素技術実証を行

う。並行して、これ

らの技術を基にし

た新たなミッショ

ンを考案・発信し、

潜在的なユーザニ

ーズや事業化アイ

デアの取り込み活

動を推進する。 
 
③宇宙科学・探査分

野における世界最

高水準の成果創出

及び国際的プレゼ

ンスの維持・向上に

貢献する研究開発 
国際宇宙探査に

おいて、我が国が高

い技術と構想を持

って戦略的に参画

するため、重点課題

として、独自の技術

で優位性を発揮で

きる環境制御・生命

維持、放射線防護、

重力天体等へのア

クセス技術、重力天

体上での観測・分析

技術等の研究開発

を行う。 
研究開発の実施

に当たっては、宇宙

探査における技術

の国際優位性や他

産業への技術波及

ンの創出に向けた

検討を行う。 
 
（２）宇宙産業及び

プロジェクトを支

える科学技術基盤

の強化 
我が国全体とし

ての成果の最大化

と波及拡大に貢献

するため、JAXA の

強みであるシミュ

レーション技術、高

信頼性ソフトウェ

ア技術、システム開

発手法、高い国際競

争力を有する搭載

機器や部品等の分

野において、競争的

資金や民間資金の

獲得に向けた提案

を行いつつ、産・官・

学の連携を強化し

て研究開発を進め

る。今後、宇宙利用

の拡大に向けて、よ

り拡充・強化すべき

分野については、人

材の流動化促進や

公募型研究制度の

活用により、宇宙分

野 と 異 分 野 や

JAXA 外の先端知

との糾合を図り、科

学技術基盤の裾野

の拡大に努める。 
中長期的に取り

組む宇宙太陽光発

電システムに係る

エネルギー送受電

技術及び液化天然

ガス（LNG）推進技

進められたか。それ

に伴う成果が生ま

れているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○宇宙科学・探査分

野における世界最

高水準の成果創出

及び国際的プレゼ

ンスの維持・向上等

に係る取組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

備の整備・維持・運

用の状況等） 
○大学・海外機関等

の外部との連携・協

力の状況 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果（例：

著名論文誌への掲

載状況等） 
○人材育成のための

制度整備・運用の成

果（例：受入学生の

進路等） 
（マネジメント等

指標） 
○大学・海外機関等

の外部との連携・協

要因解析・航法誘導制

御系の設計改良に加

え、目標点の形状・高さ

を詳細に取り込んだ自

動運用シーケンスを開

発し、ミッション途中

で小惑星表面の凹凸が

激しいことが判明し

た、はやぶさ２の世界

に類のない高精度な小

惑星ピンポイントダッ

チダウンの成功に貢献

した。 
・オープンイノベーシ

ョンの取組として、多

くの非宇宙分野の企業

（９割）の参加を得な

がら、交付金・JST 支援

資金を上回る事業者の

自己投資を引き出す

等、宇宙分野の研究シ

ステムの改革を定着さ

せた。共同研究の成果

として、宇宙探査と地

上事業の双方に有用な

世界最高水準の先端技

術を実現した。 
・はやぶさ２の技術成

果は、ランデブ技術と

して世界最高レベルで

あり、将来の宇宙探査

のみならず、軌道上サ

ービスやスペースデブ

リ除去等のランデブ技

術にも応用でき、ラン

デブ技術を競争力の源

泉とする事業で我が国

の確固たる競争力を確

保でき、『安全保障の確

保』や『宇宙利用拡大と

産業振興』への貢献も

期待できる。 



性を高めるため、オ

ープンイノベーシ

ョンの場を活用し

て人材・知の糾合を

促進し、異分野も含

めた最先端技術を

広く取り込む。 
 
（２）宇宙産業及び

プロジェクトを支

える科学技術基盤

の強化 
我が国全体とし

ての成果の最大化

と波及拡大に貢献

するため、JAXA の

強みであるシミュ

レーション技術、高

信頼性ソフトウェ

ア技術、システム開

発手法、高い国際競

争力を有する搭載

機器や部品等の分

野において、競争的

資金や民間資金を

導入しつつ、産・官・

学の連携を強化し

て研究開発等を行

う。今後、宇宙利用

の拡大に向けて、よ

り拡充・強化すべき

分野については、人

材の流動化促進や

公募型研究制度の

活用により、宇宙分

野 と 異 分 野 や

JAXA 外の先端知

との糾合を図り、科

学技術基盤の裾野

の拡大に努める。 
中長期的に取り

組む宇宙太陽光発

術については、要素

技術実証を視野に

入れた研究開発を

進める。 
新技術・民生品及

び超小型衛星の利

用拡大等に向けた

取組としては、基幹

的部品や新規要素

技術の軌道上実証

を効果的に行うた

めに、民間に対する

技術的な支援を着

実に行う。 
 革新的衛星技

術実証１号機

のうち、小型実

証衛星１号機

については開

発を完了し、打

上げを行い、軌

道上実証を開

始する。併せ

て、他機関が開

発する超小型

衛星等につい

て、打上げ前射

場作業等の支

援及び打上げ

を行う。 
 革新的衛星技

術実証２号機

について、ミッ

ション選定を

含めた検討を

進める。 
 
研究開発インフラ

については運用の

効率化を進めると

ともに、外部と連携

した研究課題に必

力の状況（例：協定・

共同研究件数等） 
○人材育成のための

制度整備・運用の状

況（例：学生受入数、

人材交流の状況等） 
○論文数の状況（例：

査読付き論文数、高

被引用論文数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

科研費等の外部資

金の獲得金額・件数

等） 

また、オープンイノベ

ーションの取組は、複

数の企業の事業化に繋

がっており、『宇宙利用

拡大と産業振興』に対

しても貢献する成果で

ある。 
 
 なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
 



電システムに係る

エネルギー送受電

技術及び液化天然

ガス（LNG）推進技

術については、宇宙

開発の長期的な展

望を踏まえつつ、要

素技術実証による

波及成果の創出に

留意した研究開発

を行う。 
新技術・民生品及

び超小型衛星の利

用拡大等に向けた

取組としては、基幹

的部品や新規要素

技術の軌道上実証、

我が国の優れた民

生部品・技術の宇宙

機器への転用を効

果的に行うととも

に、宇宙技術の民生

利用を促進する。 
研究開発環境の維

持・向上に不可欠な

研究開発インフラ

の老朽化対策等を

進めるとともに、将

来にわたり国際競

争力を発揮する分

野に関わる研究開

発設備を強化する。 

要かつ老朽化した

インフラについて

は対策を進める。 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．５ 航空科学技術 

関連する政策・施策 研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285、0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

共同研究数 － 128       予算額（千円） 9,053,830       
受託研究数 － 5       決算額（千円） 9,349,850       

ライセンス

の供与の件

数 
－ 8 

      経常費用（千円） 9,679,777       
      経常利益（千円） △261,584       
      行政サービス実施

コスト（千円） 
10,770,27

3 
      

知的財産権

の出願 
－ 42 

      従事人員数 221       
       

知的財産権

の権利化 
－ 28 

      
      

研究設備の

供用件数 
－ 25 

      
      

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価

の視点）、指標等 
法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 
 ５．航空科学技術 ３．航空科学技術 ３．航空科学技術 ＜評価軸＞ 1．社会からの要請に応 ＜評定と根拠＞ 評定 Ｓ 



 
航空科学技術に

ついて、研究開発計

画に基づき、社会か

らの要請に応える

研究開発、次世代を

切り開く先進技術

の研究開発及び航

空産業の持続的発

展につながる基盤

技術の研究開発を

推進し、我が国の航

空産業の振興・国際

競争力向上を目指

す。また、オープン

イノベーションを

推進する仕組み等

も活用し、国内外の

関係機関との連携

並びに民間事業者

への技術移転及び

成果展開を行うと

ともに、航空分野の

技術の標準化、基準

の高度化等を積極

的に支援し、航空産

業の発展と振興に

貢献する。 
 
（１）社会からの要

請に応える研究開

発 
  次世代エンジ

ン技術、低騒音機体

技術、航空機利用の

拡大技術等の研究

開発を民間事業者

等と連携して進め、

国際競争力の高い

技術の実証及びそ

の技術の民間移転

等を行うことで、航

 
航空科学技術につ

いては、我が国産業

の振興、国際競争力

強化に資するため、

社会からの要請に

応える研究開発、次

世代を切り開く先

進技術の研究開発

及び航空産業の持

続的発展につなが

る基盤技術の研究

開発を行う。また、

オープンイノベー

ションを推進する

仕組み等も活用し、

国内外の関係機関

との連携や民間事

業者への技術移転

及び成果展開を推

進するとともに、公

正中立な立場から

航空分野の技術の

標準化、基準の高度

化等に貢献する取

組を行う。 
 
（１）社会からの要

請に応える研究開

発 
環境適合性、経済

性及び安全性の向

上など国際競争力

の強化につながる

技術の実証及びそ

の技術移転等の実

現に向け、次世代エ

ンジン技術、低騒音

化等の機体技術、セ

ンサやアビオニク

ス等の装備品技術

及び航空機利用の

 
（１）社会からの要

請に応える研究開

発 
次世代エンジン

技術については、技

術実証用エンジン

（F7 エンジン）の

導入に必要な整備

を進めるとともに、

エンジン低圧系で

は樹脂製吸音ライ

ナのエンジン搭載

試験用供試体の設

計製作に向けた技

術検討を実施する。

また、高圧系部位の

コアエンジン技術

については低 NOx
燃焼器及び高温高

効率タービンに関

する研究開発計画

を策定するととも

に本格着手に向け

て予備試験等を行

う。 
低騒音化等の機

体技術については、

実験用航空機を用

いた飛行実証結果

を踏まえた騒音低

減技術の検証を行

うとともに、機体抵

抗低減に資する要

素研究に取り組む。 
装備品技術につ

いては、晴天乱気流

検知技術等の利用

促進につながる研

究開発を行うほか

パイロット支援等

に資する技術の研

【航空産業の振興・

国際競争力強化】 
 
○我が国の航空産業

の振興、国際競争力

の強化に貢献する

ための立案・検討・

マネジメントは適

切に進められたか。

それに伴う成果が

生まれているか。 
＜評価指標＞ 
（成果指標） 
○航空産業の振興・

国際競争力強化に

係る取組の成果 
（マネジメント等

指標） 
○研究開発等の実施

に係る事前検討の

状況 
○研究開発等の実施

に係るマネジメン

トの状況（例：研究

開発の進捗管理の

実施状況、施設・設

備の整備・維持・運

用の状況等） 
○大学・民間事業者

等の外部との連携・

協力の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
（成果指標） 
○国際的ベンチマー

クに照らした研究

開発等の成果 
○研究開発成果の社

会還元・展開状況 
（例：知的財産権の

出願・権利化・ライ

える研究開発（航空環

境・安全技術への取り

組み） 
・JAXA が設計した低

騒音デバイスによる航

空機の主脚/フラップの

騒音低減量の飛行実証

データを詳細に評価し

た結果、欧米における

機体騒音低減の実証結

果を大きく上回り、過

去 20年間停滞してきた

空港進入時の航空機騒

音を大幅に下げられる

画期的な成果であるこ

とを確認した。この機

体騒音低減技術を旅客

機に適用すると空港進

入時の騒音暴露面積を

およそ半分にすること

が期待できる。この成

果は、数値解析、風洞試

験、飛行試験それぞれ

における JAXA の優位

技術を活用した設計・

実証・検証・反映という

包括的なサイクルで構

成される実用性の高い

世界トップの低騒音化

設計技術により得られ

たものである。現在、本

活動で培われた音源探

査技術を国内空港と連

携して空港周辺騒音対

策へ応用する等、民間

企業への技術移転を含

めた成果展開が進めら

れつつある。 
・巡航条件を外れた飛

行状態で発生し、安全

な運航を阻害する原因

となり得る主翼振動現

評定：S 
年度目標に掲げる、社会から

の要請に応える研究開発、次

世代を切り開く先進技術の研

究開発及び航空産業の持続的

発展につながる基盤技術の研

究開発を行い、全ての業務に

おいて目標を達成した。その

上で、空港周辺騒音低減に資

する世界トップの技術獲得が

なされ、航空機運航の安全性

向上に関する成果の社会実装

がより一層進む等、目標以上

の成果が得られたことから、

特に顕著な成果を創出したと

評価する。 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成

果の創出の期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
機体騒音低減技術における、欧米の実証結果を大きく上回る低騒音デバイスの設

計、航空機製造へ応用できるバフェット現象抑制設計技術、離着陸の安全性向上につ

ながる空港低層風情報提供システム等を民間企業と共同で開発した。これらの成果

は航空機製造業界における日本の航空機産業の国際競争力の向上に大きく貢献した

と考えられ、特に顕著な成果の創出であると認められた。 
 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
○産業振興及び国際競争力強化の面での成果を示すには、ある程度事業面でのアウ

トカム提示が必要である。 
 
○基幹設備である風洞試験装置の整備・維持もしくは更新について、ＪＡＸＡ施設の

整備・更新等の長期戦略・展望の中での位置づけを示すことを期待する。 
 
○数値シミュレーション技術レベルを国際比較で高い水準に保つための長期的な方

策を示すことを望む。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○今後、航空機の電動化、無人化、自動化、超小型化等、さらに技術開発競争が激し

くなると予想される。我が国の航空技術開発における骨太なビジョンのもと、将来の

動向、課題を先読み先取りして常に世界をリードし続けるような取組が期待される。 
 
○国税を使用しているため、国内に還元、という方針には賛成するが一方で、優れた

技術を広く世界に販売して、SDGs の観点も含め、人類全体に貢献するという考え方

もありえる。 
 
○既に研究・開発に成功した技術の社会実装を確実に推進することを期待する。 
 
○オープンイノベーションの取組を継続して推進することを期待する。 
 
○機体騒音低減技術開発、バフェット現象抑制設計技術開発、空港低層風情報提供シ

ステム等は、世界初、世界トップの研究開発成果と判断できる。 
 



空機の環境適合性、

経済性及び安全性

の向上を目指す。ひ

いては、我が国の民

間事業者が取り組

む国際共同開発に

おけるより高いシ

ェアの獲得、我が国

の完成機事業及び

装備品産業の発展

に貢献する。 
 
（２）次世代を切り

開く先進技術の研

究開発 
  低ソニックブ

ーム設計技術を核

とする静粛超音速

機統合設計技術を

獲得し、我が国の航

空科学技術の国際

優位性を向上させ

るとともに、国際基

準策定活動に積極

的に貢献する。さら

に、航空機起源の

CO2 排出量を抜本

的に削減するより

高度な電動航空機

等の研究開発の推

進により、社会に変

革をもたらす航空

技術の革新を目指

す。 
 
（３）航空産業の持

続的発展につなが

る基盤技術の研究

開発 
  我が国が得意

とする数値流体力

学（CFD）等の分野

拡大に資する技術

等の研究開発を民

間事業者等との連

携の下に進める。具

体的には、我が国の

エンジン低圧系部

位の技術優位性を

維持・向上させるこ

とに加え、新たに高

圧系部位として、コ

アエンジン向け低

NOx 燃焼器及び高

温高効率タービン

等の技術実証を中

心とした研究開発

への取組を強化す

る。併せて、技術実

証用エンジンとし

て F7 エンジンを整

備し、これを活用し

て各種エンジン技

術の成熟度を向上

させる。また、飛行

実証等を通じ、次世

代旅客機の騒音低

減技術や機体抵抗

低減技術等の研究

開発、航空機事故の

防止や気象影響の

低減並びにパイロ

ットの支援等を行

う新たな装備品及

びその高機能化技

術の研究開発、災害

対応航空技術及び

無人機技術等によ

る航空利用拡大技

術等の研究開発を

関係機関と協力し

て進める。これらを

通じ、我が国の民間

事業者の取り組む

究に着手する。ま

た、気象影響防御技

術のフィールド実

証に向けた研究を

進める。 
航空機利用の拡

大への取り組みと

して、無人機利用拡

大への取り組みを

行うとともに災害

時に航空宇宙機器

を統合的に運用す

る機能に危機管理

機能等も加えた災

害・危機管理対応統

合運用システム構

築に向け危機管理

機能等の基本設計

等に着手する。 
 
（２）次世代を切り

開く先進技術の研

究開発 
静粛超音速機統

合設計技術につい

て、技術参照機体と

して小型超音速旅

客機の概念設計を

進めるとともに、技

術実証手法に関し

て技術検討を実施

する。また、その他

の革新的技術につ

いても、国内優位技

術の活用を図りつ

つ要素研究を実施

する。 
 
（３）航空産業の持

続的発展につなが

る基盤技術の研究

開発 

センス供与件数、施

設・設備の供用件数

等） 
（マネジメント等

指標） 
○大学・民間事業者

等の外部との連携・

協力の状況 
（例：協定・共同研

究件数等） 
○外部資金等の獲

得・活用の状況（例：

受託件数等） 

象(バフェット現象)に
ついて、微少空力デバ

イ ス (Vortex 
Generator：VG)による

バフェット現象抑制メ

カニズムを数値解析技

術や感圧塗料等を用い

た先進的な計測技術と

いった JAXA の強みを

生かして解明し、この

現象理解に基づいて効

果的にバフェット現象

を抑制できる設計技術

を開発した(三菱重工と

の共同研究)。MRJ の

VG 搭載設計にこの技

術が活用され、その開

発に貢献した。 
・離着陸のより一層の

安全性向上を目的とし

て、国内大規模空港で

実運用中の航空機に空

港風情報を提供するシ

ステム(JAXA と気象庁

で共同開発)に対して、

大幅な低コスト化に加

え、離着陸への影響が

大きい上下風情報の提

供機能(世界初)を付加

した空港低層風情報提

供システム (SOLWIN)
を開発した(ソニック社

と共同)。エアラインと

空港の協力を得て運用

評価試験を実施し、よ

り安定した着陸が可能

になった等の高い評価

を得て、鳥取空港・庄内

空港が SOLWIN の継

続運用を検討してい

る。加えて、パートナー

企業のソニック社の事



における世界最高

水準の数値シミュ

レーション技術を

更に向上させると

ともに、試験・計測

技術、材料評価技術

等の基盤技術を維

持・強化する。これ

らを通じて、航空機

開発の迅速化、効率

化等を実現する航

空機設計技術の確

立等を目指し、我が

国の航空産業の持

続的な発展に貢献

する。 

国際共同開発にお

ける分担の拡大、完

成機事業の発展及

び装備品産業の育

成・発展等に貢献す

る。 
 
（２）次世代を切り

開く先進技術の研

究開発 
低ソニックブー

ム設計技術等を核

とする静粛超音速

機統合設計技術や、

航空機起源の CO2
排出量を抜本的に

削減するための革

新的技術等の獲得

に取り組む。具体的

には、低ソニックブ

ーム／低抵抗／低

騒音／軽量化に対

する技術目標を同

時に満たす機体統

合設計技術につい

て、国際協力の枠組

みを構築しつつ国

内の民間事業者の

参画を図ることで、

技術実証を視野に

入れた研究開発を

行う。また、我が国

の優位技術の糾合

を通じた電動航空

機技術等の革新的

技術の研究開発を

行う。これらを通

じ、我が国の航空科

学技術の国際優位

性の向上や国際基

準策定に貢献する

こと等により、社会

空力分野と構造分

野を連成させた統

合シミュレーショ

ン技術のパイロッ

トコードを構築す

るとともに、萌芽的

研究から実用を促

進する研究まで、幅

広い範囲の基盤研

究を計画・推進す

る。また、利用者ニ

ーズに応える試験

設備の整備を進め、

利用需要に応えた

設備供用及び試験

技術開発を実施す

る。 

業提案が国際協力機構

(JICA)に採択され、海

外展開(フィリピン・マ

ニラ空港)も予定されて

いる。 
・災害救援航空機情報

共有ネットワーク (D-
NET)において開発し

た、専用端末を要さず

ブラウザで情報共有で

きる D-NET WEB は、

技術移転して製品化さ

れ防災機関に納入され

実利用に供されてい

る。また、災害時の航空

機運航の課題である有

人機と無人機の安全か

つ効率的な連携を実現

する機能を開発し、愛

媛県の協力を得た原子

力防災訓練での運用評

価において有効性が確

認された。この運用評

価により、愛媛県およ

び内閣府と、原子力災

害時等におけるD-NET
活用の協定が締結され

た。 
・ジェットエンジンの

国際共同開発において

国内メーカーが設計担

当として参入した実績

のない高温高圧要素に

関して、参入を視野に

入れて JAXA の研究戦

略と国内ジェットエン

ジンメーカーの事業戦

略を共有し、低 NOx 燃

焼器および高温高効率

タービン技術実証を

JAXA とメーカーの共

同研究開発プロジェク



の飛躍的な変革に

向けた技術革新を

目指す。 
 
（３）航空産業の持

続的発展につなが

る基盤技術の研究

開発 
数 値 流 体 力 学

（CFD）等の数値シ

ミュレーション技

術を飛躍的に高め

るとともに、試験・

計測技術、材料評価

技術等の基盤技術

の維持・強化に取り

組む。具体的には、

非定常 CFD 解析技

術をベースに試験

計測を含めた多く

の分野を連携させ

た統合シミュレー

ション技術等の研

究開発を行う。ま

た、風洞試験設備や

実験用航空機等、航

空技術研究開発に

おける基盤的な施

設・設備の整備及び

試験技術開発につ

いて、老朽化等も踏

まえ、我が国の航空

活動に支障を来さ

ないよう JAXA 内

外の利用需要に適

切に応える。これら

を通じ、航空機開発

の迅速化、効率化等

を実現する航空機

設計技術の確立を

目指し、我が国の航

空産業の持続的な

トとして進めることで

合意した。 
2．次世代を切り開く先

進技術の研究開発 
・世界に誇る国内の電

動要素技術などを航空

機技術と糾合するオー

プンイノベーションの

手法により、抜本的な

CO2 排出削減が可能な

電動航空機の実現と新

規産業の創出を目的と

して、JAXA が中核とな

り航空機電動化コンソ

ーシアム (ECLAIR)を
立ち上げた。JAXA は、

航空以外の分野を含む

産学官の連携をリード

し、今後の技術開発の

重点化領域とロードマ

ップを示す「将来ビジ

ョン」を策定した。将来

ビジョンは主要メディ

ア等を通じて広く共有

され、参画機関の新規

開拓促進にも貢献し

た。 
3．航空産業の持続的発

展につながる基盤技術

の研究開発 
・戦略的イノベーショ

ン 創 造 プ ロ グ ラ ム

（SIP）で取り組まれた

自動車エンジン用燃焼

解析ソフト HIINOCA
において、JAXA はこれ

までに開発してきた数

値解析プログラムをベ

ースとしてコアとなる

プラットフォーム部分

の開発を担当し、SIP で

の高い評価を得た。自



発展に貢献する。 動車業界より JAXA の

数値解析技術の研究開

発能力が高く評価さ

れ、同業界からの要請

を受け SIP 終了後も同

業界が実施する標準解

析ツール化に向けた開

発に受託研究として協

力することとしてい

る。 
注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．６ 宇宙航空政策の目標達成を支えるための取組 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 
 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285、0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

－ － －       予算額（千円） 13,073,170        
        決算額（千円） 14,098,702       

         経常費用（千円） 13,426,523       
         経常利益（千円） △520,057       
         行政サービス実施

コスト（千円） 
14,045,222 

      

         従事人員数 204       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
細分化単位の項目

別調書を参照 
１．国際協力・海外展開

の推進及び調査分析 

【➡詳細はⅢ.６.１参

照】 
 新理事⻑の下、新・中

⻑期計画を進めるに当

たり、国際協⼒を推進

＜評定と根拠＞ 
評定：A 
宇宙政策の目標達成を支え

るため、限られたリソースの

中で最大の効果を上げられる

よう戦略的に以下の 5 つの取

組に努めた結果、JAXA 全体

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 



していくための環境整

備を図るとともに、国

連と JAXA⽇本の国際

的プレゼンスの向上を

図るの連携協力プログ

ラム「KiboCUBE」、国

際協力機構（JICA）と

の連携、アジア太平洋

地 域 宇 宙 機 関 会 議

(APRSAF)の新たな取

組を通して、アジア太

平洋地域における宇宙

利⽤の更なる促進等に

つなげることができ

た。また、より効果的･

効率的なプロジェクト

推進を行うために、は

やぶさ２におけるドイ

ツ・フランスとの協力

をはじめ、日欧協力の

大型ミッションである

国 際 水 星 探 査 計 画

「BepiColombo」、火星

衛星探査計画(MMX)や
X 線 分 光 撮 像 衛 星

(XRISM) に お け る 米

国・欧州各国との協力

等も実施している。(詳
細は、I.1.8 参照) 
 また、調査分析にお

いては、経営視点での

機構共通の重点テーマ

を設定し、その成果を

JAXA 全体の経営・事業

⽅針や関係部⾨の事業

計画等の策定に効果的

に反映するための取組

みを開始した。また、社

内のみならず政府の政

策関係者への海外動向

に関するタイムリーな

情報の提供・発信、ニュ

の評価を押し上げることにつ

なげることができ、顕著な成

果を得られた。 
１．国際協力・海外展開の推

進及び調査分析 
２．国民の理解増進と次世代

を担う人材育成への貢献 
３．プロジェクトマネジメン

ト及び安全・信頼性 
４．情報システムの活用と情

報セキュリティの確保 
５．施設及び設備に関する事

項 
 
 

Ⅲ.6.1～Ⅲ.6.5 に掲げる取組が、宇宙プロジェクト等の着実な実施や研究開発成果

の最大化に寄与し、顕著な成果の創出が認められた。 
 

＜今後の課題・指摘事項＞ 
細分化された各項目の通り 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
細分化された各項目の通り。 



ースレターの発⾏等を

通じて、外部の有識者

とのネットワークの拡

⼤にもつなげた。 
２．国⺠の理解増進と

次世代を担う⼈材育成

への貢献【➡詳細はⅢ.
６.2 参照】 
 小惑星探査機「はや

ぶさ２」のリュウグウ

到達からタッチダウン

運用、宇宙ステーショ

ン補給機「こうのとり 7
号機」打上げと小型回

収カプセルの海上回

収、日欧共同の水星探

査計画  BepiColombo
のクールー射場（南米

仏領ギアナ）からの打

上げ、温室効果ガス観

測技術衛星 2 号「いぶ

き 2 号」打上げ、革新的

衛星技術実証 1 号機／

イプシロン 4 号機打上

げ等の重要ミッション

が集中した中、これら

の準備段階からミッシ

ョン期間に至るまで、

各プロジェクト等と連

携して、報道・メディア

対応、ライブ中継、WEB
サイト、SNS 発信等の

多様な媒体を通して情

報発信を行うととも

に、各事業所の展示館

運営や外部機関・団体

との連携にも積極的に

取り組んだ結果、全国

の企業・団体等 4,000 社

を対象とした民間調査

会社による広告費換算

調査において２カ月連



続で全国 1 位を記録す

るなど、過去に類のな

い顕著な広報効果を上

げた。 
 事業の 3本柱である、

学校教育支援、社会教

育活動支援、体験的学

習の機会提供を着実に

実施するとともに、今

年度はプログラミング

教育を関係機関と連携

して取り組んだ結果、

学習指導要領の改訂に

先立つ有用な成果が出

た。 
3．プロジェクトマネジ

メント及び安全・信頼

性【➡詳細はⅢ.6.3 参

照】 
 X 線天文衛星「ひと

み」（ASTRO-H）の事故

（2016 年 3 月）を契機

に 2017 年 6 月に策定

したプロジェクト業務

改革の方針に基づき、

プロジェクトチーム、

独立評価組織及び経営

層が一体となってプロ

ジェクトマネジメント

及び安全・信頼性の改

善活動、リスク低減活

動に継続的に取り組ん

だ結果、2018 年度に計

画した多数のプロジェ

クト活動（８機の打上

げ・運用）全てを成功に

導いた。 
4．情報システムの活⽤

と情報セキュリティの

確保【➡詳細はⅢ.6.4
参照】 
 情報システムの活用



については、業務環境

の向上や研究開発計算

基盤の強化を着実に前

進させているととも

に、情報セキュリティ

については、前中期計

画期間に引き続き高い

水準を維持するのみな

らず、より高いレベル

への移行を進めている

ことから、いずれも目

標を上回る成果を上げ

た。 
5．施設及び設備に関す

る 事 項 【➡詳 細 は

Ⅲ.6.5 参照】 
 事業の成否を決する

生命線である共通基盤

インフラに対し、限ら

れた財源の制約の中で

優先順位をつけ、7 年間

で最適・確実に実施す

べき基盤電力設備の老

朽化更新計画をまと

め、高圧ケーブル老朽

化による地絡事故が連

続発生した内之浦、高

い信頼性が要求される

種子島について具体的

な更新に着手するとと

もに、各事業所の実地

調査を行い重点品質課

題を抽出し、全社の施

設業務品質のボトムア

ップを図ることで、万

全な施設整備・保全環

境を整備した。さらに、

PPP/PFI 手法の一つで

ある ESCO 事業を用い

て老朽化対策と省エネ

の推進に着手し、また、

エレベータ保守（筑波



地区）の共同調達によ

り事務の合理化・経費

削減を推進する等、コ

スト削減や環境負荷低

減にも寄与するなど想

定を上回る成果を上げ

た。 
 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．６．１ 国際協力・海外展開の推進及び調査分析 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

MOU締結等

新たな協力

の立ち上げ

件数 

－ 40 

      予算額（千円） 643,141       
      決算額（千円） 643,141       
      経常費用（千円） －       
      経常利益（千円） －       

調査情報共

有システム

の利用頻度

（アクセス

回数） 

－ 7,229 

      行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

      従事人員数 26       
       
      

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ６．１．国際協力・ ４．１．国際協力・ ４．１．国際協力・ ＜評価軸＞ １．新理事長の下、新・ ＜評定と根拠＞ 評定 Ａ 



海外展開の推進及

び調査分析 
（１）国際協力・海

外展開の推進 
主要な海外宇

宙機関との互恵関

係を、我が国の安全

保障の確保をはじ

めとした外交的価

値にも考慮しつつ、

高いレベルで構築・

維持し、事業の効率

的かつ効果的な推

進に貢献する。 
また、各国の宇宙

機関及び宇宙利用

機関あるいは国際

機関との積極的な

連携を通じ、我が国

の宇宙関連技術や

宇宙利用の有用性

を国外に展開・発信

し、東南アジア諸国

連合（ASEAN）諸国

等の各国の宇宙利

用の拡大や宇宙市

場規模の拡大に貢

献する。さらに、我

が国との間で相互

に利益のある関係

の構築・維持を担え

る人材の養成を行

うことで、前述の取

組に貢献する。これ

らを通じ、各国のニ

ーズを踏まえた宇

宙利用の拡大と社

会基盤としての宇

宙インフラの定着

を図るとともに、政

府が推進する官民

一体となった宇宙

海外展開の推進及

び調査分析 
（１）国際協力・海

外展開の推進 
主要な海外宇宙

機関との継続的な

戦略対話を通じて、

トップマネジメン

ト層間で関心を共

有し、互恵的な関係

での研究開発を推

進することで、今後

の国際宇宙探査や

気候変動対策に係

る取組等の事業の

効率的かつ効果的

な実施に貢献する。

また、上述の研究開

発の推進に当たっ

ては、外交当局、国

連及び関係機関と

の緊密な連携を図

ることで、政策的意

義を高める。 
また、海外宇宙利

用機関、開発援助機

関（独立行政法人国

際 協 力 機 構

（JICA）、アジア開

発銀行（ADB）等）

との連携強化によ

り、各国の宇宙利用

ニーズを把握・発掘

し、各国の宇宙利用

の更なる促進と社

会基盤としての定

着を図る。その推進

のため、我が国との

間で相互に利益の

ある関係の構築・維

持を担える人材の

養成を図る。これら

海外展開の推進及

び調査分析 
（１）国際協力・海

外展開の推進 
主要な海外宇宙

機関との継続的な

戦略会合を開催し、

トップマネジメン

ト層間で関心を共

有し、互恵的な関係

での研究開発を推

進することで、今後

の国際宇宙探査や

気候変動対策に係

る取組等の事業の

効率的かつ効果的

な実施に貢献する。

また、上述の研究開

発の推進に当たっ

ては、外交当局、国

連及び関係機関と

の緊密な連携を図

ることで、政策的意

義を高める。 
また、海外宇宙利

用機関、開発援助機

関（独立行政法人国

際 協 力 機 構

（JICA）、アジア開

発銀行（ADB）等）

との連携強化によ

り、特に ASEAN 主

要国の宇宙利用ニ

ーズを把握・発掘

し、各国の宇宙利用

の更なる促進と社

会基盤としての定

着を図る。その推進

のため、我が国との

間で相互に利益の

ある関係の構築・維

持を担える人材の

○国際協力・海外展

開の推進及び調査

分析により、目標

Ⅲ.2 項にて定める

JAXA の取組方針

の実現に貢献でき

ているか。 
 
＜評価指標＞ 
○戦略的な国際協力

による効率的・効果

的な事業の推進に

係る取組の状況 
○国際協力・海外展

開の推進による相

手国の社会基盤と

しての宇宙利用の

定着に貢献する取

組の状況 
○宇宙活動に関する

法的基盤形成に貢

献する取組の状況 
○国の政策立案や

JAXA の事業の企

画立案に資する調

査分析の取組の状

況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
○役員級の会合を踏

まえた国際協力案

件 の 創 出 の 状 況

（例：MOU 締結等

新たな協力の立ち

上げ件数等） 
○国の政策立案に資

する情報の提供状

況（例：調査情報共

有システムの利用

頻度） 

中長期計画を進めるに

当たり、国際協力を推

進していくための環境

整備を図るとともに、

国連と JAXA の連携協

力 プ ロ グ ラ ム

「KiboCUBE」、国際協

力機構 (JICA) との連

携、アジア太平洋地域

宇 宙 機 関 会 議

(APRSAF)の新たな取

り組みを通して、日本

の国際的プレゼンスの

向上を図るとともに、

アジア太平洋地域にお

ける宇宙利用の更なる

促進等につなげること

ができた。また、より効

果的･効率的なプロジ

ェクト推進を行うため

に、はやぶさ２におけ

るドイツ・フランスと

の協力をはじめ、日欧

協力の大型ミッション

である国際水星探査計

画「BepiColombo」、火

星衛星探査計画(MMX)
や X 線分光撮像衛星

(XRISM) に お け る米

国・欧州各国との協力

等も実施している。(詳
細は、Ⅲ.３.８参照) 
（１）2018 年度は、新

たな経営体制で第４次

中長期計画を開始する

年となったため、主要

な海外宇宙機関等との

間で経営レベルでの会

談等を精力的に実施

（58 件）し、互いの事

業環境や将来計画に関

する理解を深め関心事

評定：A 
新理事長の下、新・中長期

計画を進めるに当たり、国際

協力を推進していくための環

境整備を図るとともに、国連

と JAXA 日本の国際的プレゼ

ンスの向上を図るの連携協力

プログラム「KiboCUBE」、国

際協力機構（JICA）との連携、

アジア太平洋地域宇宙機関会

議(APRSAF)の新たな取組を

通して、アジア太平洋地域に

おける宇宙利用の更なる促進

等につなげることができた。

また、より効果的･効率的なプ

ロジェクト推進を行うため

に、はやぶさ２におけるドイ

ツ・フランスとの協力をはじ

め、日欧協力の大型ミッショ

ンである国際水星探査計画

「BepiColombo」、火星衛星探

査計画(MMX)や X 線分光撮

像衛星 (XRISM)における米

国・欧州各国との協力等も実

施している。(詳細は、I.1.8 参

照) 
 また、調査分析においては、

経営視点での機構共通の重点

テーマを設定し、その成果を

JAXA 全体の経営・事業方針

や関係部門の事業計画等の策

定に効果的に反映するための

取組みを開始した。また、社

内のみならず政府の政策関係

者への海外動向に関するタイ

ムリーな情報の提供・発信、

ニュースレターの発行等を通

じて、外部の有識者とのネッ

トワークの拡大にもつなげ

た。 

 
 

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について

諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 
米印越等海外宇宙機関のトップマネジメント層との会談を積極的に実施した。ま

た、国際連合との「KiboCUBE」の連携推進及び日本国際協力機構とのセンチネル

アジアによる降水災害への救援活動支援など途上国の科学技術人材育成や災害救助

の分野で貢献した。また、アジア太平洋・欧州地域間宇宙政策対話の開催など宇宙政

策コミュニティの形成にも着手している。調査分析においては、海外の宇宙開発動

向の迅速な提供や海外駐在員事務所での動向報告会の開催など、産業振興や外交行

政に貢献した。これらの成果は、顕著な成果の創出である認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○限られた職員数において、有意義な調査分析を行うには、どのような調査分析が

求められているのかを検討し、テーマを絞ることも必要である。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○環境観測分野においては、過去には、急な計画の見直しが原因で、米国、欧州との

連携で国際的に約束されていた共同コンステレーション計画において、我が国のプ

レゼンス確保に影響が出たことがある。関係法人として、政府に対して積極的に訴

えていくことも重要な責務だと考える。 
 
○国際連合との「KiboCUBE」、JICA との連携など、国際協力を掲げる団体との連

携した活動は、SDGs にも適合しているとともに、国際機関の関心を喚起している

面でも大変重要である。我が国の存在アピールすることにもつながっており、引き

続き、積極的に取り組んでいただきたい。 
 
○国際協力・海外展開については、戦略的に進める必要がある。短・中・長期の戦略

を元に活動を実施し、ベンチマーキングを通じて、継続的にアップデートをするこ

とを期待する。 
 
○調査分析機能は重要であり、継続的な強化を期待する。加えて、情報を収集・蓄

積・共有するだけでなく、それらを分析する能力が肝要であり、分析能力を高めるこ

とを期待する。国やＪＡＸＡの政策という立場からだけでなく、宇宙ビジネスに参

画する事業者やユーザーの視点も含めた宇宙産業全体の振興という観点で、狭義の

宇宙に限定せず、多様な機関とより深い議論を総合的に行う必要がある。 
 
○米国だけでなく、アジア太平洋諸国間に宇宙コミュニティを作る方策としてアジ

ア太平洋・欧州地域間宇宙政策対話を開催するなど、多方面での国際協力が進んで

いることは評価できる。また、調査分析においては、限られた人数ではあるが、外部



インフラの海外展

開を支援すること

により、我が国の産

業基盤の維持及び

強化並びに産業の

振興に貢献する。 
加えて、国連宇宙

空間平和利用委員

会（COPUOS）等に

おける宇宙空間の

持続的・平和的利用

のための法令問題

に関する国際的な

検討の促進及び宇

宙資源探査や軌道

上サービスといっ

た先端的な宇宙活

動の国内外への展

開・実施に必要とな

る法的基盤形成の

促進を目的とした

政府の活動を積極

的に支援すること

で、我が国の安全保

障の確保と我が国

の産業の振興に貢

献する。 
 
（２）調査分析 
国内外の宇宙安全

保障の重要性増大、

新たな民間事業者

の参入などの宇宙

ビジネスの環境変

化、先進国における

国際競争の激化、新

興国の台頭等によ

り宇宙航空分野を

取り巻く国際的状

況が大きく変化し

てきたことに鑑み、

宇宙航空分野に関

を通じ、我が国の宇

宙関連技術の需要

を高めるとともに、

政府が推進する官

民一体となった宇

宙インフラの海外

展開を支援するこ

とにより、我が国の

産業基盤の維持・強

化に貢献する。 
特に、アジア・太

平洋地域宇宙機関

会議（APRSAF）の

枠組みを活用して、

宇宙利用の新たな

可能性の発信や、政

策レベルも含めた

コミュニティの形

成・強化を図る。ま

た、アジア地域にお

いて、相手国のニー

ズに応じ、二国間又

は国際機関を通じ

た協力により、防

災・環境対策等の共

通課題に取り組む。 
さらに、政府によ

る国連宇宙空間平

和 利 用 委 員 会

（COPUOS）等に

おける宇宙空間の

利用に関する国際

的なルール作りの

取組を支援する。ま

た、宇宙開発利用に

おいて将来想定さ

れる法的課題につ

いて、外部の有識者

と協力して調査研

究を推進するとと

もに、当該活動をけ

ん引する人材を育

養成につながる取

り組みを推進する。

これらを通じ、我が

国の宇宙関連技術

の需要の向上につ

なげていくととも

に、政府が推進する

官民一体となった

宇宙インフラの海

外展開を支援する

ことにより、我が国

の産業基盤の維持・

強化に貢献する。 
特に、本年度にシ

ンガポールで開催

予定のアジア・太平

洋地域宇宙機関会

議（APRSAF）の枠

組みを最大限に活

用して、地域の課題

解決に資する超小

型衛星の共同開発

に向けた検討や、ア

ジア各国の関係者

が定期的に集まり

情報・意見交換を行

う機会を設定する

ことを通じ、政策レ

ベルも含めたコミ

ュニティの形成に

着手する。また、ア

ジア地域において、

相手国のニーズに

応じた二国間又は

多国間協力による

防災・環境対策等の

共通課題に取り組

む。 
さらに、政府によ

る国連宇宙空間平

和 利 用 委 員 会

（COPUOS）等に

項を共有することを通

して、具体的な研究開

発協力を円滑に推進し

ていくための環境の整

備（良好な協力関係の

維持）を図ることがで

きた。 
（２）近年、宇宙が外

交・安全保障上の重要

事項として取り上げら

れるようになってきて

いる中、JAXA は宇宙機

関レベルの協力の推進

及び政府間の宇宙対話

や科学技合同委員会へ

の出席を通して政府の

取り組みを支えた。こ

の結果、JAXA の国際協

力の外交上の役割に関

する認識が高まり、日

米間をはじめとする首

脳レベルの対話でも宇

宙が取り上げられ、共

同声明等において言及

された。 
（３）途上国の科学技

術人材の育成に貢献す

る国連と JAXA の連携

協 力 プ ロ グ ラ ム

「KiboCUBE」では、第

１回公募で選定された

ケニアの同国初の衛星

を「きぼう」から放出し

た。放出時にはケニア

教育大臣が筑波で立ち

会うなど相手国政府か

ら高い評価を受け、日

本の国際的プレゼンス

の向上に貢献した。ま

た、KiboCUBE へのユ

ニセフからの資金提供

が内定し、国連機関か

コンサルなども活用しており、成果をあげることが期待できる。 
 
○途上国に対する宇宙利用の機会提供を継続し、特に教育的利用、災害時でのデー

タ提供など途上国単独ではなし得ないものについて、これら国々との協力関係を引

き続き維持してほしい。 



わる国内外の動向

把握・分析の必要性

は従来よりも増し

ている。このため、

国内外の動向調査

及びその分析機能

の強化を図り、その

成果を JAXA にお

ける戦略策定に活

用する。また、政府

等に調査分析情報

や提言等を積極的

に提供・発信するこ

とにより、戦略的か

つ効果的な政策と

事業の企画立案に

貢献する。 

成する。 
 
（２）調査分析 

より戦略的・効果

的なミッションの

立案、成果の最大化

及び我が国の政策

の企画立案に資す

るため、宇宙航空分

野に関わる国内外

の動向調査及びそ

の分析機能を強化

する。具体的には、

国内外の調査研究

機関・大学等との連

携や情報の受け手

との対話を強化し

つつ、調査分析領域

の拡大や課題に応

じて深く掘り下げ

た 分 析 を 行 い 、

JAXA における戦

略策定等に活用す

る。また、国内外の

宇宙政策動向等の

社会情勢を踏まえ

ながら、政府等に適

切なタイミングで

客観的な事実に基

づく調査分析情報

を提供・発信する。

さらに調査分析結

果を踏まえた提言

等を積極的に行う。 
調査分析機能を強

化するため、JAXA
内の高い専門性や

経験を持つ職員を

活用する横断的な

連携体制の強化に

取り組むとともに、

これらを通じて国

おける宇宙空間の

利用に関する国際

的なルール作り（長

期 的 持 続 可 能 性

（LTS）ガイドライ

ン等）の取組を支援

する。特に、本年度

に開催予定の第１

回国連宇宙会議 50
周 年 記 念 会 合

（UNISPACE+50）
においては、宇宙探

査や地球温暖化対

策における我が国

の取り組みについ

て積極的なアピー

ルに取り組む。ま

た、宇宙開発利用に

おいて将来想定さ

れる法的課題につ

いて、外部の有識者

と協力して調査研

究を推進するとと

もに、大学への講師

派遣等の取り組み

を通じ、当該活動を

けん引する人材を

育成する。 
 
（２）調査分析 
より戦略的・効果

的なミッションの

立案、成果の最大化

及び我が国の政策

の企画立案に資す

るため、宇宙航空分

野に関わる国内外

の動向調査及びそ

の分析機能の強化

に取り組む。具体的

には、国内外の調査

研究機関・大学等と

らも高い評価を得てい

ることを示した。 
（４）ラオスのダム決

壊、タイの洞窟救助活

動、インドネシアの地

震・津波、ミャンマーの

洪水等の災害発生時

に、JAXA バンコク事務

所と JICA 現地事務所

と の 連 携 に よ り 、

ALOS2 が緊急観測し

た被災地データが各国

の政府当局に提供さ

れ、現地救援活動・緊急

援助に有効活用され

た。これにより JICA 内

で防災面での衛星デー

タ利用の有効性が高く

認識されるところとな

り、JICA はセンチネル

アジアのメンバーとし

て加盟を申請し、３月

に加盟が認められた。

開発援助機関である

JICA の本格的な参画

により、アジア太平洋

地域における宇宙利用

の更なる促進と社会基

盤としての定着が大き

く期待されるところと

なった。 
（５）APRSAF の新た

な取組みとして、宇宙

政策担当者が定期的に

情報交換・意見交換を

行う機会を企画・運営

し、アジア太平洋地域

の宇宙政策コミュニテ

ィの形成を推進した。

これにより、従来実施

機関レベルを中心とし

た議論の場であった



内外の関係機関と

の幅広い人脈・ネッ

トワークの拡大を

図る。 

の連携や情報の受

け手との対話を強

化しつつ、調査分析

領域の拡大や課題

に応じて深く掘り

下げた分析を行い、

JAXA における戦

略策定等に活用す

る。また、国内外の

宇宙政策動向等の

社会情勢を踏まえ

ながら政府等に調

査分析情報を提供・

発信し、それらを踏

まえた提言等を積

極的に行う。 
調査分析機能を強

化するため、JAXA
内の高い専門性や

経験を持つ職員を

活用する横断的な

連携体制の強化に

取り組むとともに、

これらを通じて国

内外の関係機関と

の幅広い人脈・ネッ

トワークの拡大を

図る。 

APRSAF を、政府の宇

宙政策担当者による取

組みにも拡大すること

ができた。 
２．調査分析において

は、経営視点での機構

共通の重点テーマを設

定し、その成果を JAXA
全体の経営・事業方針

や関係部門の事業計画

等の策定に効果的に反

映するための取組みを

開始した。また、海外動

向に関するタイムリー

な情報の提供・発信、ニ

ュースレターの発行等

を通じ、外部有識者と

のネットワークの拡大

にもつなげた。 
（１）重点テーマの一

環として、シナリオプ

ランニングの手法を用

いた「低軌道商業化シ

ナリオ検討」を関係部

門連携（検討チームを

設置）の下実施した。実

施に当たっては、シナ

リオ分析の専門的なノ

ウハウを持つ外部コン

サルとも連携し、効果

的な分析手法の習得に

努めるとともに、検討

プロセスにおいて役員

意見を聴取するための

対話機会を確保するな

ど経営視点を取込むた

めの新たなやり方を導

入した。（シナリオ分析

の必要性及びその維

持・更新が経営・事業方

針 2019 に盛り込まれ

た。また低軌道商業化



実 現 に 向 け て の J-
SPARC(LEO)の在り方

の検討や企業との対話

にも活用された。） 
（２）機構役職員及び

政府の政策関係者に海

外の重要政策動向を速

報としてタイムリーに

提供することに加え

て、外部の有識者・専門

家等の知見や見方を共

有するニュースレター

「視点」の発行を新規

に開始し、これを通じ

て従前より進める有識

者とのネットワーク構

築に宇宙以外の分野の

専門家（人工知能（理

研）、米国政治システム

（早大））を取り入れる

ことにつながった。ま

た、海外駐在員事務所

との連携により現地コ

ンサルを新規に開拓し

情報収集ネットワーク

を拡大するとともに、

海外駐在員の情報収

集・発信活動を強化し、

現地の背景事情を踏ま

えたより分析的な内容

へとシフトを図った。 
３．国連宇宙空間平和

利用委員会(COPUOS)
本委員会「宇宙活動の

長 期 的 持 続 可 能 性

(LTS)ガイドライン」ワ

ーキンググループにお

いて、JAXA は外務省と

連携して各国との調整

に尽力し、21 ガイドラ

インのテキスト合意に

貢献した。 



４．なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．６．２ 国民の理解増進と次世代を担う人材育成への貢献 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

－ － －       予算額（千円） 1,124,015        
        決算額（千円） 1,100,089       

         経常費用（千円） －       
         経常利益（千円） －       
         行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

         従事人員数 32       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ６．２．国民の理解

増進と次世代を担

う人材育成への貢

献 
（１）国民的な理解

の増進 
宇宙航空事業

４．２．国民の理解

増進と次世代を担

う人材育成への貢

献 
（１） 国民的な

理解の増進 
国民と社会への

４．２．国民の理解

増進と次世代を担

う人材育成への貢

献 
（１）国民的な理解

の増進 
国民と社会への

＜評価軸＞ 
○国民の理解増進と

次世代を担う人材

育成への貢献によ

り、目標Ⅲ.2 項にて

定める JAXA の取

組方針の実現に貢

１．国民の理解増進 
 小惑星探査機「はや

ぶさ２」のリュウグウ

到達からタッチダウン

運用、宇宙ステーショ

ン補給機「こうのとり 7
号機」打上げと小型回

＜評定と根拠＞ 
評定：S 
 2018 年度に実施した様々

な重要ミッションについて、

これらの準備段階からミッシ

ョン期間に至るまで、各プロ

ジェクト等と連携して多様な

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 



の推進には、ユーザ

であり実質的な出

資者である国民の

理解を得ることが

不可欠である。  
このため、政府全

体の宇宙開発利用

等を技術で支える

中核的実施機関及

び国立研究開発法

人として、宇宙航空

分野の事業を推進

する意義と創出し

た成果及び今後創

出する成果の価値

と重要性について、

必要に応じ政府や

民間事業者等の外

部と連携して、適

時・適切に丁寧で分

かりやすい情報発

信を行うことによ

り、この責任を果た

すとともに、一層の

理解を増進する。 
 
（２）次世代を担う

人材育成への貢献 
  グローバル化

や情報化、技術革新

を背景として、多角

的なものの見方・考

え方や自律的、主体

的、継続的な学習態

度の醸成が重要で

ある。このため、幅

広い層の学習者と

学習支援者に対し、

宇宙航空分野に興

味関心を抱く機会

の積極的提供や研

究開発を通じて得

説明責任を果たす

とともに、一層の理

解増進を図るため、

我が国の宇宙航空

事業及び JAXA を

取り巻く環境の変

化を踏まえて即時

性・透明性・双方向

性の確保を意識し

つつ、高度情報化社

会に適した多様な

情報発信を行う。 
・プレスリリース

のみならず、記者

会見や記者説明

会等、メディアへ

の丁寧な説明や

対話の機会を幅

広く設け、JAXA
事業の意義や成

果に係る情報発

信をタイムリー

に行う。 
・自ら保有する広

報ツール（ウェブ

サイト、制作映

像、シンポジウ

ム、機関誌、各事

業所における展

示や施設公開、講

演会への講師派

遣等）を活用し、

また、最新の情報

発信ツールを取

り入れながら、丁

寧でわかりやす

い情報発信を行

う。 
・外部機関との連

携事業に積極的

に 取 り 組 み 、

JAXA 単独では

説明責任を果たす

とともに、一層の理

解増進を図るため、

我が国の宇宙航空

事業及び JAXA を

取り巻く環境の変

化を踏まえて即時

性・透明性・双方向

性の確保を意識し

つつ、高度情報化社

会に適した多様な

情報発信を行う。 
 プレスリリー

スのみならず、

記者会見や記

者説明会等、メ

ディアへの丁

寧な説明や対

話の機会を幅

広 く 設 け 、

JAXA 事業の

意義や成果に

係る情報発信

をタイムリー

に行う。 
 自ら保有する

広報ツール（ウ

ェブサイト、制

作映像、シンポ

ジウム、機関

誌、各事業所に

おける展示や

施設公開、講演

会への講師派

遣等）を活用

し、また、最新

の情報発信ツ

ールを取り入

れながら、丁寧

でわかりやす

い情報発信を

行う。 

献できているか。 
 
＜評価指標＞ 
○国民と社会への説

明責任を果たし一

層の理解を増進す

る取組の状況 
○未来社会を切り拓

く人材育成に幅広

く貢献する取組の

状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
○各種団体等の外部

との連携の構築状

況 

収カプセルの海上回

収、日欧共同の水星探

査計画  BepiColombo
のクールー射場（南米

仏領ギアナ）からの打

上げ、温室効果ガス観

測技術衛星 2 号「いぶ

き 2 号」打上げ、革新的

衛星技術実証 1 号機／

イプシロン 4 号機打上

げ等の重要ミッション

が集中した中、これら

の準備段階からミッシ

ョン期間に至るまで、

各プロジェクト等と連

携して広報活動を展開

し、報道・メディア対

応、ライブ中継、WEB
サイト、SNS 発信等の

多様な媒体を通して情

報発信を行うととも

に、各事業所の展示館

運営や外部機関・団体

との連携にも積極的に

取り組み、下記のよう

な顕著な広報効果が得

られた。 
＜活動事例＞ 
・ 「はやぶさ 2」につ

いては、年間を通じて

毎月 2 回の記者説明会

を行い、ミッションの

目的・意義・進捗状況・

達成することの困難さ

等について丁寧に情報

発信するとともに、リ

ュウグウ近接運用の可

視化システムの共同開

発や企画番組制作に係

る連携を NHK と行う

等、理解増進に向けた

新たな取り組みを行っ

媒体を通して情報発信を行う

とともに、各事業所の展示館

運営や外部機関・団体との連

携にも積極的に取り組んだ結

果、全国の企業・団体等 4,000
社を対象とした民間調査会社

による広告費換算調査におい

て２カ月連続で全国 1 位を記

録するなど、過去に類のない

特に顕著な広報効果を上げ

た。 
 また、事業の 3 本柱である、

学校教育支援、社会教育活動

支援、体験的学習の機会提供

を着実に実施するとともに、

今年度はプログラミング教育

を関係機関と連携して取り組

んだ結果、学習指導要領の改

訂に先立つ有用な成果が出

た。 
 
 

小惑星探査機「はやぶさ２」を始めとした科学技術成果に関する説明会、勉強会を

積極的・精力的に実施し、メディアの理解増進を深めること等により、国民の理解増

進につなげた。人材育成についても、従前の青少年への幅広い教育支援に加え、プロ

グラミング教材作成等教育における潮流にも対応した取組を行った。これらは、顕著

な成果の創出であると認められた。当該項目の成果においては、どれだけ「広く」ア

ウトリーチしたか（量）だけではなく、どれだけ「深く」アウトリーチしたか（質）

も重要である。そのため、「発信」のレベルが十分に高いレベルにあることは高く評

価できるが、双方向的なフィードバックができるよう、アウトリーチの対象となった

人々にどのような効果・成果があったか、という点が十分に検証されることを期待す

る。また、既にＪＡＸＡに対する世間の評価が一定維持される現状において、アウト

リーチの対象をどのように設定し、どのような反応があったかをどのように確認す

るか等を含め、継続的に質の高いアウトリーチ活動が行われるとともにことを期待

する。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○国民の理解増進及び次世代の人材育成の貢献の両方の領域において、「夢や希望」

を与えるというだけでなく、納税者である国民にとってどの程度役に立っているの

かという視点で、効果を把握し、事業に反映する必要がある。対象者を広くとったア

ンケート調査を行うなど、国民視点での効果を正しく把握した上で、適切なモニタリ

ング指標を設定し、効果を測定することを求める。加えて、評価時には、そのような

データを定量的にエビデンスとして提示することを求める。 
 
○「ＪＡＸＡ単独では接触し難い層に情報発信を拡大する」とのことであるが、国民

の理解増進といったとき、国民全体を広く対象とするのか、それとも、情報発信すべ

き人々を限定し、対象として考えるのか等、ターゲットを明確化する必要がある。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○広く学校教育を通じて宇宙への関心・興味を喚起する試みを、今後も継続して検討

していただきたい。これまで以上の多様な取組、多様な発信ツールや教材の開発を期

待する。 
 
○「はやぶさ２」ミッションの要所要所でインターネットライブ中継が行われ、また、

それを後日無料で閲覧できる。この取組は、現在も将来も、国民と社会の理解を増進

するものであると高く評価される。「ライブ中継」の利用の可能性は、さらに開拓・

検討の余地があると思われる。 
 
○広報・情報発信については、量は十分多い。今後は質の評価をする方向で、目標を

設定し、質についても高めていくことを期待する。 
 
○広報の真価が問われるのは逆境の時であることに留意が必要である。 
 
○人材育成については、学生の人材育成もあるが、デジタルトランスフォーメーショ



た成果・知見を踏ま

えた教育素材の活

用をはじめとする

取組を行い、未来社

会を切り拓く人材

育成に貢献する。 

接触し難い層に

情報発信を拡大

する。 
 
（２）次世代を担う

人材育成への貢献 
多角的なものの

見方・考え方や自律

的、主体的、継続的

な学習態度の醸成

等、未来社会を切り

拓く青少年の人材

育成に幅広く貢献

するため、宇宙航空

研究開発を通じて

得た成果や知見を

広く教育の素材と

して活用し、学校教

育の支援、社会教育

活動の支援及び体

験的な学習機会の

提供を行う。 
学校教育の支援

に関しては、学校の

カリキュラムを補

完する授業支援プ

ログラムや教材の

改善・作成等を行

い、教師とその養成

を担う大学等との

連携による授業支

援や研修を実施す

る。 
社会教育活動の

支援に関しては、宇

宙教育指導者や地

域の教育関係者等

との連携により、家

庭や地域が子供達

の深い学びを育む

環境を用意しやす

いプログラムや教

 外部機関との

連携事業に積

極的に取り組

み、JAXA 単独

では接触し難

い層に情報発

信を拡大する。 
 
（２）次世代を担人

材育成への貢献 
多角的なものの

見方・考え方や自律

的、主体的、継続的

な学習態度の醸成

等、未来社会を切り

拓く青少年の人材

育成に幅広く貢献

するため、政府関係

機関移転基本方針

（平成 28 年３月

まち・ひと・しごと

創生本部決定）など

も踏まえつつ、宇宙

航空研究開発を通

じて得た成果や知

見を広く教育の素

材として活用し、学

校教育の支援、社会

教育活動の支援及

び体験的な学習機

会の提供を行う。 
学校教育の支援

に関しては、学校の

カリキュラムを補

完する授業支援プ

ログラムや教材の

改善・作成等を行

い、教師とその養成

を担う大学等との

連携による授業支

援や研修を実施す

る。 

た。 
 その結果、探査の意

義・価値にまで触れた

記事が多く配信された

ほか、報道機関の WEB
サイトにおいて特設サ

イトや応援メッセージ

のサイトが開設され

た。  
・ 海外宇宙機関との広

報連携を進め、世界遺

産である独・ブレーメ

ン市庁舎で「はやぶさ

２」実物大模型の展示

を行うとともに、世界

最大の国際宇宙会議

（IAC）開催期間中に

は、「はやぶさ２」搭載

の 小 型 着 陸 機

「MASCOT」の放出の

タイミングに合わせ、

独・ブレーメン－東京

間を結んで DLR（独）

/CNES（仏）/JAXA に

よる共同記者会見を実

施し、広く海外に対し

ても日本の貢献につい

て情報発信した。また、

日欧共同ミッションの

BepiColombo で は 、

ESA と共同して取材ツ

アー対応を行うととも

にクールー射場から初

の海外からの打上げ中

継を YouTube で実施す

るなどの取り組みを行

った。 
・ 各事業所の展示館運

営を通じて来訪者に対

する JAXA 事業への理

解増進に取り組むとと

もに、全国の科学館・博

ンが進む中、政府としても社会人の学び直しを進めている。宇宙開発の中では、プロ

ジェクトマネジメントやシステム開発方法論など、社会人にとっても重要なものが

ある。こういったものを経験年数の浅い若手を含む社会人の学び直しの機会提供に

活用することを期待する。 
 
○国民の理解増進に関して、広告宣伝効果を定量化したことは、分かりやすい提示と

いう面で有効と思われる。一方で、これは発信という側面から見た効果であって、本

来の目的は、それによって、納税者である国民がどの程度理解したのか、どのように

理解しているのかという側面を見て、事業に反映していくことではないかと考える。 
 
○プレスリリースや記者会見をするだけでなく、説明会や勉強会を時間をかけて多

くの回数行っていることは高く評価する。こうした取組は、メディアに正しく理解し

てもらい、正しく報道してもらうことにつながる。特に先端技術は理解が難しいた

め、このような地道な活動が重要である。また、講演会や Youtube チャンネルの活

用、展示施設など多面的に多くの活動をしている。単なる説明会等の実施回数や来場

者数などを求めるのではなく、情報の質が高いことを継続して目指して欲しい。 
 
○「はやぶさ２」というビッグイベントについて多様な媒体を通して情報発信を繰り

返し、結果として平成 22 年度の「はやぶさ」（初号機）帰還以来の国民的な関心が大

いに高まり、ミッションの成功につなげた日本の高い宇宙開発技術力を通して、多く

の人々に感動と誇りを与えることができたことは高く評価できる。 
 
○人材育成に幅広く貢献する取組について、取組が的確であったか、十分であった

か、その成果や効果に対する評価は、より長期を要する。 
 
○「国民の理解増進」という観点からは宇宙科学に必ずしも興味・関心がない人々に

対しても普及・啓発を行っていくことが必要である。 
 
○次世代を担う人材育成は、多様な活動が行われてはいるが、成果を直接図りにくい

活動でもある。今後は、技術者だけでなく、宇宙利用・ビジネスに携わる人材なども

必要となるため、何を目標に設定するのか、費用対効果といった点も含め、改めて検

討が必要と思われる。 
 
○人材育成は、単なるプログラミング教育だけではないはず。また、プログラミング

教育において現在問題になっているのは、プログラミングを教えられる人材の不足

であり、この点に役立つ形での対応により文部科学省の指導要領方針を支援するこ

とを期待したい。 
 
〇広報活動の活性化により人々の注目をより多く惹くことに成功していることは理

解できるが、これが理解の増進や人材育成へとつながっているかというと、まだ確認

できる状況ではない。 
 



材の改善・作成を行

う。また、地域が活

動を継続するため

の宇宙教育指導者

の育成等を行う。 
体験的な学習機会

に関しては、JAXA
の施設・設備や宇宙

飛行士をはじめと

する専門的人材及

び国際交流の機会

を活用し、学習機会

を提供するととも

に、JAXA 保有の発

信ツールや連携団

体等の外部機関を

活用し、学習に関す

る情報を提供する。 

社会教育活動の

支援に関しては、宇

宙教育指導者や地

域の教育関係者等

との連携により、家

庭や地域が子供達

の深い学びを育む

環境を用意しやす

いプログラムや教

材の改善・作成を行

う。また、地域が活

動を継続するため

の宇宙教育指導者

の育成等を行う。 
体験的な学習機会

に関しては、JAXA
の施設・設備や宇宙

飛行士をはじめと

する専門的人材及

び国際交流の機会

を活用し、学習機会

を提供するととも

に、JAXA 保有の発

信ツールや連携団

体等の外部機関を

活用し、学習に関す

る情報を提供する。 

物館に対しても展示協

力を行った。 
・ 上記以外にも外部機

関・団体等と連携した

広報活動に積極的に取

り組み、JAXA 単独では

接触することが難しい

層に情報発信を拡大し

た。 
＜主な成果＞ 
①メディア露出： 
・TV 放送に係る広告費

換算調査： 全国の企

業等 4,000 社の中で、２

月～３月は連続１位、6
月と 11 月は２位、9 月

は 3 位を獲得するなど

常に上位にランキング

され、年間で首都圏で

約 36 億円（前年度 17
億円）相当と換算され

た。（参考値：全国では

約 207 億円相当(前年度

103 億 円 相 当 ) ）

（JCC(株)調べ） 
・新聞報道の広告費換

算調査： 年間で約 46
億円相当（前年度 42 億

円相当）との結果が示

された。（(株)エレクト

ロニック・ライブラリ

ー調べ） 
②SNS による双方向コ

ミュニケーション： 

2018 年度末現在のツイ

ッターのフォロワー数

は 32.5 万人、 JAXA 
Channel（YouTube）登

録者数は 13.4 万人であ

り、国内の類似の研究

開発機関や主要大学を

大きく上回っている。 

〇一般人にもわかりやすいコミュニケーションが発信され、国民と社会に対し理解

を増進したと実感できる。 
 
○人材育成については、従来から行われている量的な評価ではなく、内容の質に着目

した評価を基として取り組む内容を検討していくべきである。 



③展示館運営： 年間

来場者数 合計 62万人

（昨年度：60.1 万人）。

（筑波宇宙センタース

ペースドームは過去最

高の 35 万人を記録） 
筑波宇宙センター及び

種子島宇宙センターに

ついては、昨年度に引

き続き世界最大の旅行

サイト「トリップアド

バイザー」のエクセレ

ンス認証を受賞。 
④国民の意識調査： 

日本の宇宙航空分野の

研究開発を今後も進め

ていくことについて

「支持する」が約 9 割。

（(株)日本能率協会総

合研究所調べ） 
２．次世代を担う人材

育成への貢献 
（１）2020 年度からの

新学習指導要領では、

小学校で「プログラミ

ング教育」が必修化さ

れることとなったが、

宇宙ミッションはプロ

グラミング教育の教材

と し て 有 効 で あ る  

ことから、JAXA の「は

やぶさ２ミッション」

や「人工衛星の運用」、

「地球観測衛星の画像

解析」をモチーフにし

たプログラミング教材

の開発と普及に取り組

んだ。本教材の開発に

当たっては、宇宙教育

センター、当該ミッシ

ョン部門（はやぶさ２

プロジェクト及び地球



観測研究センター）及

び民間企業（プログラ

ミング教室を事業とす

る企業等）が協働し、そ

れぞれのリソースを持

ち寄りながら、連携し

て推進した。また、デモ

版を用いた体験教室を

複数開催し、参加者（児

童や保護者等）からの

アンケート結果等を反

映しつつ、初版を作成

した。初版の公立小学

校での試験授業、連携

自治体の教育委員会と

共催した教員研修等で

展開するなどの試験運

用を経て、今後、WEB
等でリリース予定であ

る。 
 その結果、宇宙を使

ったビジネスのひとつ

として教育ビジネス業

界との連携の実施や、

多数のプログラミング

教育に関心を持つ児童

や保護者、今後指導を

行う立場の教員等が興

味関心を持って参加す

るなど、プログラミン

グ教育に対する今後の

積極的な取り組みへの

きっかけを創出したこ

とは顕著な成果と評価

している。また、時機を

得た内容であったこと

で新聞、TV 等において

多数報道されるなど宇

宙教育による効果の有

効性を広めることもで

きたことも評価してい

る。 



 更に本教材は宇宙教

育センターの活動の３

つの柱（学校教育支援、

社会教育活動支援、体

験的学習の機会提供）

をいずれも満たした教

材であり、活用の場面

は多岐に渡る。また、は

やぶさ２の小惑星到達

をモチーフとしたこと

から、現在、注目度の高

いプロジェクトのミッ

ションの概要をタイム

リーに提供できたこと

で、多数の参加者を得

るなど、プログラミン

グ教育に対する今後の

積極的な取り組みへの

きっかけを創出でき

た。 
（２）多様な組織、団体

との連携を促進するこ

とにも注力した。今年

度は地域フォーラムを

岡山市、角田市でそれ

ぞれ開催、連携拠点を

柱として、これまでの

成果の共有、新たな課

題への取り組み創出機

会として、隣接地域の

担当者間のネットワー

ク構築などを進めた。

宇宙教育シンポジウム

では、JAXA の進める宇

宙教育の理念と目標、

課題を参加者で再確認

することで、それぞれ

の取り組み、成果の教

育的意義を見つめ直す

機会とした。 
（３）学校教育の支援

については、多様な層



への研修を実施すべ

く、アンケート結果の

分析を踏まえ、JAXA 自

らが主催する研修を複

数回実施することに加

え、企業や科学館等と

連携した研修を実施す

るなど、様々な形での

研修を実施した。 
 社会教育活動の支援

について、年齢別体験

型のコズミックカレッ

ジは、地域の要望に対

する丁寧なコンサルテ

ーション、地域間の連

携の促進、地域主催者

にとって活動を計画し

やすい工夫を実施し、

宇宙教育は、「多角的な

教育教材」と地域で認

められ、それぞれの地

域で継続的な活動が自

主的に行われるように

なり、地域での定着、拡

大、浸透が進んだ。ま

た、地域に根付いた自

立的な実践教育の普及

を目指し、社会教育現

場における教育素材の

活用方法について講義

するセミナーを実施し

た。 
 体験的学習の社会提

供プログラムについ

て、エアロスペースス

クールは、JAXA 事業所

開催の他、名古屋にお

いて地元企業・自治体

等（三菱重工業、愛知

県、名古屋市、名古屋大

学）との連携を行い、地

域指導者が主体的に企



画運営を行う連携体制

を整えた。また、同じく

国際体験活動プログラ

ムであるAPRSAF国際

水ロケット大会では、

STEAM 教育として事

業の有効性を参加各国

と再確認した。 
 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．６．３ プロジェクトマネジメント及び安全・信頼性の確保 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

打上げの成

功比率 
（定常運用

移行達成比

率） 

－ 100％ 

      予算額（千円） 1,821,166       
      決算額（千円） 1,816,470       
      経常費用（千円） －       
      経常利益（千円） －       
      行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

         従事人員数 66       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ６．３．プロジェク

トマネジメント及

び安全・信頼性の確

保 
JAXA 全体にお

けるプロジェクト

マネジメントに関

４．３．プロジェク

トマネジメント及

び安全・信頼性の確

保 
プロジェクト活

動の安全・確実な遂

行とミッションの

４．３．プロジェク

トマネジメント及

び安全・信頼性 
プロジェクト活

動の安全・確実な遂

行とミッションの

成果の最大化、更に

＜評価軸＞ 
○プロジェクトマネ

ジメント及び安全・

信頼性の確保によ

り、目標Ⅲ.2 項にて

定める JAXA の取

組方針の実現に貢

1．開発・運用の基本の

再徹底と強化（プロジ

ェクト業務改革の浸透

徹底） 
 打上げや小惑星への

着陸運用を行ったプロ

ジェクトに対して、「ひ

＜評定と根拠＞ 
評定：S 

X 線天文衛星「ひとみ」

（ASTRO-H）の事故（2016 年

3 月）を契機に 2017 年 6 月に

策定したプロジェクト業務改

革の方針に基づき、プロジェ

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 
 
＜評価すべき実績＞ 



するルールの遵守・

徹底及び関連する

分野や研究等の動

向も踏まえた継続

的な改善を行うこ

とで、プロジェクト

における信頼性の

確保及び JAXA 全

体でのプロジェク

トマネジメント能

力の向上を図ると

ともに、プロジェク

トの計画立案から

準備段階における

初期的な検討や試

行的な研究開発を

充実させることで、

事業全体における

リスクを低減し、よ

り効果的な事業の

創出と確実なミッ

ション達成に貢献

する。 
なお、計画の大幅

な見直しや中止、ミ

ッションの喪失等

が生じた場合は、徹

底した原因究明を

はじめとした取組

と、国民の信頼を損

なうことのない真

摯な対応を行い、そ

の後の再発防止に

努める。その際は、

新たな挑戦への意

欲を削ぐことが無

いよう留意して取

り組む。 
また、安全・信頼

性の維持・向上に関

する取組を行い、

JAXA 事業の円滑

成果の最大化、更に

は国際競争力強化

に貢献するため、以

下の取組を行う。な

お、計画の大幅な見

直しや中止、もしく

はミッションの喪

失が生じた場合に

は、業務プロセスや

マネジメント活動

を含む原因の究明

と再発防止を図る。 
 
（１）プロジェクト

マネジメント 
プロジェクトマ

ネジメントについ

て、業務プロセス・

体制の運用・改善、

研修の実施及び活

動から得られた知

見・教訓の蓄積・活

用を進め、JAXA 全

体のプロジェクト

マネジメント能力

の維持・向上を図

る。 
また、担当部門か

ら独立した組織が、

プロジェクトの実

施状況を適切に把

握した上で、プロジ

ェクトマネジメン

トの観点から客観

的かつ厳格な評価

を行い、その結果を

的確に計画へフィ

ードバックさせる。 
さらに、プロジェ

クト移行前の計画

立案から準備段階

における初期的な

は国際競争力強化

に貢献するため、以

下の取組を行う。な

お、計画の大幅な見

直しや中止、もしく

はミッションの喪

失が生じた場合に

は、業務プロセスや

マネジメント活動

を含む原因の究明

と再発防止を図る。 
 
（１）プロジェクト

マネジメント 
プロジェクトマ

ネジメントについ

て、業務プロセス・

体制の運用・改善、

研修の実施及び活

動から得られた知

見・教訓の蓄積・活

用を進め、JAXA 全

体のプロジェクト

マネジメント能力

の維持・向上を図

る。 
また、担当部門か

ら独立した組織が、

プロジェクトの実

施状況を適切に把

握した上で、プロジ

ェクトマネジメン

トの観点から客観

的かつ厳格な評価

を行い、その結果を

的確に計画へフィ

ードバックさせる。 
さらに、プロジェ

クト移行前の計画

立案から準備段階

における初期的な

検討や試行的な研

献できているか。 
 
＜評価指標＞ 
○事業全体における

リスクを低減する

取組及びより効果

的な事業の創出と

確実なミッション

達成に貢献する取

組の状況（プロジェ

クトの計画段階か

ら準備段階におけ

る初期的な検討や

試行的な研究開発

の活動状況含む） 
○プロジェクトマネ

ジメント能力の維

持・向上に係る取組

の状況 
○事業の円滑な推進

と成果の最大化、国

際競争力の強化に

貢献する安全・信頼

性の維持・向上に係

る取組の状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
○プロジェクトの実

施状況の客観的評

価及びプロジェク

ト評価結果の活用

の状況 
○ミッションの喪失

が生じた場合の原

因究明と再発防止

策の検討及び実施

の状況 

とみ」の事故の教訓を

踏まえ、開発・運用の基

本（信頼性確保の最優

先、運用に必要な全て

の事項を事前準備・検

証完了した上で運用を

行う）の再徹底と組織

的に確認する仕組みを

強化した。 
＜はやぶさ２の例＞ 

実運用に先立ち必要な

地上システム、手順な

らびに要員訓練等全て

の要素の準備を事前に

行うため、はやぶさ初

号機の経験者に加え有

人システム運用等の経

験者を集めたレビュー

（近傍フェーズ運用計

画確認会）を行った。得

られた助言をもとに、

緊急時のバックアップ

手順が充実され 50回に

及ぶ要員の周到なリハ

ーサル訓練を実施し、

現在に至るまでの確実

な運用を実現した。 
2．独立評価のプロジェ

クト活動へのフィード

バック 
 経営層は、プロジェ

クトの進捗を、プロジ

ェクトからの報告だけ

でなく、技術・マネジメ

ントと安全・信頼性の

両面からの独立評価結

果とともに確認し、フ

ェーズ移行の判断を実

施した。独立評価組織

は、プロジェクトのフ

ェーズ移行のための経

営審査（15 件）及びそ

クトチーム、独立評価組織及

び経営層が一体となってプロ

ジェクトマネジメント及び安

全・信頼性の改善活動、リス

ク低減活動に継続的に取り組

んだ結果、その成果が結実し

て 2018 年度に計画した多数

のプロジェクト活動（８機の

打上げ・運用：注）全てを成功

に導いた。よって、顕著な成

果を創出したと評価する。 
 
 
 

平成 28 年の ASTRO-H 事故を契機に行われたプロジェクト業務改革により、プロ

ジェクトマネジメント及び安全・信頼性の改善が行われ、８機の衛星、ロケット等の

プロジェクトを成功へと導いた。この取組は、顕著な成果の創出に貢献し、高く評価

できると認められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○打上げ成功率や定常運用移行率など、100％の達成が求められる指標では、法人の

業務実績を適切に評価することが難しい。軌道上不具合件数など、軽微な不具合等も

含めた別の指標で目標値と実績値を提示されることを求める。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○地上試験での不具合検出件数など、少ないことが必ずしも望ましいわけではない

指標についても、重大なインシデント防止につながる指標として、提示があることが

望ましい。 
 
○宇宙システムの複雑化、量的な拡大が進む中で、引き続き、プロジェクト管理プロ

セスの PDCA を行い、不断の点検、評価、改善を行っていただきたい。 



な推進と成果の最

大化、更には国際競

争力の強化に貢献

する。 
さらに、プロジェク

トマネジメント及

び安全・信頼性の確

保に係る知見につ

いて外部との情報

交換等を推進する。 

検討や試行的な研

究開発の充実によ

り、ミッションの価

値向上及びプロジ

ェクト移行後のリ

スクの低減を図る。 
 
（２）安全・信頼性

の確保 
経営層を含む安

全及びミッション

保証のための品質

保証管理プロセス・

体制の運用・改善、

継続的な教育・訓練

を通じた関係者の

意識・能力向上、共

通技術データベー

スの充実や安全・信

頼性に係る標準・基

準の改訂等による

技術の継承・蓄積及

び管理手法の継続

的な改善を進め、

JAXA 全体の安全・

信頼性確保に係る

能力の維持・向上に

より、事故・不具合

の低減を図る。 
また、担当部門か

ら独立した組織が、

安全・信頼性の確保

及び品質保証の観

点から客観的かつ

厳格にプロジェク

トの評価を行い、そ

の結果を的確に計

画へフィードバッ

クさせる。 
 
さらに、プロジェク

トマネジメント及

究開発の充実によ

り、ミッションの価

値向上及びプロジ

ェクト移行後のリ

スクの低減を図る。 
 
（２）安全・信頼性

の確保 
経営層を含む安

全及びミッション

保証のための品質

保証管理プロセス・

体制の運用・改善、

継続的な教育・訓練

を通じた関係者の

意識・能力向上、共

通技術データベー

スの充実や安全・信

頼性に係る標準・基

準の改訂等による

技術の継承・蓄積及

び管理手法の継続

的な改善を進め、

JAXA 全体の安全・

信頼性確保に係る

能力の維持・向上に

より、事故・不具合

の低減を図る。 
また、担当部門か

ら独立した組織が、

安全・信頼性の確保

及び品質保証の観

点から客観的かつ

厳格にプロジェク

トの評価を行い、そ

の結果を的確に計

画へフィードバッ

クさせる。 
さらに、プロジェク

トマネジメント及

び安全・信頼性の確

保に係る知見につ

の他の審査会（計 424
回：部門審査／企業で

の技術審査）において、

プロジェクトに対する

チェック・アンド・バラ

ンスとして、客観的・厳

格な評価を行い、勧告

をフィードバックさせ

ることにより、プロジ

ェクト活動を改善し

た。 
＜HTV 搭載小型回収カ

プセルの例＞ 独立評

価の助言により、実機

の慣性航法センサデー

タと航法誘導制御ソフ

トウェアを組み合わせ

た長時間シミュレーシ

ョンによる追加検証が

行われた。これにより、

ソフトウエアの確実性

が高まり、国際宇宙ス

テーションから初めて

実験成果を持ち帰るミ

ッションの成功に寄与

した。 
3．宇宙活動法の適用・

外部機関、ベンチャー

企業への貢献 
 宇宙活動法の施行

（2018 年 11 月）に先

立ち、内閣府が制定す

るマニュアルやガイド

ライン案に対し、打上

げや衛星開発・運用の

経験等を踏まえた提案

を行い内容の充実化に

貢献した。 
＜イプシロン 4 号機の

例＞ 初めての打上げ

許可の審査を行う内閣

府審査員に対し JAXA



び安全・信頼性の確

保に係る知見につ

いて外部との情報

交換等を推進する。 

いて外部との情報

交換等を推進する。 
が従来から実施してき

た安全対策等の妥当性

を理解頂けるよう、

JAXA が有する技術的

知見や他国事例等も交

えて繰り返し丁寧な調

整を実施した結果、打

上げに遅滞なく許可を

受けることができた。

また、宇宙空間に金属

球を放出して人工的に

流れ星を作るという世

界的に例のないベンチ

ャー企業のミッション

（ALE-1）に対し、スペ

ースデブリに係る国際

的なガイドライン等で

意図的な物体放出が否

定的に捉えられている

環境下においても合意

が得られるような安全

要求を提案し、適合す

る設計が実現し打ち上

げられた。 
4．なお、年度計画で設

定した業務は、計画通

り実施した。 
 
注：宇宙ステーション

補給機「こうのとり」

(HTV)7 号機、HTV 搭

載小型回収カプセル、

温室効果ガス観測技術

衛星「いぶき 2 号」

(GOSAT-2)、強化型イ

プシロンロケット、革

新的衛星技術実証 1 号

機、国際水星探査計画

Bepi Colombo、受託衛

星、はやぶさ２ 
 
 



注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．６．４ 情報システムの活用と情報セキュリティの確保 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

重大な情報

セキュリテ

ィインシデ

ントの発生 

－ 0 

      予算額（千円） 4,260,910       
      決算額（千円） 4,731,602       
      経常費用（千円） －       
      経常利益（千円） －       

         行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

         従事人員数 45       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ６．４．情報システ

ムの活用と情報セ

キュリティの確保 
（１）情報システム

の活用 
JAXA 内で共

通的に利用する情

４．４．情報システ

ムの活用と情報セ

キュリティの確保 
（１）情報システム

の活用 
事務的な業務の

効率化と適切な労

４．４．情報システ

ムの活用と情報セ

キュリティの確保 
（１）情報システム

の活用 
JAXA で共通的

に利用する情報シ

＜評価軸＞ 
○情報システムの活

用と情報セキュリ

ティを確保するこ

とにより、目標Ⅲ.2
項 に て 定 め る

JAXA の取組方針

1.情報システム 
(1)全社で共通的に利用

する情報システムにつ

いて  
 ①JAXA で共通的に

利用する情報システム

を確実に運用した。事

＜評定と根拠＞ 
評定：A 
情報システムの活用について

は、業務環境の向上や研究開

発計算基盤の強化を着実に前

進させているとともに、情報

セキュリティについては、前

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、成果の創出や将来的な成果の創出の期待等

が認められ、着実な業務運営がなされているため。 
 

＜評価すべき実績＞ 



報システムの整備

及びその積極的な

改善により、事務的

な業務の効率化と

適切な労働環境の

維持・向上に貢献す

る。 
また、JAXA が保

有するデータ等を

外部と共有するた

めの基盤的な情報

システムの改善及

び利用促進により、

他の研究機関や民

間事業者との連携

の促進・効率化に貢

献する。 
 
（２）情報セキュリ

ティの確保 
「政府機関等の情

報セキュリティ対

策のための統一基

準群」（平成 28 年８

月 31 日サイバーセ

キュリティ戦略本

部決定）に沿った情

報セキュリティポ

リシーに基づき、サ

イバーセキュリテ

ィ戦略本部が実施

する監査による助

言等を踏まえつつ、

情報セキュリティ

対策を推進し、重大

な情報セキュリテ

ィインシデントの

発生防止と宇宙機

の運用に不可欠な

情報システムのセ

キュリティ対策の

強化により、技術情

働環境の維持・向上

に貢献するため、

JAXA で共通的に

利用する情報シス

テムについて、会議

室、書類及びメール

に依存してきた業

務からの転換等、新

たな利用形態を取

り入れるとともに、

職員の満足度を把

握しつつ、当該シス

テムの整備・運用及

び積極的な改善を

行う。 
また、各研究開発

の取組における情

報技術の高度化を

促進するとともに、

JAXA が保有する

衛星データやシミ

ュレーションデー

タ等を他の研究機

関や民間事業者と

共有する上での利

便性向上などオー

プンイノベーショ

ンの活性化につな

がる基盤的な情報

システムの改善及

び利用促進を行う。 
 
（２）情報セキュリ

ティの確保 
情報セキュリティ

インシデントの発

生防止及び宇宙機

の運用に不可欠な

情報システムのセ

キュリティ強化の

ため、政府の方針を

含む内外の動向を

ステムを確実に運

用するとともに、事

務的な業務の効率

化と適切な労働環

境の維持・向上に貢

献するため、JAXA
内の通信量の拡大

に柔軟に対応でき

る次期ネットワー

クシステムの構築

方針を設定し、整備

に着手する。また、 
昨年度までに導入

したシステムやサ

ービスの利用促進

を強化し、会議室、

書類及びメールに

依存してきた業務

からの転換等、 新
たな利用形態への

対応を進める。 
JAXA スーパー

コンピュータの確

実な運用により研

究開発活動を支え

るとともに、次年度

の来るべきリース

アウト期を捉え、次

代の高性能計算の

基盤となる情報シ

ステムとしての改

善方針を設定する。

方針の設定にあた

っては、JAXA が保

有する衛星データ

やシミュレーショ

ンデータ等を他の

研究機関や民間事

業者と共有できる

よう考慮する。 
 
（２）情報セキュリ

の実現に貢献でき

ているか。 
 
＜評価指標＞ 
○事務的な業務の効

率化と適切な労働

環境の維持・向上に

貢献する JAXA 内

で共通的に利用す

る情報システムの

整備・活用の取組の

状況 
○JAXA が保有する

データ等を外部と

共有するための基

盤的な情報システ

ムの活用等の取組

の状況 
○安定的な業務運営

及び我が国の安全

保障の確保に貢献

する情報セキュリ

ティ対策の取組の

状況 
 
＜モニタリング指

標＞ 
○重大な情報セキュ

リティインシデン

トの発生防止と宇

宙機の運用に不可

欠な情報システム

のセキュリティ対

策の状況 

業所内無線 LAN の機

能向上を進めたことに

より職員によるモバイ

ル PC の持ち運びが拡

大し、会議スタイルの

変化（ペーパレス、関連

情報を会議席上で確

認、等）や、電子決裁の

迅速化など、業務効率

化に好影響した(コピー

用紙消費量は昨年比

18%減)。また、スマート

フォン等で業務メール

等にセキュアにアクセ

スできる環境の本運用

を開始し、特に外出先

では、モバイル PC を上

回る手軽さによって業

務レスポンスが向上し

た。 
  
 ②前年度までに導入

した新 Office ツール等

について、職員利用者

のニーズや実態をヒア

リング等で把握し部署

横断で活用事例(※)を
共有するなど、活用促

進を進めた。   
  （※：業務の共有や

引継ぎが円滑になり残

業が減った、Web 会議

で場所にとらわれずに

会議に参加出来るよう

になった、アンケート

の配布・集計・分析にか

かる作業量が大幅に減

った、備品の予約手続

きに係る業務が効率化

し利用状況を見える化

出来た、等の業務効率

化効果。） 

中期計画期間に引き続き高い

水準を維持するのみならず、

より高いレベルへの移行を進

めていることから、いずれも

目標を上回る成果を上げた。 
 

○ペーパーレス化や情報システム化が着実に推進され、職員の業務改善がなされて

いる。 
 
○研究開発へのスーパーコンピュータの活用が着実に実施されている。外部機関と

の連携の仕組み作りが期待される。 
 
○サイバー攻撃が激増する中、重大なインシデントを発生させない安定したセキュ

リティを確保している点は評価できる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○情報セキュリティにおいて、他法人や民間企業と比較しても遜色ない高いレベル

にあることは高く評価できるが、今後、安全保障機関や民間企業、海外機関等外部機

関との連携が深まる中、これまでとは異なるより高レベルの情報セキュリティ対策

が必要になると思われる。引き続き、利用性も考慮しながらセキュリティの確保を戦

略的に推進することを期待する。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○今後の業務実績等報告書の作成に当たっては、情報関係の専門家の知見も踏まえ、

どのような対策を講じているか、より明確にすべきである。 
 
 



報の適切な保護を

通じた JAXA の安

定的な業務運営及

び我が国の安全保

障の確保に貢献す

る。 

踏まえつつ、教育・

訓練の徹底、運用の

改善、システム監視

の強化等を継続的

に実施する。 

ティの確保 
情報セキュリティ

インシデントの発

生防止及び宇宙機

の運用に不可欠な

情報システムのセ

キュリティ強化の

ため、政府の方針を

含む内外の動向を

踏まえつつ、教育・

訓練の徹底、運用の

改善、システム監視

の強化等を継続的

に実施する。 

  
 ③次期ネットワーク

システムについては、

回線逼迫度、運用コス

ト、市場動向等を見極

めつつ段階的に刷新を

進めることとし、当年

度は、すでに回線逼迫

が顕在化していた調布

事業所について、安価

なベストエフォート型

回線が業務利用に耐え

うることを検証し、通

信の種類に応じて従来

の専用線と組み合わせ

ることにより、コスト

をかけずに回線逼迫を

解消した。今後、同様に

他の事業所における通

信環境改善検討を進め

る。 
 
(2)研究開発を支える情

報システムについて 
 ①JAXA スーパーコ

ンピュータ(JSS2)を確

実に運用した（不具合

による計画外停止は無

し、稼働率（ジョブ充填

率）97.38%）。また、

JAXA が標準プロダク

トとして 2018 年度に

提供した衛星データの

再処理 300 万シーン全

てを JSS2 で実施した

ことに加え、次年度以

降に再処理高度化研究

等を取り込むための準

備を行 
うなど、利用分野拡大

を促進した。 
 



 ②次世代の高性能計

算基盤の整備に当たっ

ては、外部機関との連

携による研究開発の重

要性と今後の増加を見

越し、JAXA 内外からの

シームレスなスパコン

活用による研究開発の

枠組み強化を方針に設

定、JAXA 内外のシステ

ムとのデータ転送の自

動化・開発環境の共有

等、外部機関とのデー

タ連携（データセンタ

ー機能）を柱の一つと

し調達に着手した。こ

れにより、従来、ボトル

ネックであった組織外

とのデータ連携・ソフ

トウェア開発が柔軟か

つセキュアに行えるよ

うになる見込みであ

り、オープンイノベー

ションの活性化に向け

た取り組みが着実に進

展している。 
 
2. 全社的な情報セキュ

リティについて 
 情報セキュリティの

確保につき対策を総合

的に進め、第 3 期中期

期間に引き続き 2018
年度においても、重大

なインシデントの発生

を防止するとともに以

下のとおりセキュリテ

ィ水準を向上した。 
  
  ①一般にインターネ

ットにおけるサイバー

攻撃関連通信が増加す



る中（情報通信研究機

構 (NICT) に よ れ ば

2018 年は前年比 1.4
倍）、防御システムの維

持・強化により攻撃を

全て阻止したととも

に、Web 閲覧など職員

の行動に起因する脅威

についても、各組織の

情報管理の責任者（約

150 名）に対する訓練や

全職員への指導・周知

を通じて、セキュリテ

ィ事象（アドウェア検

知、不正サイト検知・遮

断実施等）の件数を大

幅に減らし FY2016 比

で 1/6、FY2017比で 1/2
とした。加えて、 15     
名からなるインシデン

ト対応チームの専門ス

キル向上を図るととも

に、さらに高度な仕組

みでのセキュリティ脅

威を検知・対処し、重大

なインシデントの発生

を防止した。 
 
  ②政府統一基準の

2018 年 7 月改定による

主要な次世代対策につ

いても先行的に取り組

み、IT 資産管理の自動

化は既に運用定着さ

せ、また、デジタル著作

権技術を活用した情報

管理については整備を

完了した。 
 
  ③宇宙機関連システ

ムのセキュリティ対策

に関し、通信ネットワ



ークを含む衛星地上シ

ステムの脆弱性評価に

着手するとともに、国

際動向を踏まえた追加

的対策につき宇宙関連

企業や制御系セキュリ

ティ専門組織を含む関

係機関を集め検討する

枠組みを JAXA 内に設

置した。 
 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．６．５ 施設及び設備に関する事項 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
研究開発計画（文部科学省科学技術・学術審議会 研究計画・評価

分科会） 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 
 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285、0286 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

重大事故の

有無、顕在化

する前に処

置を行った

リスクの数 

－ 2 案件 

      予算額（千円） 5,223,939       
      決算額（千円） 5,857,560       
      経常費用（千円） －       
      経常利益（千円） －       
      行政サービス実施

コスト（千円） 
－ 

      

延べ床面積

あたり維持

運用費・エネ

ルギー効率 
（エネルギ

ー消費原単

位前年比） 

－ 99.3％ 

      従事人員数 35       
       
      
      
      
      
      

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ６．５．施設及び設 ４．５．施設及び設 ４．５．施設及び設 ＜評価軸＞ １． 打上、追跡及び試 ＜評定と根拠＞ 評定 Ａ 



備に関する事項 
 
JAXA 内で共通的

に利用する施設及

び設備に対し、老朽

化対策やリスク縮

減対策をはじめと

する中長期的な更

新・整備・維持運用

計画を立案し、実施

することにより、

JAXA 事業の円滑

かつ効果的な推進

に貢献する。 

備に関する事項 
 
事業共通的な施

設・設備について、

確実な維持・運用と

有効活用を進める

ため、老朽化した施

設・設備の更新、自

然災害対策・安全化

等のリスク縮減、エ

ネルギー効率改善

及びインフラ長寿

命化をはじめとす

る行動計画を策定

し、確実に実施す

る。 
また、各事業担当

部署等からの要請

に応じ、施設・設備

の重点的かつ計画

的な更新・整備を進

めるため、施設・設

備に関する専門性

を活かした技術提

案を行う。 
さらに、上述した取

組を行う上で必要

な施設・設備に関す

る調査・研究等を推

進する。 

備に関する事項 
 
事業共通的な施

設・設備について、

確実な維持・運用と

有効活用を進める

ため、老朽化した施

設・設備の更新、自

然災害対策・安全化

等のリスク縮減、エ

ネルギー効率改善

及びインフラ長寿

命化をはじめとす

る行動計画を策定

し、確実に実施す

る。 
また、各事業担当

部署等からの要請

に応じ、施設・設備

の重点的かつ計画

的な更新・整備を進

めるため、施設・設

備に関する専門性

を活かした技術提

案を行う。 
さらに、上述した取

組を行う上で必要

な施設・設備に関す

る調査・研究等を推

進する。 

○施設及び設備に関

して、目標Ⅲ.2 項に

て定める JAXA の

取組方針の実現に

貢献できているか。 
＜評価指標＞ 
○JAXA 内で共通的

に利用する施設及

び設備の計画的な

更新・整備と維持運

用による JAXA 事

業の円滑かつ効果

的な推進に貢献す

る取組の状況。 
＜モニタリング指

標＞ 
○JAXA 内で共通的

に利用する施設及

び設備に関する老

朽化更新、リスク縮

減対策の状況（例：

重大事故の有無、顕

在化する前に処置

を行ったリスクの

数等） 
○施設及び設備の改

善等への取組の状

況 

験に必要となる共通施

設・設備の整備や老朽

化対策（応急処置・一時

的延命処置を含む）は、

事業の成否を決する生

命線であり、特に、        
離島である種子島にお

いては、保有する発電

機及び送配電設備、浄

水場等の維持・運用を

通じて、電力・上水の供

給を含む基盤インフラ

の全てを担っている。 
    これに対し、限

られた財源の制約の中

で優先順位をつけ、最

適・確実に実施してい

くことが求められてお

り、2018 年度は第４期

中期計画のスタートと

し て 、 7 年 間 で     
実施すべき基盤電力設

備の老朽化更新計画を

まとめ、高圧ケーブル

老朽化による地絡事故

が連続発生した内之

浦、高い信頼性が要求

される種子島について

具体的な更新に着手す

るとともに、各事業所

の実地調査を行い重点

品質課題を抽出し、全

社の施設業務品質のボ

トムアップを図ること

で、万全な施設整備・保

全環境を整備した。具

体的には以下のとお

り。 
  (１）長期的な視点

から、最重要インフラ

である高圧ケーブル等

の基盤電力設備につい

評定：A 
事業の成否を決する生命線

である共通基盤インフラに対

し、限られた財源の制約の中

で優先順位をつけ、7 年間で

最適・確実に実施すべき基盤

電力設備の老朽化更新計画を

まとめ、高圧ケーブル老朽化

による地絡事故が連続発生し

た内之浦、高い信頼性が要求

される種子島について具体的

な更新に着手するとともに、

各事業所の実地調査を行い重

点品質課題を抽出し、全社の

施設業務品質のボトムアップ

を図ることで、万全な施設整

備・保全環境を整備した。さ

らに、PPP/PFI 手法の一つで

あるESCO事業を用いて老朽

化対策と省エネの推進に着手

し、また、エレベータ保守（筑

波地区）の共同調達により事

務の合理化・経費削減を推進

する等、コスト削減や環境負

荷低減にも寄与するなど想定

を上回る成果を上げた。 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 
老朽化更新計画を策定し、各事業所の実地調査を行い重点品質課題の抽出、法人全

体での品質向上を行った。また、外部機関との連携により、施設・設備に関する研究

を推進している。これらの取組は、顕著な成果の創出に貢献し、高く評価できると認

められた。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○宇宙開発・運用を支える施設設備には、地道な維持管理と着実な更新/向上が必要

であり、こうした基礎設備の維持管理には苦労が多いものと推察する。成果の明示が

難しいこのような項目において、公正かつ適切な評価を行うためにも、設備の老朽化

状況やトラブルについてモニタリングし、情報が提示されることを望む。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○発電機以外にも対応に逼迫した状況があれば、その状況改善のため手厚い予算計

画を検討することを期待する。 
 
○全国に施設をもっている以上、そのメンテナンスに一定のコストがかかるのは当

然だが、その維持コストを減少すべく、各拠点の存在意義も含めて、全機構的に確認

することも必要ではないか。 
。 



て全社的経営課題のひ

とつに位置付け、老朽

化更新・整備計画をま

とめた。 
  （２）中でも種子島

の打上作業は、JAXA 自

らが行う自家発電のみ

に依存しているため、

発電機等の深刻な老朽

化は電力供給の信頼性

低下に直結する。これ

を受けて宇宙輸送事業

に重大な影響を与える

種子島及び内之浦にか

かる将来を見据えた具

体的な更新計画立案を

最優先事項として取り

組んだ。 
 ２． PPP/PFI 手法の

一つである ESCO 事業

（省エネルギー改修に

かかる費用を光熱水費

の削減分で賄う取組）

を用いて老朽化対策と

省エネの推進に着手

し、また茨城県内研究

機関の共同調達協議会

に加入し、エレベータ

保守（筑波地区）の共同

調達により事務の合理

化・経費削減を推進す

る等、コスト削減や環

境負荷低減にも寄与す

るなど想定を上回る成

果を上げた。具体的な

活動は以下のとおりで

ある。 
       (１）施設維持・

整備費用削減の観点か

ら、筑波宇宙センター

動力棟の空調用中央熱

源機器に対し、JAXA で



は初となる ESCO 事業

の導入を決定し、シェ

アード・セイビングス

契約による 10 年間の

ESCO 事業に着手し

た。これによって初期

投資不要で老朽化改修

とエネルギー効率改善

を同時に実現すること

が可能となった。 
   ①約 3.6 千万円

／年の光熱水費削減効

果。 
   ②運用フェーズ

で、1,081 トン CO2／
年（JAXA 全体の 1.3%
＝JAXA 全体の 1％削

減目標を本事業のみで

達成する規模）の削減

に貢献。 
  ３．内之浦宇宙空間

観測所内の地震時の被

害拡大防止、迅速な回

復を図る減災の考え方

に基づき、不要となっ

たテレメータセンター

及びコントロールセン

ター台地にある施設

（６棟）を解体・撤去し

た。これに伴って JAXA
において主要構造の耐

震性に問題のあるすべ

ての建屋の撤去が完了

し、震災リスクの縮減

にも貢献した。 
  ４．大学・研究期間・

企業など外部機関と連

携して、以下の方針に

て施設・設備に関する

研究を推進し、各事業

担当部署からの技術支

援要請に応えた。 



  （１）土砂災害予測

を目的として、（国研）

理化学研究所と標高デ

ータから危険斜面を自

動抽出する手法の開発

に着手。 
  （２）地震時の安心・

安全を目的として、（国

研 ） 建 築 研 究 所 と

GNSS による測位情報

を用いた建物の被災度

予測手法の開発に着

手。 
  （３）照明環境が作

業者のパフォーマンス

と体内リズムに与える

影響について九州大学

と共同研究を実施し、

ヒトに優しい照明を有

する執務環境を実現。 
  （４）施設維持運営

の効率化・省力化を目

的として、保有する施

設において独立分散制

御方式を用いた電力デ

マンドコントロール技

術を実証。 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ．７ 情報収集衛星に係る政府からの受託 

関連する政策・施策 宇宙基本計画 
未来投資戦略 
科学技術基本計画 
イノベーション統合戦略 
 
政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会課題へ

の対応 
施策目標９－５ 国家戦略上重量な基幹技術の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構法第十八条 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
事前分析表（平成 30 年度）9-5 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度  Ｈ30年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

 

－ － －       予算額（千円） 28,538,178        
        決算額（千円） 25,357,612       

         経常費用（千円） 20,069,680       
         経常利益（千円） △448,974       
         行政サービス実施

コスト（千円） 
434,991 

 

      

         従事人員数 110       
注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                    注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注３）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ７．情報収集衛星に

係る政府からの受

託 
 
情報収集衛星に関

する事業について、

政府から受託した

場合には、必要な体

制を確立して着実

５．情報収集衛星に

係る政府からの受

託 
 
情報収集衛星に関

する事業について、

政府から受託した

場合には、先端的な

研究開発の能力を

５．情報収集衛星に

係る政府からの受

託 
 
政府からの情報

収集衛星関連の受

託に基づく事業を、

先端的な研究開発

の能力を活かし、必

＜評価軸＞ 
○情報収集衛星に関

する受託を受けた

場合には、着実に業

務が進められてい

るか。 
＜評価指標＞ 
○必要な体制の確立

を含めた受託業務

政府からの委託を受

け、情報収集衛星に関

わる事業を、必要な体

制として JAXA 内での

必要な人材の確保、連

携体制の確保、JAXA の

プロジェクトマネジメ

ントプロセスとして確

立された審査の実施、

＜評定と根拠＞ 
評定：A 
 宇宙基本計画に定められた

光学６号機、レーダ６号機、

先端技術の研究開発等におい

て、求められる水準を上回る

成果を上げ、貢献したと評価

する。 
 

評定 Ａ 
＜評定に至った理由＞ 
以下に示すとおり、国立研究開発法人の中長期目標等に照らし、成果等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した結果、顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められるため。 
 

＜評価すべき実績＞ 
政府からの委託において、要求された水準を上回る先端技術の研究開発等を行う

ことで貢献し、顕著な成果の創出であると認められた。 



に実施する。 活かし、必要な体制

を確立して着実に

実施する。 

要な体制を確立し

て着実に実施する。 
 

の実施状況 経営レベルでの進捗確

認等を行い進めた。 
 宇宙基本計画に定め

られた光学６号機、レ

ーダ６号機、先端技術

の研究開発等におい

て、求められる水準を

上回る成果を上げた。 
 
 

 
 

 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
〇評価に際しては、紙面での情報提供が難しい場合でも、スライド投影や口頭説明

等、可能な範囲での情報提供がより充実するよう、次年度以降の更なる工夫を期待し

たい。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
－ 
 

注４）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 業務運営の改善・効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

Ｈ30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報  

一般管理費の削減

状況 
21% 

以上削減 
2017年度の数

値 
- 1.5％ 

       

 その他の事業費の 
削減状況 

7％ 
以上削減 

2017年度の数

値 
- 1.1％ 

       

            
            

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載     

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 Ⅳ．業務運営の改

善・効率化に関する

事項 
 
Ⅲ項の業務を円

滑に遂行し、我が国

の宇宙航空政策の

目標達成と研究開

発成果の最大化を

実現するため、業務

運営に関して改善・

効率化を図る。な

お、業務運営に当た

っては、我が国の宇

宙航空政策の目標

達成に貢献する研

究開発能力を損な

うものとならない

よう、十分に配慮す

るものとする。 

Ⅱ．業務運営の改

善・効率化に関する

事項に係る措置 
 
Ⅰ項の業務を円

滑に遂行し、研究開

発成果の最大化を

実現するため、以下

の業務全体での改

善・効率化を図る。 
 
（１）社会を科学・

技術で先導し新た

な価値の創造に向

けた組織体制の整

備 
我が国の宇宙航

空政策の目標達成

に向けて、社会情勢

等を踏まえた柔軟

Ⅱ．業務運営の改

善・効率化に関する

事項に係る措置 
 
Ⅰ項の業務を円

滑に遂行し、研究開

発成果の最大化を

実現するため、以下

の業務全体での改

善・効率化を図る。 
 
（１）社会を科学・

技術で先導し新た

な価値の創造に向

けた組織体制の整

備 
我が国の宇宙航

空政策の目標達成

に向けて、社会情勢

等を踏まえた柔軟

＜評価の視点＞ 
・社会を科学・技術で

先導し新たな価値の

創造に向けた体制の

整備が進められてい

るか。 
・運営費交付金の効率

化に資する取組が進

められているか。 
・調達に関して、「独立

行政法人における調

達等合理化の取組の

推進について」（平成

27年 5月 25日総務大

臣決定）に基づく取組

及び国際競争力向上

に資する取組が進め

られているか。 
・政府の方針に従い、

人件費の適正化及び

Ⅱ．業務運営の改善・効

率化に関する事項に係る

措置 
 
Ⅰ項の業務を円滑に遂

行し、研究開発成果の最

大化を実現するため、以

下の業務全体での改善・

効率化を図る。 
 
（１）社会を科学・技術

で先導し新たな価値の創

造に向けた組織体制の整

備 
我が国の宇宙航空政策

の目標達成に向けて、社

会情勢等を踏まえた柔軟

で機動的かつ効果的な組

織体制の整備を進めるこ

とで、JAXA の総合力の

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
中長期計画の初年度に当

たり、国の政策に対応し機

動的に組織体制の整備を進

めるとともに、産業競争力

を念頭に置いた調達の合理

化を確実に進展させた。一

方、経費の削減については

第 3 期までの合理化でほぼ

限界に達しており非常に厳

しい状況にあるものの、年

度計画で設定した業務は、

計画通り実施した。 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できたため。 

 
＜評価すべき実績＞ 
○社会的・国際的な潮流にいち早く対応した柔軟な組織体制の整備や、職員の

業務エフォート率の一部柔軟化の取組など、研究開発法人の提案型組織化への

取組は評価できる。 
 
○一般管理費等の削減には、涙ぐましい努力が見えるが、目標達成のためには、

より戦略的な取組が必要である。 
 
○調達制度についても、各プロジェクト等に応じ、柔軟な取組が見られる。 
 
○人件費の適正化については、適切に実施されている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○人件費や経費の削減は重要なテーマだが、削減が過剰に進むと本来の事業に

支障をきたす懸念も生じる。未来創造型の機関である JAXA として進める中

長期ビジョンや計画を起点に、どこを削減し、逆にどこに投資するのか、メリ



 
（１） 社 会 を 科

学・技術で先導し新

たな価値の創造に

向けた組織体制の

整備 
我が国の宇宙

航空政策の目標達

成に向けて、社会情

勢の変化等を踏ま

えた柔軟で機動的

かつ効果的な組織

体制の整備を進め

る。これにより、

JAXA の総合力の

向上を図ることで、

社会に対して新た

な提案を積極的に

行い、社会を科学・

技術で先導し新た

な価値を創造する

組織への変革を実

現する。 
 
（２） 効 果 的 か

つ合理的な業務運

営の推進 
効率的な運営

の追求及び業務・経

費の合理化に努め、

運営費交付金を充

当して行う事業は、

新規に追加される

もの、拡充分は除外

した上で、法人運営

を行う上で各種法

令等の定めにより

発生する義務的経

費等の特殊要因経

費を除き、一般管理

費については、平成

29 年度に比べ中長

で機動的かつ効果

的な組織体制の整

備を進めることで、

JAXA の総合力の

向上を図る。また、

社会に対して新た

な提案を積極的に

行い、社会を科学・

技術で先導し新た

な価値を創出する

組織への変革を実

現する。 
このため、イノベ

ーションや新たな

ミッションの創出

を実現する「研究開

発機能」、ミッショ

ンの成功に向け確

実に開発を実行す

る「プロジェクト実

施機能」及びこれら

の活動を支える「管

理・事業共通機能」

を柱とし、民間事業

者、公的研究機関等

との協業による新

たな事業の創出や

企画立案、提案機能

向上のための組織

改革を行うなど、外

部環境の変化に対

応した体制を整備

する。 
 
（２）効果的かつ合

理的な業務運営の

推進 
組織の見直し、調

達の合理化、効率的

な運営体制の確保

等に引き続き取り

組むことにより、効

で機動的かつ効果

的な組織体制の整

備を進めることで、

JAXA の総合力の

向上を図る。また、

社会に対して新た

な提案を積極的に

行い、社会を科学・

技術で先導し新た

な価値を創出する

組織への変革を実

現する。 
このため、イノベ

ーションや新たな

ミッションの創出

を実現する「研究開

発機能」、ミッショ

ンの成功に向け確

実に開発を実行す

る「プロジェクト実

施機能」及びこれら

の活動を支える「管

理・事業共通機能」

を柱とし、民間事業

者、公的研究機関等

との協業による新

たな事業の創出や

企画立案、提案機能

向上のための組織

改革を行うなど、外

部環境の変化に対

応した体制を整備

する。 
 
（２）効果的かつ合

理的な業務運営の

推進 
組織の見直し、調

達の合理化、効率的

な運営体制の確保

等に引き続き取り

組むことにより、効

適正な給与水準の維

持を図っているか。 
＜関連する指標＞ 
・組織体制の整備状況 
・運営費交付金の効率

化に関する取組状況 
・調達等合理化計画に

基づく取組状況 
・国際競争力向上に資

する調達に関する取

組状況 
・給与水準の検証結果 

向上を図る。また、社会

に対して新たな提案を積

極的に行い、社会を科学・

技術で先導し新たな価値

を創出する組織への変革

を実現する。 
このため、イノベーシ

ョンや新たなミッション

の創出を実現する「研究

開発機能」、ミッションの

成功に向け確実に開発を

実行する「プロジェクト

実施機能」及びこれらの

活動を支える「管理・事

業共通機能」を柱とし、

民間事業者、公的研究機

関等との協業による新た

な事業の創出や企画立

案、提案機能向上のため

の組織改革を行うなど、

外部環境の変化に対応し

た体制を整備する。 
 
（２）効果的かつ合理的

な業務運営の推進 
組織の見直し、調達の

合理化、効率的な運営体

制の確保等に引き続き取

り組むことにより、効果

的な運営の追求及び業

務・経費の合理化に努め、

運営費交付金を充当して

行う事業は、新規に追加

されるもの、拡充分は除

外した上で、法人運営を

行う上で各種法令等の定

めにより発生する義務的

経費等の特殊要因経費を

除き、一般管理費につい

ては、平成 29 年度に比べ

中 長 期 目標 期 間中 に

21％以上、その他の事業

ハリ/戦略のある計画と遂行が必要である。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○これまで徹底したコスト削減策に取組、極限まで成果を上げてきたことは高

く評価できる。 
 
○既に法人の一般管理費の削減状況は、極限に達している状況であると推察さ

れる。管理費の削減においては、定量的な削減努力だけではなく、別の切り口

での業務改革を通じ、成果を削減数値に置き換えて読み込むような、多元的な

計画を推進することを提案する。 
 
○優秀な人材確保と育成が何よりも重要であり、人材の充実度等を加えて評価

することを期待する。 
 
○自己収入の拡大は重要であるが、拡大そのものが目的化するべきではない。

優れた活動を行った結果として自己収入が拡大されていくというプロセスで

PDCA サイクルが回るような業務意識を法人として共有することを期待する。 
 
○基盤的人材の確保が難しく、ＪＡＸＡ職員を高付加価値人材へと育成するこ

とが重要である一方、定常業務である衛星管制の請負先が労働災害を起こすな

ど、本来業務に支障が出ているのではないか。従来の業務を外部に委託する際

に、事業全体として歪みが生じないか、チェックすることを望む。 
 
○人件費の適正化について、ＪＡＸＡがなすべき業務と民間が商業ベースでで

きる業務を選別し、真にＪＡＸＡがすべき業務を行えるよう業務見直しが必要

と思われる。 



期 目 標 期 間 中 に

21％以上、その他の

事業費については、

平成 29 年度に比べ

中長期目標期間中

に７％以上の効率

化を図る。新規に追

加されるものや拡

充される分は翌年

度から効率化を図

るものとする。これ

らを通じ、政策や社

会ニーズに応えた

新たな事業の創出

や成果の社会還元

を効果的かつ合理

的に推進する。な

お、人件費の適正化

については、次項に

おいて取り組むも

のとする。 
また、「独立行政

法人における調達

等合理化の取組の

推進について」（平

成 27 年５月 25 日

総務大臣決定）を踏

まえ、公正性や透明

性を確保しつつ、合

理的な調達を行う。

また、国内外の調達

制度の状況等を踏

まえ、会計制度との

整合性を確認しつ

つ、国際競争力の強

化につながるよう

効果的な調達を行

う。 
 
（３） 人 件 費 の

適正化 
給与水準について

果的な運営の追求

及び業務・経費の合

理化に努め、運営費

交付金を充当して

行う事業は、新規に

追加されるもの、拡

充分は除外した上

で、法人運営を行う

上で各種法令等の

定めにより発生す

る義務的経費等の

特殊要因経費を除

き、一般管理費につ

いては、平成 29 年

度に比べ中長期目

標期間中に 21％以

上、その他の事業費

については、平成 29
年度に比べ中長期

目標期間中に７％

以上の効率化を図

る。新規に追加され

るものや拡充され

る分は翌年度から

効率化を図るもの

とする。これらを通

じ、政策や社会ニー

ズに応えた新たな

事業の創出や成果

の社会還元を効果

的かつ合理的に推

進する。なお、人件

費の適正化につい

ては、次項において

取り組むものとす

る。 
また、「独立行政

法人における調達

等合理化の取組の

推進について」（平

成 27 年５月 25 日

総務大臣決定）を踏

果的な運営の追求

及び業務・経費の合

理化に努め、運営費

交付金を充当して

行う事業は、新規に

追加されるもの、拡

充分は除外した上

で、法人運営を行う

上で各種法令等の

定めにより発生す

る義務的経費等の

特殊要因経費を除

き、一般管理費につ

いては、平成 29 年

度に比べ中長期目

標期間中に 21％以

上、その他の事業費

については、平成 29
年度に比べ中長期

目標期間中に７％

以上の効率化を図

る。 新規に追加さ

れるものや拡充さ

れる分は翌年度か

ら効率化を図るも

のとする。これらを

通じ、政策や社会ニ

ーズに応えた新た

な事業の創出や成

果の社会還元を効

果的かつ合理的に

推進する。なお、人

件費の適正化につ

いては、次項におい

て取り組むものと

する。 
また、「独立行政

法人における調達

等合理化の取組の

推進について」（平

成 27 年５月 25 日

総務大臣決定）を踏

費については、平成 29 年

度に比べ中長期目標期間

中に７％以上の効率化を

図る。 新規に追加される

ものや拡充される分は翌

年度から効率化を図るも

のとする。これらを通じ、

政策や社会ニーズに応え

た新たな事業の創出や成

果の社会還元を効果的か

つ合理的に推進する。な

お、人件費の適正化につ

いては、次項において取

り組むものとする。 
また、「独立行政法人に

おける調達等合理化の取

組の推進について」（平成

27 年５月 25 日総務大臣

決定）を踏まえ、「平成 30
年度調達等合理化計画」

を策定し、公正性や透明

性を確保しつつ、国際競

争力強化を含む我が国の

宇宙航空政策の目標達成

に向け、合理的な調達を

行うとともに、国内外の

調達制度について情報収

集を行う。 
 
（３）人件費の適正化 
給与水準については、政

府の方針に従い、役職員

給与の在り方について検

証した上で、国家公務員

の給与水準や業務の特殊

性を踏まえ、組織全体と

して適正な水準を維持す

ることとし、その範囲内

で、イノベーションの創

出に資するべく、世界の

第一線で活躍する極めて

優れた国内外の研究者等



は、政府の方針に従

い、役職員給与の在

り方について厳し

く検証した上で、国

家公務員の給与水

準や業務の特殊性

を踏まえ、組織全体

として適正な水準

を維持することと

し、その範囲内で、

適切な人材を確保

するために弾力的

な給与を設定する。

また、検証結果や取

組状況を公表する

とともに、国民に対

して理解が得られ

るよう丁寧な説明

に努める。 

まえ、毎年度調達等

合理化計画を策定

し、公正性や透明性

を確保しつつ、我が

国の宇宙航空政策

の目標達成に向け、

合理的な調達を行

う。また、国内外の

調達制度の状況等

を踏まえ、会計制度

との整合性を確認

しつつ、国際競争力

強化につながるよ

う効果的な調達を

行う。 
 
（３）人件費の適正

化 
給与水準について

は、政府の方針に従

い、役職員給与の在

り方について検証

した上で、国家公務

員の給与水準や業

務の特殊性を踏ま

え、組織全体として

適正な水準を維持

することとし、その

範囲内で、イノベー

ションの創出に資

するべく、世界の第

一線で活躍する極

めて優れた国内外

の研究者等を確保

するために弾力的

な給与を設定する。

また、検証結果や取

組状況を公表する

とともに、国民に対

して理解が得られ

るよう説明に努め

る。 

まえ、「平成 30 年度

調達等合理化計画」

を策定し、公正性や

透明性を確保しつ

つ、国際競争力強化

を含む我が国の宇

宙航空政策の目標

達成に向け、合理的

な調達を行うとと

もに、国内外の調達

制度について情報

収集を行う。 
 
（３）人件費の適正

化 
給与水準について

は、政府の方針に従

い、役職員給与の在

り方について検証

した上で、国家公務

員の給与水準や業

務の特殊性を踏ま

え、組織全体として

適正な水準を維持

することとし、その

範囲内で、イノベー

ションの創出に資

するべく、世界の第

一線で活躍する極

めて優れた国内外

の研究者等を確保

するために弾力的

な給与を設定する。

また、検証結果や取

組状況を公表する

とともに、国民に対

して理解が得られ

るよう説明に努め

る。 

を確保するために弾力的

な給与を設定する。また、

検証結果や取組状況を公

表するとともに、国民に

対して理解が得られるよ

う説明に努める。 



注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

Ｈ30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－ － － －        

           
           
           
           
           

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載     

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 Ⅴ．財務内容の改善

に関する事項 
 
（１）財務内容の改

善 
運営費交付金等

の債務残高を勘案し

つつ、適切な予算管

理を通じて予算を効

率的に執行するとと

もに、「独立行政法人

会計基準」等を踏ま

えた適切な財務内容

の実現や財務情報の

公開により、着実な

JAXA の運営及び国

民の理解増進に貢献

する。なお、必要が

無くなったと認めら

れる保有資産につい

Ⅲ．財務内容の改善

に関する事項に係る

措置 
（１）財務内容の改

善 
運営費交付金等の

債務残高を勘案しつ

つ予算を効率的に執

行するとともに、「独

立行政法人会計基

準」等を踏まえた適

切な財務内容の実現

や、財務情報の公開

に努める。また、必

要性が無くなったと

認められる保有資産

については適切に処

分するとともに、重

要な財産を譲渡する

場合は計画的に進め

Ⅲ．財務内容の改善

に関する事項に係る

措置 
（１）財務内容の改

善 
運営費交付金等の

債務残高を勘案しつ

つ予算を効率的に執

行するとともに、「独

立行政法人会計基

準」等を踏まえた適

切な財務内容の実現

や、財務情報の公開

に努める。また、必

要性が無くなったと

認められる保有資産

については適切に処

分するとともに、重

要な財産を譲渡する

場合は計画的に進め

＜評価の視点＞ 
・「独立行政法人会

計基準」等を踏まえ

た適切な財務内容の

実現や財務情報の公

開に係る取組が進め

られているか。 
・新たな事業の創出

及び成果の社会還元

を効率的に進めてい

くための取組が図ら

れているか。 
＜関連する指標＞ 
・財務情報の開示状

況 
・自己収入の増加を

推進する取組の状況 

＜主要な業務実績＞ 
１．財務内容の改善 
（１）年度計画で設定し

た業務を実施した結果、

収支計画・資金計画にお

いて、当期総利益 193 億

円を計上するとともに、

資金期末残高として 545
億円を計上した。     
（２）当期総利益につい

ては、会計基準に基づき

処理を行った結果発生す

る期ズレの利益であり、

後年度において対応する

費用が発生し相殺される

ものである 
（３）資金期末残高につ

いては、未払金の支払い

等計画的な支払いに当て

るものである。 

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
 年度計画で設定した業務

は、計画通り実施した。 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できたため。 

 
＜評価すべき実績＞ 
○予算関連の計画については、概ね計画どおりに着実に業務が実施された。 
 
○自己収入の増加促進についても、クラウドファンディング等寄付金制度の改

善など、着実な促進が見受けられる。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○自己評価からは、現在の予算でＪＡＸＡの求められている機能を果たすため

の活動経費として適切か否かが読み取りづらい。 
 
○経費削減は重要であるが、そのために本来業務の生産性が低下することのな

いよう、進めていただきたい。 
 



ては適切に処分する

とともに、重要な財

産を譲渡する場合は

計画的に進める。 
 
（２）自己収入増加

の促進 
運営費交付金等によ

る政策の実現や社会

ニーズに応えるため

の取組の実施に加

え、新たな事業の創

出及び成果の社会還

元等を効率的に進め

ていくため、競争的

研究資金の獲得や

JAXA の保有する

様々な宇宙航空技術

に関する知見の提供

等の国内外の民間事

業者及び公的研究機

関との連携強化等を

通じた外部資金の獲

得に向けた積極的な

取組を行い、もって

自己収入の増加を促

進する。 

る。 
 
①予算（人件費の見

積りを含む。）、収支

計画及び資金計画 
（表省略） 

    
②短期借入金の限度

額 
短期借入金の限度

額は、２５５億円と

する。短期借入金が

想定される事態とし

ては、運営費交付金

の受入れに遅延等が

生じた場合がある。 
 
③不要財産の処分に

関する計画 
保有資産の必要性

について適宜検証を

行い、必要性がない

と認められる資産に

ついては、独立行政

法人通則法の手続き

に従って適切に処分

する。 
 
④重要な財産の譲

渡・担保化に関する

計画 
重要な財産を譲渡

し、又は担保に供す

る場合は、独立行政

法人通則法の手続き

に従って適切に行

う。 
 
⑤剰余金の使途 

剰余金について

は、JAXA の実施す

る業務の充実、所有

る。 
①予算（人件費の見

積りを含む。）、収支

計画及び資金計画 
（表省略） 
 
②短期借入金の限度

額 
短期借入金の限度

額は、２５５億円と

する。短期借入金が

想定される事態とし

ては、運営費交付金

の受入れに遅延等が

生じた場合がある。 
 
③不要財産の処分に

関する計画 
保有資産の必要性

について適宜検証を

行い、必要性がない

と認められる資産に

ついては、独立行政

法人通則法の手続き

に従って適切に処分

する。 
 
④重要な財産の譲

渡・担保化に関する

計画 
重要な財産を譲渡

し、又は担保に供す

る場合は、独立行政

法人通則法の手続き

に従って適切に行

う。 
 
⑤剰余金の使途 
剰余金について

は、JAXA の実施す

る業務の充実、所有

施設の改修、職員教

（４）国等への資金請求

及び資金繰を適切に実施

し、平成 30 年度において

短期借入金の実績はな

い。   
（５）不要財産又は不要

財産となることが見込ま

れる財産及び、重要な財

産を譲渡し、又は担保に

供しようとする重要な財

産はない。 
 
２．自己収入増加の促進 
（１）自己収入※につい

ては 33.4 億円（うち、競

争的資金については25.1
億円で前年度比約 1 億円

増）、受託収入（情報収集

衛星関連を除く）につい

ては 209 億円の収入があ

った。 
（２）自己収入増加に向

けた継続的な努力とし

て、平成 30 年度は以下の

取組を実施した。 
・寄附金に関して、一般

寄附制度の新設及びクラ

ウドファンディングによ

る寄付金募集を行うなど

制度改善を実施。 
・外部資金の獲得に関し

て、競争的資金を含む外

部資金獲得を推進する方

針を策定し、応募申請書

の作成にあたり、上長等

が助言を行い、研究内容

が客観的に適切に評価さ

れるよう努力する等によ

り、採択率の向上に取り

組んだ。 
                 

※「運営費交付金、補助



施設の改修、職員教

育等の充実に充て

る。 
 
（２）自己収入増加

の促進 
運営費交付金等によ

る政策の実現や社会

ニーズに応えるため

の取組の実施に加

え、新たな事業の創

出、成果の社会還元、

研究者の発意による

優れた研究の推進を

効率的に進めていく

ため、競争的研究資

金の獲得や JAXAの

保有する宇宙航空技

術に関する知見の提

供等の国内外の民間

事業者及び公的研究

機関との連携強化等

を通じた外部資金の

獲得に向け、JAXA
内でのベストプラク

ティスの共有や、競

争的研究資金等を獲

得したテーマに内部

の研究資金を重点配

分する仕組みの構築

（インセンティブの

付与）等、積極的な

取組により、自己収

入の増加を促進す

る。 

育等の充実に充て

る。 
 
（２）自己収入増加

の促進 
運営費交付金等によ

る政策の実現や社会

ニーズに応えるため

の取組の実施に加

え、新たな事業の創

出、成果の社会還元、

研究者の発意による

優れた研究の推進を

効率的に進めていく

ため、競争的研究資

金の獲得や JAXAの

保有する宇宙航空技

術に関する知見の提

供等の国内外の民間

事業者及び公的研究

機関との連携強化等

を通じた外部資金の

獲得に向け、JAXA
内でのベストプラク

ティスの共有や、競

争的研究資金等を獲

得したテーマに内部

の研究資金を重点配

分する仕組みの構築

（インセンティブの

付与）等について検

討を進め、自己収入

の増加を促進する。 
 

金及び受託収入以外の収

入」及び「競争的資金」 
 

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ．１ 内部統制 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

Ｈ30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－ － －         

           
           
           
           
           

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載     

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １．内部統制 

理事長のリーダ

ーシップの下、関係

法令等を遵守しつ

つ合理的かつ効率

的に業務を行うた

め、業務方法書等に

基づき JAXA 特有

の業務を勘案した

内部統制システム

を適時適切に運用

するとともに、事業

活動における計画、

実行、評価に係る

PDCA サイクルを

効果的に循環させ、

適切な内部統制を

行うことで、我が国

の宇宙航空政策の

目標達成に貢献す

１．内部統制 
事業活動を推進

するに当たり、理事

長のリーダーシッ

プの下、関係法令等

を遵守しつつ合理

的かつ効率的に業

務を行うため、プロ

ジェクト業務も含

め、事業活動におけ

る計画、実行、評価

に係る PDCA サイ

クルを効果的に循

環させ、適切な内部

統制を行う。具体的

には、業務方法書に

基づき策定した内

部統制実施指針に

沿って内部統制の

基本要素（統制環

１．内部統制 
事業活動を推進

するに当たり、理事

長のリーダーシッ

プの下、関係法令等

を遵守しつつ合理

的かつ効率的に業

務を行うため、プロ

ジェクト業務も含

め事業活動におけ

る計画、実行、評価

に係る PDCA サイ

クルを効果的に循

環させ、適切な内部

統制を行う。具体的

には、業務方法書に

基づき策定した内

部統制実施指針に

沿って内部統制の

基本要素（統制環

＜評価の視点＞ 
・理事長のリーダーシ

ップの下、事業活動を

推進するにあたり、法

令等を遵守しつつ合

理的かつ効率的に業

務を行うための取組

が進められているか。 
・研究不正対策につい

て不正を未然に防止

する効果的な取組が

進められているか。 
＜関連する指標＞  
・内部統制の点検状況

及び必要に応じた見

直し状況 
・研究不正対策の状況 

＜主要な業務実績＞ 

１．内部統制の点検状況

及び必要に応じた見直し

状況 

 内部統制実施指針に基

づき、各部門・部等の内

部統制の実施状況につい

て年に 2 回、内部統制推

進部署(経営推進部及び

総務部)が理事会議へ報

告している。その際、各

要素における主な課題を

抽出し、また、必要な指

示を受け、その対応につ

いても報告している。 

 

２．研究不正対策の状況 

 研究費不正及び研究不

正対策については、「研究

機関における公的研究費

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
 年度計画で設定した業務

は、計画通り実施した。 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できたため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
○研究不正対策については、体制構築など着実な取組が見られる。 
 
○元理事による収賄疑惑については、機構での迅速な調査検証が実施され、検

証された機構の業務運営上の課題については、適切な業務改善が図られてい

る。疑惑については、司法による判断を待つところである。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
－ 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○研究不正対策として、ガイドライン、チェックリスト、e-learning は有効と

思われるが、いつのまにか実施することが目的化し、現実の抑止力になってい

ないことも有りがちである。必要に応じて、第三者による実施状況の監査を適

時に行うことも有効である。 
 



る。 
特に研究不正対

策については、国の

ガイドライン等に

従い、研究活動にお

ける不正行為及び

研究費の不正使用

を未然に防止する

効果的な取組を推

進する。 
なお、内部統制シス

テムの一部を構成

するプロジェクト

マネジメントに関

しては、Ⅲ．６．３

項にて目標を定め

る。 

境、リスクの評価と

対応、統制活動、情

報と伝達、モニタリ

ング、ICT への対

応）が適正に実施さ

れているか不断の

点検を行い、必要に

応じ見直す。特に研

究不正対策につい

ては、国のガイドラ

イン等に従い、不正

防止のための体制

及び責任者の明確

化、教育の実施等の

研究活動における

不正行為及び研究

費の不正使用を未

然に防止する効果

的な取組を推進す

る。 
なお、内部統制シ

ステムの一部を構

成するプロジェク

トマネジメントに

関しては、Ⅰ．４．

３項にて計画を定

める。 
 

境、リスクの評価と

対応、統制活動、情

報と伝達、モニタリ

ング、ICT への対

応）が適正に実施さ

れているか不断の

点検を行い、必要に

応じ見直す。特に研

究不正対策につい

ては、国のガイドラ

イン等に従い、不正

防止のための体制

及び責任者の明確

化、教育の実施等の

研究活動における

不正行為及び研究

費の不正使用を未

然に防止する効果

的な取組を推進す

る。 
なお、内部統制シス

テムの一部を構成

するプロジェクト

マネジメントに関

しては、１．４．３

項にて計画を定め

る。 

の管理・監査のガイドラ

イン（実施基準）」及び「研

究活動における不正行為

への対応等に関するガイ

ドライン」に従い、適切

な体制を構築し、また、

必要な取組みや対応をと

っている。 

 具体的には、研究費不

正対策について、少額随

意契約に係る予算執行に

あたっては伝票決裁時に

チェックリストを活⽤し

た不正防止に努めた。ま

た、競争的資⾦等にかか

る不正防⽌計画に基づ

き、研究資⾦管理研修資

料を作成し、JAXA 内ホー

ムページに掲載するとと

もに、研修を実施した。

さらに、合規性の観点か

ら内部監査を通じて、伝

票を発議した者以外の者

による検収が行われてい

ることを確認した。 

 研究不正対策について

は、研究倫理委員会にて

不正防止の取組みを実施

している。研究者に対し

て e-Learning での研究

倫理研修の受講を義務付

けているほか、外部専門

家を招いての研修を開催

した。また、研究者が研

究成果の発表を行う際に

は、チェックシートの提

出を求め、手続きが適切

であるかを確認してい

る。 

 

３．その他 

 本年度は、機構元役員



が収賄罪により起訴され

たことを踏まえ、「機構元

役員による収賄事案に関

する調査検証チーム」を

設置し、本事案に関する

機構業務の問題の有無等

の調査検証を実施した。

この調査検証を通じて、

機構の業務実施に際し

て、役職員が規程類に照

らし、これに違反する不

公正な職務執行を行った

事実は認められなかっ

た。一方で、業務運営上

の課題や改善事項が把握

されたため、これら問題

の所在を指摘し、今後の

業務改善について提言が

行われた。 

 これを受けて、役員向

けに、外部講師を招いて

の倫理研修を実施したほ

か、問題の所在が指摘さ

れた 2 項目については、

2018 年度内に見直しが

行われ、必要な規程等を

整備することで、内部統

制の見地からの再発防止

を行った。 

 

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
  



様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ．２ 人事に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和元年度行政事業レビューシート番号 0285 
※いずれも文部科学省のもの 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期

間最終年度値等） 

Ｈ30 年度 R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
－ － － －        

           
           
           
           
           

注１）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載     

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ２．人事に関する事

項 
 
民間事業者等との相

互の人材交流を含め

た最適な人員配置

や、JAXA の役割を

踏まえた将来に繋が

る JAXA内の人材育

成等の人材マネジメ

ントを戦略的に推進

し、着実なプロジェ

クト実施や新たな研

究開発を主導するリ

ーダーの養成に取り

組むとともに、社会

を科学・技術で先導

し新たな価値を創造

する組織の人的基盤

を形成する。また、

２．人事に関する事

項 
 
社会に対し科学・

技術で新しい価値を

提案できる組織を目

指し、人材マネジメ

ント及び労働環境の

恒常的な改善を戦略

的に推進する。 
具体的には、高い

専門性、技術力・研

究力、リーダーシッ

プを有する優秀かつ

多様な人材の確保及

び育成、事業状況に

応じた人員配置、職

員のモチベーション

を高めるよう適切な

評価・処遇について、

２．人事に関する事

項 
 
社会に対し科学・

技術で新しい価値を

提案できる組織を目

指し、人材マネジメ

ント及び労働環境の

恒常的な改善を戦略

的に推進する。 
具体的には、高い

専門性、技術力・研

究力、リーダーシッ

プを有する優秀かつ

多様な人材の確保及

び育成、事業状況に

応じた人員配置、職

員のモチベーション

を高めるよう適切な

評価・処遇について、

＜評価の視点＞ 
・社会を科学・技術

で先導し新たな価値

を創造する組織を目

指し、取組が進めら

れているか。 
・労働環境の維持・

向上及びダイバーシ

ティ推進に資する取

組が進められている

か。 
 
＜関連する指標＞  
・人事に関する計画

の策定及び進捗状況 
・民間事業者等との

人材交流を含めた人

員配置、人材育成等

の状況 
・労働環境の状況 

＜主要な業務実績＞ 
（１）深刻な人的リソー

ス不足対応と高度専門集

団へのシフト準備 
  ① JAXA を取り巻

く環境の変化に対応し、

プロジェクトや研究開発

を着実に遂行するととも

に社会に対して積極的に

企画・提案を行うことが

できる人材の確保を目指

し、より一層の技術力・

専門能力の強化及び提案

力の強化を柱とした第 4
期中長期計画期間の人材

育成実施方針を制定し

た。また、人材育成上の

諸課題と検討計画を明記

した人材育成実施計画を

定め、実施方針の実現の

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
 社会への価値提案型組織

を目指し、優秀な人材の確

保・育成・活躍を進めるため

の方針・計画を立案すると

ともに、民間をはじめとす

る国内外の人材との交流に

より人材基盤の強化を進め

た。また、並行して保育園の

設置・運営、女性職員の積極

的採用等ワークライフ変革

や女性活躍促進を進めた。 
 年度計画で設定した業務

は計画通り実施した。 
 
 

評定 Ｂ 
＜評定に至った理由＞ 
 自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できたため。 
 
＜評価すべき実績＞ 
○人的リソース不足への対応及び高付加価値業務への人的リソースへの増員

等、着実な取組が見受けられる。 
 
○クロスアポイントメント制度等を活用し、民間事業者との相互交流を深めて

いる。 
 
○女性の活躍促進やワークライフバランス向上など、組織の働き方についても

取組がなされている。 
 
＜今後の課題・指摘事項＞ 
○社会が急激に変化する中、若手を中心とした職員の意識や考え方も従来から

大きく変わってきており、現況の管理職の考え方や経験だけでは、優秀な人材

を確保し維持することが難しくなりつつある。特に、ＪＡＸＡのような創造性

が重要視される組織においては尚更であり、職員の意向や意見を十分に把握

し、問題があれば早期に対応策を講じていく必要がある。また、一般の法人同



働き方の恒常的な改

善により、労働環境

を維持・向上させ、

生産性向上を図ると

ともに、男女・年齢

等を問わずダイバー

シティ推進を図り、

多様な人材の活躍に

貢献する。 

人材育成実施方針の

維持・改訂及び人材

育成委員会の運営等

により、計画的・体

系的に行う。 
特に、イノベーシ

ョンの創出に資する

べく、世界の第一線

で活躍する極めて優

秀な国内外の人材を

登用するため、クロ

スアポイントメント

制度の活用等を促進

するとともに、民間

事業者等の外部との

相互の人材交流や登

用を通じて、人材基

盤の強化を図る。 
また、ワークライ

フ変革を進め、健康

で活き活きと働ける

職場環境を整え、職

員一人ひとりの多様

かつ生産性の高い働

き方を推進する。 
 

人材育成実施方針の

維持・改訂及び人材

育成委員会の運営等

により、計画的・体

系的に行う。 
特に、イノベーシ

ョンの創出に資する

べく、世界の第一線

で活躍する極めて優

秀な国内外の人材を

登用するため、クロ

スアポイントメント

制度の活用等を促進

するとともに、民間

事業者等の外部との

相互の人材交流や登

用を通じて、人材基

盤の強化を図る。 
また、ワークライフ

変革を進め、健康で

活き活きと働ける職

場環境を整え、職員

一人ひとりの多様か

つ生産性の高い働き

方を推進する。 

・多様な人材の活躍

推進状況 
ための道筋を明確化し

た。 
  ② 機構の人員規模

は、業務効率化等の努力

によって統合時に比して

234 人 、 12.8 ％ 減

（2019(平成 31)年 3月時

点）となっており人員規

模の適正化が急務となっ

ている。このため、研究

開発専門家の確保に向

け、経験者採用の通年化

を開始し、受託費を原資

に含めた採用方針により

人員拡大に着手した（採

用者数 13 名→31名）。特

に不足している分野を特

定し、2018（平成 30）年

度は次世代航空機技術や

月探査技術の研究開発分

野の採用を強化した。採

用に当たっては、動画エ

ントリーや Web 面接の

導入など ICT技術を活用

し、応募者、採用関係者

双方の負荷軽減を図っ

た。 
  ③ 内部管理業務を

再構築することで人的リ

ソースを縮減し高付加価

値業務へシフトする方針

を決定し、第一歩を試行

的に着手した。 
  ④ プロフェッショ

ナル人材養成のため、今

後必要となるスキルの分

析を踏まえ、若手層から

再雇用層までを含む再配

置計画立案に着手した。 
  ⑤ 人事考課制度に

ついては前年度に実施し

た調査結果を踏まえ、職

様に、若手・中堅層の不足など年齢構成の歪みも懸念される。職員アンケート

などを実施したうえで、状況や職員構成の課題等が報告されることを望む。 
 
＜審議会及び部会からの意見＞ 
○高度プロフェショナル集団への転換を人事・制度面から推進し、また、恒常

的な人手不足が現場への過大な負荷にならないようなマネジメント構築を推

進することを期待する。 
 
○法人内における人事施策の有機的な連携が必要である。例えば、若手層から

再雇用層までを含む再配置計画と、宇宙科学における「宇宙研人材委員会」で

検討される計画との連携などなど。 
 
○ミッション遂行などでストレスレベルが高い部署については、特に手厚いチ

ェック体制と対応策が必要である。 
 
○オフィスの照明環境の改善の他にも、什器や内装などを含め、労働環境改善

の先進的かつ多角的な方策の検討を期待する。 
 
○「はやぶさ２」の活躍で、管制室の映像がメディアに流れることが多かった

が、女性が非常に少ないという印象を受けた。女性の採用、登用を引き続き積

極的に推進することを期待する。 
 
○ワークライフ変革の促進を期待する。 
 
○内部人材の育成を期待する。特に社会的に、社会人の学び直しが必要となっ

ている中、OJT だけではなく、積極的に学ぶ機会を職員に用意し、そのような

活動を促進する仕組みづくりを求める。 
 
○外部資金での雇用を進めてはどうか。また、国際的に優秀な人材であれば、

給与体制もこれまでの体制とは別に考えてもよいかもしれない。ただし、これ

らの研究者は専門性が高く人材流動性があまりない可能性があるので、慎重な

検討が必要である。 



員のモチベーションを高

めるよう、考課基準の見

直しや発揮能力の相互評

価と開示など、適切な評

価・処遇に向けた見直し

を行った。 
（２）民間事業者等との

相互の人材交流と新たな

宇宙航空事業の促進 
  ① クロスアポイン

トメント制度の活用を進

め、新たに６名（民間事

業者５名、大学１名）の

外部専門家を採用した。 
  ② 機構職員を民間

事業者等に派遣するクロ

スアポイントメント制度

を新設し、新たに３名の

職員が民間事業者等にお

いて JAXA の知見や専門

能力を活かして宇宙開発

利用の促進に携わるな

ど、外部との相互の人材

交流を通じて人材基盤の

強化を図った。（前年度か

らの継続を含め 2018（平

成 30）年度は合計 18 名

受入、3名派遣。また 2019
（平成 31）年度はさらに

6 名受入、1 名派遣中。）

また、当該制度の下で企

業で業務に携わった職員

が、トヨタ自動車の月面

探査ローバー開発、さく

らインターネットの衛星

データプラットフォーム

（Tellus）構築など、事業

創出に向けた新たな活動

に貢献した。 
  ③ 産業界をはじめ

として、関係機関、大学

等との人材交流を促進



し、JAXA から外部機関

への派遣（47 名（省庁 36
名、産業界 3 名、大学等

8 名））を行ったほか、外

部の人材の受入（649 名

（産業界ら 299 名、大学

及び国等から 318 名、ポ

スドク研究員として 32
名））を行うなどして、人

材の交流の促進に努め

た。 
（３）ワークライフ変革

の促進と生産性向上に資

する制度改正 
  ① 子育て世代の職

員のワーク・ライフ・バ

ランス向上に資するた

め、筑波宇宙センターに

既設の保育園に加え、

2018（平成 30）年度に内

閣府が進める企業主導型

保育事業を活用して、調

布航空宇宙センター内に

地域に開かれた保育園

（「JAXA そらのこ保育

園」）を開設した。（いず

れの保育園も定員上限に

達した） 
  ② テレワークの適

用制限を緩和し、要介護

者の住居でのテレワーク

勤務を可能とするなどの

制度改正を行うととも

に、外部講師を招いて介

護に関するセミナーを 2
回開催するなど、職員の

生活実情に即して仕事と

家庭の両立に資する多様

な働き方を推進した。 
  ③ 新卒採用におけ

る女性職員の採用比率の

向上（22.5％→38.5%）



や、基幹職における女性

比 率 の 向 上 （ 9.7 ％

→11.0%）、女性組織長の

増加（2 人→8人）を実現

するなど、女性活躍を促

進した。 
 
 

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
特になし 

 
 


